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昨
年
の
後
半
は
マ
ス
コ
ミ
報
道
が
毎
日
の
よ
う
に

繰
り
返
さ
れ
る
で
き
ご
と
が
目
立
っ
た
。
大
谷
翔
平

の
移
籍
や
議
員
へ
の
キ
ッ
ク
バ
ッ
ク
が
念
頭
に
あ
る

が
、
も
う
ひ
と
つ
、
日
大
ア
メ
フ
ト
部
の
違
法
薬
物

事
件
も
頻
繁
に
報
じ
ら
れ
た
。
正
直
な
と
こ
ろ
、
私

に
は
日
大
の
問
題
が
気
に
な
っ
た
。
長
ら
く
大
学
教

員
を
務
め
た
こ
と
や
、
学
生
時
代
に
か
な
り
乱
暴
な

寮
生
活
を
送
っ
た
経
験
も
あ
っ
て
、
遠
い
世
界
の
で

き
ご
と
で
は
な
い
と
も
感
じ
て
い
た
。
そ
し
て
12
月

に
入
る
と
、
報
道
で
シ
ョ
ッ
キ
ン
グ
な
表
現
に
触
れ

る
こ
と
に
な
っ
た
。「
強
固
な
ム
ラ
社
会
の
意
識
」

で
あ
る
。
11
月
30
日
に
日
大
が
文
部
科
学
省
に
提
出

し
た
改
善
計
画
に
は
、
強
固
な
ム
ラ
社
会
の
意
識
が

秘
密
主
義
や
排
外
主
義
に
つ
な
が
っ
た
と
の
記
述
が

含
ま
れ
て
い
た
。
農
業
と
と
も
に
歩
ん
で
き
た
１
人

と
し
て
、
農
村
社
会
の
否
定
的
な
評
価
に
よ
る
言
説

は
深
刻
に
受
け
止
め
ざ
る
を
え
な
い
。

農
業
用
水
に
代
表
さ
れ
る
資
源
や
公
民
館
な
ど
の

施
設
。
こ
う
し
た
共
有
の
資
源
や
施
設
を
保
全
・
活

用
す
る
農
村
の
共
同
行
動
が
、
農
林
業
の
活
動
や

日
々
の
暮
ら
し
を
支
え
て
い
る
。
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

共
助
の
営
み
に
は
、
多
く
の
都
会
で
は
失
わ
れ
て
し

ま
っ
た
文
化
的
資
産
と
し
て
の
価
値
も
あ
る
。
加
え

て
共
同
行
動
の
合
理
性
に
は
国
境
を
越
え
て
評
価
さ

れ
て
い
る
面
が
あ
る
。
他
方
で
農
村
に
変
化
が
求
め

ら
れ
て
い
る
点
も
否
定
で
き
な
い
。
地
域
外
か
ら
新

規
就
農
す
る
若
者
も
現
れ
る
な
か
で
、
決
ま
り
ご
と

と
し
て
作
業
を
強
制
す
る
こ
と
に
は
無
理
が
あ
る
。

互
い
に
納
得
の
う
え
で
参
加
す
る
共
同
行
動
へ
の
転

換
が
課
題
で
あ
り
、
そ
れ
が
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
残
る

閉
鎖
的
な
側
面
の
克
服
に
も
つ
な
が
る
。
こ
う
し
た

変
化
に
挑
戦
し
て
い
る
点
に
、
現
代
の
農
村
の
特
徴

が
あ
る
と
言
っ
て
よ
い
。

簡
単
な
こ
と
で
は
な
い
。
短
期
間
で
可
能
な
こ
と

で
も
な
い
。
け
れ
ど
も
同
時
に
、
新
た
な
農
村
社
会

に
向
か
う
取
り
組
み
を
政
策
的
に
サ
ポ
ー
ト
す
る
と

と
も
に
、
こ
れ
を
都
会
の
皆
さ
ん
に
理
解
し
て
い
た

だ
く
こ
と
も
大
切
で
あ
る
。「
強
固
な
ム
ラ
社
会
の

意
識
」
と
の
表
現
に
は
、
現
代
の
農
村
の
実
態
に
疎

い
人
々
の
思
い
込
み
が
反
映
さ
れ
て
い
る
。
そ
ん
な

先
入
観
か
ら
の
脱
却
は
、
今
後
の
都
市
農
村
交
流
の

広
が
り
に
も
結
び
つ
く
。

朝日に輝くジュエリーアイス（北海道豊
とよ

頃
ころ

町
ちょう

）

写真キャプション
ジュエリーアイスは、太平洋
に流れ出した十勝川の氷が大
津海岸に打ち上げられたもの。
波にもまれるうちに穏やかな
丸みを帯び、透き通ったクリ
スタルのような氷になる。朝
日や夕日に鮮やかに照らされ
る姿や、うっすらと雪をかぶ
った姿など、時間や天候によ
ってさまざまな輝きを放つ、
自然が作り出す芸術である。

強
固
な
ム
ラ
社
会

東
京
大
学
名
誉
教
授
・
日
本
農
業
研
究
所
研
究
員

生し
ょ
う

源げ
ん

寺じ 

眞し
ん

一い
ち
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地
方
財
政
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策
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地
方
自
治
関
係
予
算
・
施
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の
概
要
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済
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業
省

－

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
及
び
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
��
�

環
境
省

－

エ
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・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
等
関
係
予
算
の
概
要
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政　策

歳
入
は
、
税
収
が
前
年
度
比
０
・
２
％
（
１
、
６
８

０
億
円
）
増
の
69
兆
６
、
０
８
０
億
円
と
な
っ
た
。
税

目
別
で
は
、
所
得
税
が
14
・
９
％
（
３
兆
１
、
４
３
０

億
円
）
減
の
17
兆
９
、０
５
０
億
円
、法
人
税
が
16
・
７
％

（
２
兆
４
、
４
４
０
億
円
）
増
の
17
兆
４
６
０
億
円
、

消
費
税
が
１
・
９
％
（
４
、
３
９
０
億
円
）
増
の
23
兆

８
、２
３
０
億
円
。
新
規
国
債
発
行
額
は
０
・
５
％（
１
、

７
４
０
億
円
）
減
の
35
兆
４
、
４
９
０
億
円
。
歳
入
を

公
債
費
で
ど
の
位
賄
っ
て
い
る
か
を
示
す
公
債
依
存
度

は
０
・
４
ポ
イ
ン
ト
増
の
31
・
５
％
と
な
っ
た
。

歳
出
は
、政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
が
７
・
５
％

（
５
兆
４
、５
５
４
億
円
）
減
の
67
兆
２
、７
６
４
億
円
。

主
要
経
費
別
で
は
、
歳
出
の
過
半
を
占
め
る
社
会
保
障

関
係
費
が
２
・
３
％
（
８
、
５
０
６
億
円
）
増
の
37
兆

７
、
１
９
３
億
円
、
防
衛
関
係
費
は
防
衛
力
強
化
資
金

繰
入
を
計
上
し
た
前
年
度
と
比
べ
22
・
１
％
（
２
兆
２
、

５
１
４
億
円
）
減
の
７
兆
９
、
１
７
２
億
円
。
ま
た
、

公
共
事
業
関
係
費
は
６
兆
８
２
８
億
円
で
、
う
ち
国
土

強
靱
化
関
係
予
算
が
４
兆
３
３
０
億
円
を
占
め
る
。
文

教
・
科
学
振
興
費
は
５
兆
４
、
７
１
６
億
円
、
予
備
費

の
う
ち
原
油
価
格
・
物
価
高
騰
対
策
及
び
賃
上
げ
促
進

環
境
整
備
対
応
予
備
費
は
１
兆
円
、
一
般
予
備
費
は
、

1
月
16
日
の
臨
時
閣
議
で
増
額
さ
れ
た
５
、
０
０
０
億

円
を
含
め
た
1
兆
円
、地
方
交
付
税
交
付
金
は
17
兆
７
、

８
６
３
億
円
（
法
定
率
分
）
を
計
上
し
た
。
国
債
の
償

還
や
利
払
い
に
充
て
る
国
債
費
は
７
・
０
％
（
１
兆
７
、

５
８
７
億
円
）
増
の
27
兆
９
０
億
円
と
、
社
会
保
障
関

係
費
等
と
と
も
に
過
去
最
高
額
を
更
新
し
た
。

地
方
財
政
対
策
に
つ
い
て
は
、
一
般
財
源
総
額
は
水

準
超
経
費
を
除
く
交
付
団
体
ベ
ー
ス
で
０
・
９
％
（
５
、

５
４
５
億
円
）
増
の
62
兆
７
、
１
８
０
億
円
が
確
保
さ

れ
た
。
歳
入
の
う
ち
地
方
税
は
、
定
額
減
税
に
よ
る
個

人
住
民
税
の
減
収
が
影
響
し
、
０
・
３
％
（
１
、
４
２

１
億
円
）
減
の
42
兆
７
、
３
３
０
億
円
（
定
額
減
税
に

よ
る
減
収
は
地
方
特
例
交
付
金
に
よ
り
全
額
国
費
で
補

填
）、
地
方
譲
与
税
は
５
・
０
％
（
１
、
２
９
１
億
円
）

増
の
２
兆
７
、
２
９
２
億
円
、
特
別
会
計
分
も
含
め
た

地
方
交
付
税
総
額
は
１
・
７
％
（
３
、
０
６
０
億
円
）

増
の
18
兆
６
、
６
７
１
億
円
を
計
上
す
る
一
方
、
臨
時

財
政
対
策
債
の
発
行
額
は
54
・
３
％
（
５
、
４
０
２
億

円
）
減
の
４
、
５
４
４
億
円
と
過
去
最
少
と
な
っ
た
。

政
府
の
主
要
施
策
の
う
ち
「
賃
上
げ
の
実
現
」
関
連

（
公
的
部
門
）
で
は
、
医
療
・
福
祉
現
場
で
働
く
幅
広

い
方
々
等
の
処
遇
改
善
を
実
施
。

こ
ど
も
政
策
関
連
で
は
、
昨
年
12
月
に
閣
議
決
定
さ

れ
た「
こ
ど
も
未
来
戦
略
」を
踏
ま
え
、児
童
手
当
の
抜

本
的
拡
充
や
幼
児
教
育
・
保
育
の
質
の
向
上
に
取
り
組

む
ほ
か
、こ
ど
も
の
医
療
費
助
成
に
係
る
国
民
健
康
保
険

の
減
額
調
整
措
置
の
廃
止
も
実
施
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

デ
ジ
タ
ル
関
連
で
は
、
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構

想
交
付
金
を
前
年
度
と
同
額
の
１
、０
０
０
億
円
計
上
。

デ
ジ
タ
ル
行
財
政
改
革
の
先
行
モ
デ
ル
的
取
組
や
観

光
・
農
林
水
産
業
の
振
興
等
の
地
方
創
生
に
資
す
る
取

組
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
総
務
省
予
算
に
お
い
て
は
、

地
域
Ｄ
Ｘ
の
推
進
と
そ
れ
を
支
え
る
情
報
通
信
環
境
の

整
備
に
重
点
を
置
く
。

一
般
会
計
と
は
別
枠
の
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会

計
に
は
、
13
・
３
％
（
９
７
１
億
円
）
減
の
６
、
３
３

１
億
円
を
計
上
。
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
・
再
生
に

３
、
３
３
８
億
円
を
計
上
し
た
ほ
か
、
住
宅
再
建
・
復

興
ま
ち
づ
く
り
に
５
３
０
億
円
、
産
業
・
生
業
の
再
生

に
３
３
１
億
円
、
創
造
的
復
興
に
２
３
９
億
円
、
さ
ら

に
は
「
心
の
復
興
」
等
の
被
災
者
支
援
に
２
１
８
億
円

を
計
上
し
た
。

政
府
は
、
予
算
案
を
通
常
国
会
に
提
出
、
早
期
成
立

を
目
指
す
。

地
方
財
政
へ
の
対
応
等
関
係
予
算
・
政
策
の
概
要

地
方
財
政
へ
の
対
応
等
関
係
予
算
・
政
策
の
概
要

政
府
は
令
和
５
年
12
月
22
日
、「
歳
出
構
造
を
平
時
に
戻
し
て
い
く
」
と
の
基
本
方
針
の
も
と
編
成

し
た
令
和
６
年
度
予
算
案
を
閣
議
決
定
し
た
。
さ
ら
に
、
そ
の
後
発
生
し
た
令
和
６
年
能
登
半
島
地
震

を
踏
ま
え
、
令
和
6
年
1
月
16
日
の
臨
時
閣
議
に
お
い
て
、
同
予
算
案
を
変
更
し
、
一
般
予
備
費
を
増

額
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
変
更
後
の
令
和
6
年
度
予
算
案
に
お
い
て
、
一
般
会
計
の
総
額
は
、
原
油

価
格
・
物
価
高
騰
等
に
対
応
す
る
た
め
の
予
備
費
の
大
幅
減
等
に
よ
り
12
年
ぶ
り
の
減
額
と
な
っ
た

も
の
の
、
過
去
最
高
額
を
更
新
す
る
社
会
保
障
関
係
費
等
の
影
響
に
よ
り
、
前
年
度
比
１
・
６
％
減
の

１
１
２
兆
５
、７
１
７
億
円
と
過
去
２
番
目
の
規
模
と
な
っ
た
。
歳
入
で
は
、
法
人
税
や
消
費
税
等
が

伸
び
る
一
方
で
、
総
合
経
済
対
策
に
基
づ
く
定
額
減
税
の
影
響
に
よ
り
所
得
税
が
大
幅
に
減
少
。
そ
れ

で
も
税
収
は
過
去
最
高
額
を
計
上
し
た
前
年
度
を
上
回
る
見
込
み
。
新
規
国
債
発
行
額
は
３
年
連
続
の

減
額
と
な
っ
た
。
歳
出
で
は
、「
物
価
に
負
け
な
い
賃
上
げ
」
の
実
現
や
、
構
造
的
な
変
化
と
社
会
課

題
に
対
応
す
る
た
め
の
「
こ
ど
も
政
策
」、「
デ
ジ
タ
ル
・
Ｇ
Ｘ
」
等
に
係
る
施
策
に
重
点
配
分
し
た
。

⃝
⃝

⃝
⃝
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令和６年度一般会計歳入歳出概算
（単位：億円）

区　　　　分 前年度予算額
（当初）（A）

令和６年度
概算額（B）

＜１月16日＞

比較増△減額
（B－A） 増減率

％
歳　　　入
１．租 税 及 印 紙 収 入 694,400 696,080 1,680 0.2
２．そ の 他 収 入 93,182 75,147 △18,035 △19.4
３．公 債 金 356,230 354,490 △1,740 △0.5
　　⑴ 公 　 債 　 金 65,580 65,790 210 0.3
　　⑵ 特 例 公 債 金 290,650 288,700 △1,950 △0.7

合　　　　計 1,143,812 1,125,717 △18,095 △1.6

歳　　　出
１．一 般 歳 出 727,317 672,764 △49,554 △6.8
２．地方交付税交付金等 163,992 177,863 13,871 8.5
３．国 債 費 252,503 270,090 17,587 7.0

合　　　　計 1,143,812 1,125,717 △18,095 △1.6
（注１）計数整理の結果、異同を生ずることがある。
（注２）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

令和６年度一般会計歳出概算主要経費別内訳
（単位：億円）

事　　　　項 前年度予算額
（当初）（A）

令和６年度
概算額（B）

＜１月16日＞

比較増△減額
（B－A） 増減率

％
社 会 保 障 関 係 費 368,687 377,193 8,506 2.3
文 教 及 び 科 学 振 興 費 54,158 54,716 558 1.0
　うち科学技術振興費 （13,942） （14,092） （150） （1.1）
国 債 費 252,503 270,090 17,587 7.0
恩 給 関 係 費 970 771 △ 198 △ 20.5
地 方 交 付 税 交 付 金 等 163,992 177,863 13,871 8.5
防 衛 関 係 費 101,686 79,172 △ 22,514 △ 22.1
公 共 事 業 関 係 費 60,801 60,828 26 0.0
経 済 協 力 費 5,114 5,041 △ 73 △ 1.4
中 小 企 業 対 策 費 1,704 1,693 △ 11 △ 0.6
エ ネ ル ギ ー 対 策 費 8,540 8,329 △ 210 △ 2.5
食 料 安 定 供 給 関 係 費 12,654 12,618 △ 36 △ 0.3
そ の 他 の 事 項 経 費 58,004 57,402 △ 602 △ 1.0
原油価格 ・ 物価高騰対策及び
賃上げ促進環境整備対応予備費 40,000 10,000 △ 30,000 △ 75.0

ウクライナ情勢経済緊急対応予備費 10,000 － △ 10,000 －
予 備 費 5,000 10,000 5,000 100.0

合　　　　計 1,143,812 1,125,717 △ 18,095 △ 1.6
（注）前年度予算額は、６年度概算額との比較対照のため、組替えをしてある。　
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令和６年度東日本大震災復興特別会計予算概算決定総括表
（単位：億円）

（注） 計数整理の結果、異同を生じることがある。また、金額は単位未満四捨五入によるため合計が一致しないものがある。
※１ 他事業との重複あり。
※２ 別途、共管省の一般会計予算にも運営費を計上（１億円）、全体で155億円（R6年度）。
※３ ４．に含まれる「地域の魅力等発信基盤整備事業」の内数も含む。

区　　　　　　分 令和５年度
当初予算額

令和６年度
概算決定額

復　　　　興　　　　庁（１～７の合計） 5,523 4,707
１．被災者支援 249 218
　　　・被災者支援総合交付金 102 93
　　　・被災した児童生徒等への就学等支援 23 20
　　　・緊急スクールカウンセラー等活用事業 16 15
　　　・仮設住宅等 7 5
　　　・被災者生活再建支援金補助金 20 12
　　　・地域医療再生基金 24 21
　　　・その他 57 52
２．住宅再建・復興まちづくり 476 530
　　　・家賃低廉化・特別家賃低減事業 219 216
　　　・社会資本整備総合交付金 116 162
　　　・森林整備事業 44 40
　　　・災害復旧事業 75 84
　　　・その他 23 28
３．産業・生業（なりわい）の再生 339 331
　　　・災害関連融資 16 13
　　　・中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 27 9
　　　・水産業復興販売加速化支援事業 41 41
　　　・漁業経営体質強化機器設備導入支援事業 1 4
　　　・被災海域における種苗放流支援事業 7 10
　　　・被災地次世代漁業人材確保支援事業 7 21
　　　・福島県農林水産業復興創生事業 40 40
　　　・福島県営農再開支援事業 - 21
　　　・原子力災害による被災事業者の自立等支援事業 16 19
　　　・自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金 141 122
　　　・福島県における観光関連復興支援事業 5 5
　　　・ブルーツーリズム推進支援事業 3 3
　　　・その他 36 24
４．原子力災害からの復興・再生 4,170 3,338
　　　・特定復興再生拠点整備事業 436 370
　　　・特定帰還居住区域整備事業 52 450
　　　・福島再生加速化交付金※１ 602 601
　　　・福島生活環境整備・帰還再生加速事業 80 53
　　　・放射性物質対処型森林・林業再生総合対策事業 37 37
　　　・中間貯蔵関連事業 1,786 1,008
　　　・放射性物質汚染廃棄物処理事業等 730 407
　　　・除去土壌等適正管理・原状回復等事業 169 150
　　　・風評払拭・リスクコミュニケーション強化対策 20 20
　　　・その他 269 252
５．創造的復興 236 239
　　　・福島国際研究教育機構関連事業※２ 145 154
　　　・福島イノベーション・コースト構想関連事業 61 54

　　　・移住等の促進 福島再生加速化
交付金の内数

福島再生加速化
交付金の内数

　　　・福島県高付加価値産地展開支援事業 27 27
　　　・「新しい東北」普及展開等推進事業 3 3
　　　・「大阪・関西万博」関連事業※３ 1 4
６．東日本大震災の教訓継承事業 1 1
７．復興庁一般行政経費等 51 48
８．震災復興特別交付税 622 570
９．復興加速化・福島再生予備費 1,000 800
10．国債整理基金特会への繰入等 156 254

復　興　特　別　会　計　全　体 7,301 6,331
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解解 説説 令和６年度 関係省庁予算

地方財政対策と総務省地方財政対策と総務省
地方自治関係予算・施策の概要地方自治関係予算・施策の概要

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

【
令
和
６
年
度
地
方
財
政
対
策
の
概
要
】

令
和
６
年
度
地
方
財
政
対
策
に
つ
い

て
、
一
般
財
源
総
額
は
水
準
超
経
費
を
除

く
交
付
団
体
ベ
ー
ス
で
、
62
兆
7
、
１
８

０
億
円
（
対
前
年
度
比
5
、５
４
５
億
円
、

0
・
９
％
増
）
が
確
保
さ
れ
た
。
歳
入
の

う
ち
、
地
方
税
は
42
兆
7
、
３
３
０
億
円

（
同
▲
1
、
４
２
１
億
円
、
0
・
３
％
減
）、

地
方
譲
与
税
は
2
兆
7
、
２
９
２
億
円

（
同
1
、
２
９
１
億
円
、
5
・
０
％
増
）

と
な
っ
た
。

地
方
交
付
税
の
総
額
は
、
18
兆
6
、
６

７
１
億
円
（
同
3
、
０
６
０
億
円
、
1
・

７
％
増
）
と
な
り
、
そ
の
内
訳
は
、
一
般

会
計
分
と
し
て
、
①
地
方
交
付
税
の
法
定

率
分
等
16
兆
3
、
０
５
５
億
円
、
②
一
般

会
計
に
お
け
る
加
算
措
置
（
既
往
法
定
分

等
）
3
、
４
８
８
億
円
、
特
別
会
計
分
と

し
て
、
①
地
方
法
人
税
の
法
定
率
分
1
兆

9
、
７
５
０
億
円
、
②
交
付
税
特
別
会
計

借
入
金
償
還
額
▲
5
、
０
０
０
億
円
、
③

交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
支
払
利
子
▲

1
、
９
６
５
億
円
、
④
交
付
税
特
別
会
計

剰
余
金
の
活
用
５
０
０
億
円
、
⑤
地
方
公

共
団
体
金
融
機
構
の
公
庫
債
権
金
利
変
動

準
備
金
の
活
用
2
、
０
０
０
億
円
、
⑥
令

和
5
年
度
か
ら
の
繰
越
金
4
、
８
４
３
億

円
と
な
っ
て
い
る
。

臨
時
財
政
対
策
債
は
、
4
、
５
４
４
億

円
（
同
▲
5
、
４
０
２
億
円
、
54
・
３
％

減
）
と
大
幅
に
抑
制
さ
れ
た
。

定
額
減
税
に
よ
る
減
収
へ
の
対
応
と
し

て
、
個
人
住
民
税
の
減
収
（
9
、
２
３
４

億
円
）
は
、
地
方
特
例
交
付
金
に
よ
り
全

額
国
費
に
よ
り
補
填
さ
れ
る
と
と
も
に
、

地
方
交
付
税
の
減
収
（
7
、６
２
０
億
円
）

は
繰
越
金
・
自
然
増
収
に
よ
る
法
定
率
分

の
増
（
1
兆
1
、
９
８
２
億
円
）
に
よ
り

対
応
す
る
と
し
た
。

こ
ど
も
・
子
育
て
政
策
の
強
化
に
係
る

地
方
財
源
の
確
保
と
し
て
、「
こ
ど
も
未

来
戦
略
」
に
掲
げ
る
「
こ
ど
も
・
子
育
て

支
援
加
速
化
プ
ラ
ン
」
に
お
け
る
令
和
6

年
度
の
地
方
負
担
分
（
2
、
２
５
０
億
円

程
度
）
に
つ
い
て
、
全
額
地
方
財
政
計
画

の
歳
出
に
計
上
さ
れ
た
。
ま
た
、
地
域
の

実
情
に
応
じ
て
き
め
細
か
に
独
自
の
こ
ど

も
・
子
育
て
政
策
（
ソ
フ
ト
）
を
実
施
で

き
る
よ
う
、
地
方
財
政
計
画
の
一
般
行
政

経
費
（
単
独
）
を
1
、
０
０
０
億
円
増
額

す
る
と
と
も
に
、
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援

機
能
強
化
に
係
る
施
設
整
備
や
子
育
て
関

連
施
設
の
環
境
改
善
（
ハ
ー
ド
）
を
速
や

か
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
新
た
に
「
こ
ど

も
・
子
育
て
支
援
事
業
費
（
仮
称
）」（
５

０
０
億
円
）
を
計
上
し
、「
こ
ど
も
・
子

育
て
支
援
事
業
債（
仮
称
）」を
創
設
し
た
。

さ
ら
に
、普
通
交
付
税
の
算
定
に
当
た
り
、

こ
ど
も
・
子
育
て
政
策
に
係
る
基
準
財
政

需
要
額
の
算
定
を
よ
り
的
確
な
も
の
と
す

る
た
め
、
新
た
な
算
定
費
目
「
こ
ど
も
子

育
て
費
（
仮
称
）」
を
創
設
し
た
。

令
和
5
年
人
事
委
員
会
勧
告
に
伴
う
給

与
改
定
に
要
す
る
経
費
や
、
会
計
年
度
任

用
職
員
へ
の
勤
勉
手
当
の
支
給
に
要
す
る

経
費
に
つ
い
て
、
所
要
額
が
計
上
さ
れ
、

給
与
改
定
に
要
す
る
経
費
に
3
、
３
０
０

億
円
程
度
、
会
計
年
度
任
用
職
員
の
勤
勉

手
当
支
給
分
に
1
、
８
１
０
億
円
が
確
保

さ
れ
た
。

物
価
高
へ
の
対
応
と
し
て
、
学
校
、
福

祉
施
設
、
図
書
館
、
文
化
施
設
等
の
自

治
体
施
設
の
光
熱
費
の
高
騰
や
、
ご
み
収

集
、学
校
給
食
な
ど
自
治
体
の
サ
ー
ビ
ス
・

施
設
管
理
等
の
委
託
料
の
増
加
を
踏
ま

え
、
一
般
行
政
経
費
（
単
独
）
に
７
０
０

億
円
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
地
方
団
体
が
、
自
主
性
・
主
体

性
を
最
大
限
発
揮
し
て
地
方
創
生
に
取
り

組
み
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
き
め
細
か

な
施
策
を
可
能
に
す
る
観
点
か
ら
、「
地

方
創
生
推
進
費
」
に
つ
い
て
、
引
き
続
き

1
兆
円
が
計
上
、
地
域
が
抱
え
る
課
題
の

デ
ジ
タ
ル
実
装
を
通
じ
た
解
決
等
に
取
り

組
む
た
め
、「
地
域
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進

費
」
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
2
、
５
０
０

億
円
が
計
上
、
地
域
社
会
の
維
持
・
再
生

に
向
け
た
幅
広
い
施
策
に
自
主
的
・
主
体

的
に
取
り
組
む
た
め
、「
地
域
社
会
再
生

事
業
費
」
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
4
、
２

０
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

【
令
和
６
年
度
地
方
債
計
画
】

令
和
６
年
度
地
方
債
計
画
に
つ
い
て

は
、
引
き
続
き
厳
し
い
地
方
財
政
状
況
の

も
と
で
、
地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る

た
め
の
措
置
を
講
じ
、
ま
た
、
地
方
公
共

団
体
が
緊
急
に
実
施
す
る
防
災
・
減
災
対

策
、
公
共
施
設
等
の
適
正
管
理
、
地
域
の

脱
炭
素
化
、
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援
、
地

域
の
活
性
化
へ
の
取
組
等
を
着
実
に
推
進

で
き
る
よ
う
、
所
要
の
地
方
債
資
金
の
確

保
を
図
る
こ
と
等
と
し
て
策
定
さ
れ
た
。

総
額
は
９
兆
2
、１
８
４
億
円
と
な
り
、

対
前
年
度
比
▲
2
、
７
９
７
億
円
、
2
・

９
％
減
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
普

通
会
計
分
は
６
兆
3
、
１
０
３
億
円
（
同
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▲
5
、
０
６
０
億
円
、
7
・
４
％
減
）、

公
営
企
業
会
計
等
分
は
２
兆
9
、
０
８
１

億
円
（
同
2
、
２
６
３
億
円
、
8
・
４
％

増
）
と
な
っ
て
い
る
。

地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
、

地
方
財
政
法
第
５
条
の
特
例
と
し
て
臨
時

財
政
対
策
債
4
、
５
４
４
億
円
（
同
▲

5
、
４
０
２
億
円
、
54
・
３
％
減
）
が
計

上
さ
れ
た
。

地
方
公
共
団
体
が
、
地
域
の
実
情
に
応

じ
て
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援
機
能
強
化
の

た
め
の
施
設
設
備
・
改
修
、
施
設
の
環
境

改
善
を
速
や
か
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
こ

ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
を
創
設
す
る
こ

と
と
し
、
４
５
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
防
災
・
減

災
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
け
る
よ
う
、
緊

急
防
災
・
減
災
事
業
に
お
い
て
、
対
象
事

業
を
拡
充
（
消
防
指
令
シ
ス
テ
ム
の
標
準

化
に
併
せ
た
指
令
セ
ン
タ
ー
の
整
備
、
連

携
・
協
力
に
よ
る
訓
練
施
設
の
整
備
等
）

す
る
こ
と
と
し
、
5
、
０
０
０
億
円
が
計

上
さ
れ
る
と
と
も
に
、
緊
急
自
然
災
害
防

止
対
策
事
業
と
し
て
4
、
０
０
０
億
円
、

緊
急
浚
渫
推
進
事
業
と
し
て
1
、
１
０
０

億
円
、
公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事

業
と
し
て
4
、
３
２
０
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。

さ
ら
に
、
地
域
脱
炭
素
の
基
盤
と
な
る

重
点
対
策
を
率
先
し
て
実
施
で
き
る
よ

う
、
脱
炭
素
化
推
進
事
業
の
対
象
事
業
を

拡
充
（
第
三
セ
ク
タ
ー
等
が
行
う
地
域
内

消
費
を
主
目
的
と
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
設
備
の
整
備
へ
の
支
援
）
す
る
こ
と

と
し
、
９
０
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

加
え
て
、
資
材
価
格
等
の
高
騰
に
よ
る

建
設
事
業
費
の
上
昇
を
踏
ま
え
る
と
と
も

に
、
施
設
の
老
朽
化
対
策
や
地
域
経
済

循
環
を
促
進
す
る
脱
炭
素
事
業
に
要
す

る
経
費
を
確
保
し
つ
つ
、
過
疎
地
域
の

持
続
的
発
展
に
関
す
る
施
策
に
取
り
組

ん
で
い
け
る
よ
う
5
、
７
０
０
億
円
（
同

３
０
０
億
円
、
5
・
６
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

な
お
、
公
的
資
金
に
つ
い
て
は
、
前
年

度
と
同
程
度
の
割
合
（
全
体
の
42
・
７
％
）

が
確
保
さ
れ
た
。

【
令
和
６
年
度
地
方
税
制
改
正
】

令
和
６
年
度
税
制
改
正
に
お
け
る
地
方

税
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
主
に

次
の
よ
う
な
措
置
を
実
施
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

本
会
が
町
村
の
基
幹
税
と
し
て
特
に
安

定
的
な
確
保
を
求
め
て
い
た
固
定
資
産

税
に
つ
い
て
は
、
令
和
６
年
度
か
ら
令
和

８
年
度
ま
で
の
間
、
現
行
の
土
地
に
係
る

負
担
調
整
措
置
を
延
長
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

同
じ
く
、
本
会
が
見
直
し
を
求
め
て
い

た
森
林
環
境
譲
与
税
の
譲
与
基
準
に
つ
い

て
は
、
森
林
面
積
の
割
合
を
引
き
上
げ
る

こ
と
と
さ
れ
た
。

電
気
供
給
業
・
ガ
ス
供
給
業
に
係
る
法

人
事
業
税
収
入
金
額
課
税
方
式
に
つ
い
て

は
、
維
持
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

外
形
標
準
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て

は
、
次
の
と
お
り
見
直
さ
れ
た
。

・�

前
事
業
年
度
に
外
形
標
準
課
税
の
対
象

で
あ
っ
た
法
人
が
資
本
金
１
億
円
以
下

に
減
資
し
た
場
合
で
も
、
資
本
金
と
資

本
剰
余
金
の
合
計
額
が
10
億
円
を
超
え

る
場
合
に
は
外
形
標
準
課
税
の
対
象
と

す
る
。

・�

資
本
金
と
資
本
剰
余
金
の
合
計
額
が
50

億
円
を
超
え
る
法
人
等
の
１
０
０
％
子

会
社
の
う
ち
、
資
本
金
が
１
億
円
以
下

で
あ
っ
て
、
資
本
金
と
資
本
剰
余
金
の

合
計
額
が
２
億
円
を
超
え
る
も
の
は
外

形
標
準
課
税
の
対
象
と
す
る
。

地
方
拠
点
強
化
税
制
に
つ
い
て
は
、
適

用
期
限
が
２
年
間
延
長
さ
れ
る
と
と
も

に
、
制
度
の
対
象
と
な
る
事
業
部
門
の

追
加
等
の
拡
充
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

育
児
休
業
手
当
金
の
支
給
額
見
直
し
等

に
伴
う
非
課
税
措
置
等
に
つ
い
て
は
、
こ

れ
ま
で
と
同
様
の
措
置
が
継
続
さ
れ
る
こ

と
と
な
っ
た
。
ま
た
、「
育
児
時
短
就
業

給
付
（
仮
称
）」
が
創
設
さ
れ
る
場
合
に

お
い
て
も
、
雇
用
保
険
制
度
と
同
様
の
扱

い
と
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

消
防
用
の
船
舶
に
か
か
る
軽
油
引
取
税

の
課
税
免
除
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
に

つ
い
て
は
、
３
年
延
長
さ
れ
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

【
地
方
自
治
関
係
予
算
】

〇
地
域
Ｄ
Ｘ
・
地
域
活
性
化
の
推
進

地
域
Ｄ
Ｘ
の
推
進
と
し
て
４
５
８
億
円

が
計
上
さ
れ
、内
訳
は
、①
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

の
利
便
性
・
機
能
向
上
、
円
滑
に
取
得
で

き
る
環
境
整
備
４
５
４
・
3
億
円
、
②
自

治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
標
準
化
・
共
通
化

2
・
7
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保

に
1
・
5
億
円
が
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、

①
地
域
Ｄ
Ｘ
の
推
進
に
係
る
デ
ジ
タ
ル
人

材
の
確
保
・
育
成
0
・
8
億
円
、
②
統
計

人
材
の
確
保
・
育
成
0
・
6
億
円

－

等
と

な
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
地
域
で
活
躍
す
る
人
材
の
充

実
・
地
域
活
性
化
と
し
て
20
・
1
億
円
が

計
上
さ
れ
、
内
訳
は
①
地
域
お
こ
し
協
力

隊
の
強
化
2
・
5
億
円
、
②
関
係
人
口
の

創
出
・
拡
大
事
業
0
・
2
億
円
、
③
過
疎

対
策
の
推
進
8
・
0
億
円

－

等
と
な
っ
て

い
る
。

加
え
て
、
デ
ジ
タ
ル
実
装
に
よ
る
課
題

解
決
と
し
て
16
・
5
億
円
が
計
上
さ
れ
、

内
訳
は
、
①
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た

郵
便
局
と
地
域
と
の
連
携
促
進
1
・
3
億

円
、
②
地
域
の
デ
ジ
タ
ル
基
盤
の
活
用
の

推
進
5
・
0
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

〇�

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
推
進
に

よ
る
安
全
・
安
心
な
く
ら
し
の
実
現

国
土
強
靱
化
の
推
進
と
し
て
23
・
5
億

円
が
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、
①
ケ
ー
ブ
ル

テ
レ
ビ
の
光
化
等
に
よ
る
耐
災
害
性
強
化

12
・
5
億
円
、
②
放
送
・
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
靱
化
9
・
9
億
円
、
③
Ｌ
ア
ラ
ー

ト
に
よ
る
災
害
情
報
の
確
実
な
伝
達
の
推

進
１
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
消
防
防
災
力
・
地
域
防
災
力
の

充
実
強
化
と
し
て
91
・
1
億
円
が
計
上
さ

れ
、
①
緊
急
消
防
援
助
隊
の
充
実
強
化

51
・
8
億
円
、
②
常
備
消
防
等
の
充
実
強

化
15
・
3
億
円
、
③
地
域
防
災
力
の
充
実

強
化
に
向
け
た
消
防
団
・
自
主
防
災
組
織

等
の
取
組
の
支
援
等
7
・
6
億
円
、
④
地

方
公
共
団
体
の
災
害
対
応
能
力
・
国
民
保

護
体
制
の
強
化
6
・
5
億
円

－

等
と
な
っ

て
い
る
。
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

令和６年度地方財政対策の概要

１　通常収支分

⑴　地方財政計画の規模	 93兆6,400億円程度	（⑤	92兆		350億円、	 ＋1兆6,100億円程度、	＋　1.7%程度）
⑵　地方一般歳出	 78兆4,600億円程度	（⑤	76兆4,839億円、	 ＋1兆9,800億円程度、	＋　2.6%程度）
⑶　一般財源総額	 62兆7,180億円	 （⑤	62兆1,635億円、	 ＋　　5,545億円、	 ＋　0.9%）
　　（水準超経費を除く交付団体ベース）
　　※水準超経費を含めた一般財源総額	 65兆6,980億円	 （⑤	65兆		535億円、	 ＋　　6,445億円、	 ＋　1.0%）
⑷　地方交付税の総額	 18兆6,671億円	 （⑤	18兆3,611億円、	 ＋　　3,060億円、	 ＋　1.7%）
⑸　地方税及び地方譲与税	 45兆4,622億円	 （⑤	45兆4,752億円、	 △			　　130億円、	 △　0.0%）
⑹　地方特例交付金等	 	1兆1,320億円	 （⑤	　　2,169億円、	 ＋　　9,151億円、	 ＋421.9%）
⑺　臨時財政対策債	 　　4,544億円	 （⑤	　　9,946億円、	 △　　5,402億円、	 △	 54.3%）
⑻　財源不足額	 	1兆8,132億円	 （⑤	1兆9,900億円、	 △　　1,768億円、	 △　8.9%）

Ⅰ　令和６年度の地方財政の姿

2　東日本大震災分

⑴　復旧・復興事業
①　震災復興特別交付税	 	 	 	904億円	 （⑤	　　		935億円、	 △　		3１億円、	 △			3.3%）
②　規模	 	 2,600億円程度	（⑤	　　2,647億円、	 △　		50億円程度、	 △			１.8%程度）
⑵　全国防災事業

規模	 	 		250億円	 （⑤	　　		587億円、	 △　337億円、	 △		57.4%）

社会保障関係費や人件費の増加が見込まれる中、地方団体が、住民のニーズに的確に応えつつ、こども・子育て政策の強化

など様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付税等の一般財源総額について、令和５年度

を上回る額を確保

Ⅱ　通常収支分

１　地方財源の確保

一般財源（交付団体ベース）の総額	 62兆7,180億円	 （前年度比	＋　		5,545億円、	 ＋0.9%）

※　水準超経費を含めた一般財源総額	 65兆6,980億円	 （　 同 　 	＋		　6,445億円、	 ＋１.0%）
　　〔一般財源比率（臨時財政対策債を除く一般財源総額が歳入総額に占める割合）	69.7％程度（⑤69.6%）〕

・ 地方税	 42兆7,330億円	 （前年度比	 △		　1,421億円、	 △	 	0.3%）
・ 地方譲与税	 2兆7,292億円	 （　		同	 ＋		　1,291億円、	 ＋	 	5.0%）
・ 地方交付税	 18兆6,671億円	 （　		同	 ＋		　3,060億円、	 ＋	 	1.7%）
・ 地方特例交付金等	 1兆1,320億円	 （　		同	 ＋		　9,151億円、	 ＋421.9%）
・ 臨時財政対策債	 4,544億円	 （　		同	 △		　5,402億円、	 △	54.3%）

地方債	 ６兆3,１03億円	 （前年度比	 △					5,060億円、	 △		7.4%）

・ 臨時財政対策債	 4,544億円	 （前年度比	△    5,402億円、	 △ 54.3%）
・ 臨時財政対策債以外	 5兆8,559億円	 （   同	 ＋	　　342億円、	 ＋	 0.6%）
　 　通常債	 5兆  959億円	 （   同	 ＋	　　342億円、	 ＋	 0.7%）
　 　財源対策債	 7,600億円	 （   同	   　　		 0億円、	    0.0%）
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

地方交付税（出口ベース）	 １8兆6,67１億円 （前年度比＋3,060億円、 ＋１.7%）

2　地方交付税の確保

【一般会計】	 16兆6,543億円（ａ）
⑴	地方交付税の法定率分等	 16兆3,055億円
・所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分	 16兆8,188億円
	 （うち定額減税による地方交付税の減収△7,620億円）
・国税減額補正精算分（⑳、�、①）等	 △2,910億円
・国税減額補正精算の前倒し分（②）		 △2,223億円

⑵	一般会計における加算措置（既往法定分等）	 3,488億円
【特別会計】	 2兆		127億円（ｂ）

⑴	地方法人税の法定率分		 1兆9,750億円
⑵	交付税特別会計借入金償還額	 △5,000億円
⑶	交付税特別会計借入金支払利子	 △1,965億円
⑷	交付税特別会計剰余金の活用	 500億円
⑸	地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用	 2,000億円
⑹	令和5年度からの繰越金	 4,843億円

【地方交付税】（ａ）＋（ｂ）	 18兆6,671億円

（参考）地方交付税の推移（兆円）
㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

地方交付税 16.8 16.7 16.3 16.0 16.2 16.6 17.4 18.1 18.4 18.7

令和６年度における財源不足額	 1兆8,１32億円（前年度比△１,768億円、△8.9%）

　※折半対象財源不足は、令和５年度に引き続き生じていない

①	財源対策債の発行	 7,600億円
②	地方交付税の増額による補塡	 5,988億円
　・一般会計における加算措置（既往法定分等）	 3,488億円
　・交付税特別会計剰余金の活用	 500億円
　・地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用	 2,000億円
③	臨時財政対策債の発行	 4,544億円

3　臨時財政対策債の抑制等地方財政の健全化

4　財源不足の補塡

（参考）臨時財政対策債の推移（兆円）
㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

臨時財政対策債 4.5 3.8 4.0 4.0 3.3 3.1 5.5 1.8 1.0 0.5

○	　令和6年度においては、以下のとおり財源不足額を補塡

・財源不足の縮小	 ⑤	1兆9,900億円	 →　⑥	1兆8,１32億円	 （△　　１,768億円）

・臨時財政対策債の抑制	 ⑤	　　9,946億円	 →　⑥	　　4,544億円	 （△　　5,402億円）

　　年度末残高見込み	 ⑤	49兆		１１9億円	 →　⑥	45兆7,750億円	 （△3兆2,369億円）

・国税減額補正精算の前倒し	 　　　	2,9１0億円	 →　　　　	5,１33億円	 （＋　　2,223億円）
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

5　定額減税による減収への対応

○	個人住民税の減収（9,234億円）は、地方特例交付金により全額国費により補塡

○	地方交付税の減収（7,620億円）は、繰越金・自然増収による法定率分の増（１兆１,982億円）により対応。減税の影響を含め

ても、適切に地方財源を確保。更に、後年度、2,076億円の加算を実施（交付税特別会計借入金償還の円滑化に活用）

6　こども・子育て政策の強化に係る地方財源の確保

○	「こども未来戦略」に掲げる「こども・子育て支援加速化プラン」における令和６年度の地方負担分（2,250億円程度）につ

いて、全額地方財政計画の歳出に計上し、必要な財源を確保

○	地方団体が、地域の実情に応じてきめ細かに独自のこども・子育て政策（ソフト）を実施できるよう、地方財政計画の一

般行政経費（単独）を１,000億円増額

○	地方団体が、こども・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て関連施設の環境改善（ハード）を速やかに実施できる

よう、新たに「こども・子育て支援事業費（仮称）」（500億円）を計上し、「こども・子育て支援事業債（仮称）」を創設

○	普通交付税の算定に当たり、地方団体が実施するこども・子育て政策の全体像を示し、こども・子育て政策に係る基準財

政需要額の算定をより的確なものとするため、新たな算定費目「こども子育て費（仮称）」を創設

7　給与改定・会計年度任用職員への勤勉手当支給に要する地方財源の確保

○	令和５年人事委員会勧告に伴う給与改定に要する経費や、会計年度任用職員への勤勉手当の支給に要する経費について、

所要額を計上

　・給与改定に要する経費	 3,300億円程度
　　　　うち会計年度任用職員分	 　600億円
　・会計年度任用職員への勤勉手当支給に要する経費	 1,810億円

8　物価高への対応

○	学校、福祉施設、図書館、文化施設など自治体施設の光熱費の高騰や、ごみ収集、学校給食など自治体のサービス・施設

管理等の委託料の増加を踏まえ、一般行政経費（単独）に700億円を計上（前年度同額）

○	資材価格等の高騰による建設事業費の上昇を踏まえ、津波浸水想定区域からの庁舎移転事業（緊急防災・減災事業債）と

公立病院の新設・建替等事業（病院事業債）における建築単価の上限を引上げ

9　地域脱炭素の一層の推進

○	脱炭素化推進事業債について、再生可能エネルギーの地産地消を一層推進するため、地域内消費を主たる目的とする場合

を対象に追加

○	過疎地域における取組を推進するため、過疎対策事業債において「脱炭素化推進特別分」を創設

１0　消防・防災力の一層の強化

○	災害の激甚化・頻発化を踏まえ、消防の広域化、連携・協力等を通じ、消防・防災力を一層強化するため、「緊急防災・減

災事業費」の対象事業を拡充するとともに、特別交付税措置を拡充
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

１2　地方公務員の人材育成・確保の推進

○	地方団体において、少子高齢化、デジタル社会の進展等により複雑化・多様化する行政課題に対応できる人材を育成する

とともに、小規模市町村を中心として、配置が困難な専門人材を都道府県等が確保するため、地方交付税措置を創設・拡充

１3　デジタル田園都市国家構想事業費・地域社会再生事業費

○	地方団体が、自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取り組み、地域の実情に応じたきめ細かな施策を可能にする観

点から、「地方創生推進費」について、令和６年度においても、引き続き1兆円を計上

○	地方団体が、地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決等に取り組むため、「地域デジタル社会推進費」について、令

和６年度においても、引き続き2,500億円を計上

○	地方団体が、地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的に取り組むため、「地域社会再生事業費」について、

令和６年度においても、引き続き4,200億円を計上

１4　新型コロナワクチン接種に係る地方財政措置

○	新型コロナワクチン接種を令和６年度から定期接種（Ｂ類疾病）として実施するために必要な経費として、一般行政経費（単

独）を増額

　・新型コロナワクチン接種に要する経費　　　　　　450億円

１5　社会保障の充実及び人づくり革命等

○社会保障・税一体改革による社会保障の充実分及び人づくり革命等に係る経費について所要額を計上

　	 ※下記金額は、国・地方所要額の合計
　・社会保障の充実分の事業費	 2兆7,987億円（⑤2兆7,972億円）
　・社会保障4経費に係る公経済負担増分の事業費	 　　6,297億円（⑤	　		6,297億円）
　・人づくり革命に係る事業費	 1兆6,491億円（⑤1兆6,347億円）

１6　公営企業の経営安定化支援

○計画を策定し経営改善を図る交通事業の資金繰りと経営改善のため、「交通事業債（経営改善推進事業）」を創設

○公債費負担を適正な水準の料金収入等で賄える程度に平準化できるよう、資本費平準化債を拡充

○	機能分化・連携強化に伴い必要となる基幹病院以外の医療施設の建替え（病床機能転換に必要な部分に限る。）を病院事業

債（特別分）の対象に追加するとともに、不採算地区病院等への地方交付税措置の基準額引上げを継続

１7　経営・財務マネジメント強化事業の拡充

○	「経営・財務マネジメント強化事業」（総務省と地方公共団体金融機構の共同事業）において、新たに、地方団体のGXの取

組を支援するための専門アドバイザーを派遣するなど事業を拡充

１１　地域の経済循環の促進、地方への人の流れの創出・拡大

○	地域の経済循環を促進するため、ローカル１0,000プロジェクトの地方単独事業に対する特別交付税措置を創設

○	地方への人の流れの創出・拡大を加速するため、「地域活性化起業人」制度に社員の副業型を追加するとともに、地域おこ

し協力隊に係る特別交付税措置を拡充
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

○　震災復興特別交付税の確保

○	復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確実に確保

・震災復興特別交付税	 904億円（前年度比△31億円、△3.3%）
・震災復興特別交付税により措置する財政需要
　①補助事業の地方負担分	 534億円（前年度比＋4億円、＋	0.8%）
　②地方単独事業分（中長期職員派遣・職員採用、単独災害復旧事業等）	 122億円（前年度比△2億円、△	1.6%）
　③地方税等の減収分	 248億円（前年度比△33億円、△11.7%）
※令和6年度の所要額は、904億円であるが、予算額は年度調整分293億円を除いた611億円（令和5年度予算額：654億円）となる。
※震災復興特別交付税の平成23 ～令和6年度分の予算額の累計額（不用額を除く）は5兆7,611億円

Ⅲ　東日本大震災分
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　（2023年度全国統一防火標語）
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

区　　　　　　　分 令和6 年度（見込） 令和5年度

歳 入 合 計 ① 936,400程度 920,350

地 方 税 ② 427,330 428,751

地 方 譲 与 税 ③ 27,292 26,001

地 方 特 例 交 付 金 等 ④ 11,320 2,169

地 方 交 付 税 ⑤ 186,671 183,611

地 方 債 ⑥ 63,103 68,163

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ⑦ 4,544 9,946

復 旧・復 興 事 業 一 般 財 源 充 当 分 ⑧ △	8 △	3

全 国 防 災 事 業 一 般 財 源 充 当 分 ⑨ △	169 60

主
な
地
方
財
政
関
係
指
標

一般財源総額　②＋③＋④＋⑤＋⑦＋⑧＋⑨ 656,980 650,535

一般財源比率　　②＋③＋④＋⑤＋⑧＋⑨
　　　　　　　　　　　　　① 69.7%程度 69.6%

地方債依存度　　　　　　　⑥　
　　　　　　　　　　　　　① 6.7%程度 7.4%

（単位：億円）

主な地方財政指標積算基礎（通常収支分）

（参考）
〇  地方の借入金残高（東日本大震災分を含む）  179 兆円程度 （令和6年度末見込） 
 ※ 183 兆円程度 （令和5年度末見込）
〇  交付税特別会計借入金残高  28.1兆円 （令和6年度末見込） 
 ※ 28.6兆円 （令和5年度末見込）
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

１．令和６年度地方財政収支見通しの概要（通常収支分）

項　　　　　　　　　目 令和6 年度（見込） 令和5 年度 増減率（見込）

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
入

地 方 税 427,330億円 428,751億円 △	0.3％

地 方 譲 与 税 27,292億円 26,001億円 5.0％

地 方 特 例 交 付 金 等 11,320億円 2,169億円 421.9％

地 方 交 付 税 186,671億円 183,611億円 1.7％

地 方 債 63,103億円 68,163億円 △	7.4％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 4,544億円 9,946億円 △	54.3％

復 旧・復 興 事 業 一 般 財 源 充 当 分 △8億円 △3億円 166.7％

全 国 防 災 事 業 一 般 財 源 充 当 分 △169億円 60億円 △	381.7％

歳 入 合 計 約　　936,400億円 920,350億円 約　　　　		1.7％

「 一 般 財 源 」 656,980億円 650,535億円 1.0％

（ 水 準 超 経 費 を 除 く 交 付 団 体 ベ ー ス ） 627,180億円 621,635億円 0.9％

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

給 与 関 係 経 費 約　　202,300億円 199,053億円 約　　　　		1.6％

退 職 手 当 以 外 約　　191,500億円 187,724億円 約　　　　		2.0％

退 職 手 当 約　　		10,800億円 11,329億円 約	　	　		△	 4.7％

一 般 行 政 経 費 約　　436,900億円 420,841億円 約　　　　		3.8％

う ち 補 助 分 約　　251,400億円 239,731億円 約　　　　		4.9％

う ち 単 独 分 約　　153,900億円 149,684億円 約　　　　		2.8％

うちデジタル田園都市国家構想事業費 12,500億円 12,500億円 0.0％

う ち 地 方 創 生 推 進 費 10,000億円 10,000億円 0.0％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 2,500億円 2,500億円 0.0％

う ち 地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200億円 4,200億円 0.0％

公 債 費 約　　109,000億円 112,614億円 約	　	　		△	 3.2％

維 持 補 修 費 約　　		15,300億円 15,237億円 約　　　　		0.4％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100億円 1,100億円 0.0％

投 資 的 経 費 約　　119,900億円 119,731億円 約　　　　		0.1％

う ち 直 轄 ・ 補 助 分 約　　		56,300億円 56,594億円 約	　	　		△	 0.5％

う ち 単 独 分 約　　		63,600億円 63,137億円 約　　　　		0.7％

う ち 緊 急 防 災・減 災 事 業 費 5,000億円 5,000億円 0.0％

うち公共施設等適正管理推進事業費 4,800億円 4,800億円 0.0％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000億円 4,000億円 0.0％

う ち 脱 炭 素 化 推 進 事 業 費 1,000億円 1,000億円 0.0％

うちこども・子育て支援事業費（仮称） 500億円 -億円 皆増

公 営 企 業 繰 出 金 約　　		23,200億円 23,974億円 約	　	　		△	 3.2％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約　　		13,100億円 13,997億円 約	　	　		△	 6.4％

水 準 超 経 費 29,800億円 28,900億円 3.1％

歳 出 合 計 約　　936,400億円 920,350億円 約　　　　		1.7％

（ 水 準 超 経 費 を 除 く 交 付 団 体 ベ ー ス ） 約　　906,600億円 891,450億円 約　　　　		1.7％

地 方 一 般 歳 出 約　　784,600億円 764,839億円 約　　　　		2.6％

※　本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

13　2024年（令和 6年） 1月22日 第3266号

p07-15 3266 政策_総務省_図表＋火の用心.indd   13p07-15 3266 政策_総務省_図表＋火の用心.indd   13 2024/01/17   10:07:252024/01/17   10:07:25



町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

2．令和６年度地方財政収支見通しの概要（東日本大震災分）

（1）	復旧・復興事業

項　　　　　　　　　目 令和6 年度（見込） 令和5 年度 増減率（見込）

歳
　
入

震 災 復 興 特 別 交 付 税 904億円 935億円 △	3.3％
国 庫 支 出 金 約　　　1,700億円 1,632億円 約　　　△	4.2％
地 方 債 2億円 9億円 △77.8％
一 般 財 源 充 当 分 8億円 3億円 166.7％

計 約　　　2,600億円 2,647億円 約　　　△	1.8％

歳
　
出

直 轄 ・ 補 助 事 業 費 約　　　2,200億円 2,173億円 約　　　　	1.2％
地 方 単 独 事 業 費 370億円 405億円 △	8.6％

う ち 地 方 税 等 の 減 収 分 見 合 い 歳 出 248億円 281億円 △11.7％
計 約　　　2,600億円 2,647億円 約　　　△	1.8％

※本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

（２）	全国防災事業

項　　　　　　　　　目 令和6 年度（見込） 令和5 年度 増減率（見込）

歳
　
　
入

地 方 税 80億円 646億円 △	87.6％
一 般 財 源 充 当 分 169億円 △	60億円 △381.7％
雑 収 入 1億円 1億円 0.0％

計 250億円 587億円 △	57.4％

歳
出

公 債 費 250億円 587億円 △	57.4％
計 250億円 587億円 △	57.4％

※本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

（参考）令和６年度地方財政収支見通しの概要
（通常収支分と東日本大震災分の合計）

項　　　　　　　　　目 令和6年度（見込） 令和5年度 増減率（見込）

歳
　
　
　
　
　
　
　
入

地 方 税 427,410 億円 429,397 億円 △ 0.5	％

地 方 譲 与 税 27,292 億円 26,001 億円 5.0	％

地 方 特 例 交 付 金 等 11,320 億円 2,169 億円 421.9	％

地 方 交 付 税 187,575 億円 184,546 億円 1.6	％

震 災 復 興 特 別 交 付 税 以 外 186,671 億円 183,611 億円 1.7	％

震 災 復 興 特 別 交 付 税 904 億円 935 億円 △	 	3.3	％

地 方 債 63,105 億円 68,172 億円 △ 7.4	％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 4,544 億円 9,946 億円 △ 54.3	％

歳 入 合 計 約 939,300 億円 923,584 億円 約 1.7	％

「 一 般 財 源 」 658,141 億円 652,059 億円 0.9	％

歳
　
　
　
　
　
　
　
出

通

常

収

支

分

給 与 関 係 経 費 約 202,300 億円 199,053 億円 約 1.6	％

退 職 手 当 以 外 約 191,500 億円 187,724 億円 約 　 2.0	％

退 職 手 当 約 10,800 億円 11,329 億円 約 △ 4.7	％

一 般 行 政 経 費 約 436,900 億円 420,841 億円 約 3.8	％

う ち 補 助 分 約 251,400 億円 239,731 億円 約 4.9	％

う ち 単 独 分 約 153,900 億円 149,684 億円 約 2.8	％

うちデジタル田園都市国家構想事業費 12,500 億円 12,500 億円 0.0	％

う ち 地 方 創 生 推 進 費 10,000 億円 10,000 億円 0.0	％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 2,500 億円 2,500 億円 0.0	％

う ち 地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200 億円 4,200 億円 0.0	％

公 債 費 約 109,000 億円 112,614 億円 約 △ 3.2	％

維 持 補 修 費 約 15,300 億円 15,237 億円 約 0.4	％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100 億円 1,100 億円 0.0	％

投 資 的 経 費 約 119,900 億円 119,731 億円 約 0.1	％

う ち 直 轄 ・ 補 助 分 約 56,300 億円 56,594 億円 約 △ 0.5	％

う ち 単 独 分 約 63,600 億円 63,137 億円 約 0.7	％

う ち 緊 急 防 災・減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 0.0	％

うち公共施設等適正管理推進事業費 4,800 億円 4,800 億円 0.0	％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000 億円 4,000 億円 0.0	％

う ち 脱 炭 素 化 推 進 事 業 費 1,000 億円 1,000 億円 0.0	％

うちこども・子育て支援事業費（仮称） 500 億円 - 億円 皆増

公 営 企 業 繰 出 金 約 23,200 億円 23,974 億円 約 △ 3.2	％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約 13,100 億円 13,997 億円 約 △ 6.4	％

水 準 超 経 費 29,800 億円 28,900 億円 3.1	％

東
日
本

大
震
災
分

復 旧 ・ 復 興 事 業 費 約 2,600 億円 2,647 億円 約 △ 1.8	％

全 国 防 災 事 業 費 250 億円 587 億円 △ 57.4	％

歳 出 合 計 約 939,300 億円 923,584 億円 約 1.7	％

地 方 一 般 歳 出 約 787,100 億円 767,418 億円 約 2.6	％

※本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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令和６年度地方債計画について

令和６年度地方債計画については、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足に対処するための措置を講じ、
また、地方公共団体が緊急に実施する防災・減災対策、公共施設等の適正管理、地域の脱炭素化、こども・子育て支援、地域
の活性化への取組等を着実に推進できるよう、所要の地方債資金の確保を図ることとするとともに、東日本大震災に関連する
事業を円滑に推進できるよう、所要額についてその全額を公的資金で確保を図ることとして、通常収支分、東日本大震災分の
それぞれについて策定している。

1　通常収支分
⑴　概況
総額は9兆2,184億円となり、前年度に比べて2,797億円、2.9％の減となっている。
このうち、普通会計分は６兆3,103億円で、前年度に比べて5,060億円、7.4％の減、公営企業会計等分は2兆9,081億円で、
前年度に比べて2,263億円、8.4％の増となっている。
⑵　臨時財政対策債の発行
地方財源の不足に対処するため、地方財政法第5条の特例として臨時財政対策債4,544億円（前年度に比べて5,402億円、

54.3％の減）を計上している。
⑶　こども・子育て支援事業の創設
地方公共団体が、地域の実情に応じてこども・子育て支援機能強化のための施設整備・改修、施設の環境改善を速やかに

実施できるよう、こども・子育て支援事業を創設することとし、450億円を計上している。
⑷　緊急防災・減災事業の推進
地方公共団体が、喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、緊急防災・減災事業において、対象事業を

拡充（消防指令システムの標準化に併せた指令センターの整備、連携・協力による訓練施設の整備等）することとし、5,000
億円を計上している。
⑸　緊急自然災害防止対策事業の推進
地方公共団体が、緊急に自然災害を防止するための社会基盤の整備に取り組んでいけるよう、4,000億円を計上している。

⑹　緊急浚渫推進事業の推進
地方公共団体が、緊急に河川等の浚渫を実施できるよう、1,100億円を計上している。

⑺　公共施設等の適正管理の推進
地方公共団体が、公共施設等の適正管理に積極的に取り組んでいけるよう、公共施設等適正管理推進事業を4,320億円計

上している。
⑻　脱炭素化推進事業の推進
地方公共団体が、地域脱炭素の基盤となる重点対策を率先して実施できるよう、脱炭素化推進事業の対象事業を拡充（第

三セクター等が行う地域内消費を主目的とする再生可能エネルギー設備の整備への支援）することとし、900億円を計上し
ている。
⑼　過疎対策事業の推進
資材価格等の高騰による建設事業費の上昇を踏まえるとともに、住民生活に必要不可欠な施設の老朽化対策や地域経済循

環を促進する脱炭素事業に要する経費を確保しつつ、過疎地域の持続的発展に関する施策に取り組んでいけるよう、5,700
億円（前年度に比べて300億円、5.6％の増）を計上している。
⑽　地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進
地方公営企業による住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進するため、脱炭素化の取組及び事業の実施状

況等を踏まえ、所要額を計上している。
⑾　地方債資金の確保
公的資金については、前年度と同程度の割合（全体の42.7％）を確保している。また、民間等資金については、その円滑

な調達を図るため、共同発行市場公募債としてグリーンボンドを発行するなど、市場公募地方債の発行を引き続き推進する
こととしている。
⑿　財政融資資金の償還期間の延長
①�　一般廃棄物処理事業について、20年以内（うち据置3年以内）を30年以内（うち据置5年以内）に延長することとし
ている。
②�　過疎対策事業（一般廃棄物処理施設）について、12年以内（うち据置3年以内）を30年以内（うち据置5年以内）に
延長することとしている。
　※②は利率見直し方式による貸付について適用される。

⑴　概況
復旧・復興事業として総額7億円を計上している。

⑵　地方債資金の確保
東日本大震災分については、その所要額について全額を公的資金で確保することとしている。

2　東日本大震災分
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令和６年度地方債計画
（通  常  収  支  分 ）

（単位：億円、％）

項　　　　　　　　目 令和６年度
計画額（A）

令和5年度
計画額（B）

差　引
（A）－（B）�（C）

増減率
（C）/（B）×100

一 一 般 会 計 債

１ 公 共 事 業 等 15,794 15,889 △ 95 △ 0.6

2 公 営 住 宅 建 設 事 業 1,082 1,089 △ 7 △ 0.6

3 災 害 復 旧 事 業 1,119 1,126 △ 7 △ 0.6

４ 教 育・福 祉 施 設 等 整 備 事 業 4,813 4,108 705 17.2

⑴ 学 校 教 育 施 設 等 2,119 1,682 437 26.0

⑵ 社 会 福 祉 施 設 365 367 △ 2 △ 0.5

⑶ 一 般 廃 棄 物 処 理 1,254 981 273 27.8

⑷ 一 般 補 助 施 設 等 538 541 △ 3 △ 0.6

⑸ 施 設（ 一 般 財 源 化 分 ） 537 537 0 0.0

5 一 般 単 独 事 業 26,845 27,387 △ 542 △ 2.0

⑴ 一 般 2,493 2,485 8 0.3

⑵ 地 域 活 性 化 690 690 0 0.0

⑶ 防 災 対 策 871 871 0 0.0

⑷ 地 方 道 路 等 3,221 3,221 0 0.0

⑸ 旧 合 併 特 例 3,800 4,800 △ 1,000 △ 20.8

⑹ 緊 急 防 災 ・ 減 災 5,000 5,000 0 0.0

⑺ 公 共 施 設 等 適 正 管 理 4,320 4,320 0 0.0

⑻ 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 4,000 4,000 0 0.0

⑼ 緊 急 浚 渫 推 進 1,100 1,100 0 0.0

⑽ 脱 炭 素 化 推 進 900 900 0 0.0

⑾ こ ど も ・子 育 て 支 援 450 - 450 皆増

６ 辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業 6,270 5,940 330 5.6

⑴ 辺 地 対 策 570 540 30 5.6

⑵ 過 疎 対 策 5,700 5,400 300 5.6

7 公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業 345 345 0 0.0

８ 行 政 改 革 推 進 700 700 0 0.0

9 調 整 100 100 0 0.0

計 57,068 56,684 384 0.7

二 公 営 企 業 債

１ 水 道 事 業 6,356 6,035 321 5.3

2 工 業 用 水 道 事 業 392 297 95 32.0

3 交 通 事 業 1,763 1,719 44 2.6

４ 電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業 241 333 △ 92 △ 27.6

5 港 湾 整 備 事 業 577 619 △ 42 △ 6.8

６ 病 院 事 業・介 護 サ ー ビ ス 事 業 4,981 4,598 383 8.3

7 市 場 事 業・と 畜 場 事 業 386 287 99 34.5

８ 地 域 開 発 事 業 1,290 919 371 40.4

9 下 水 道 事 業 13,686 12,649 1,037 8.2

10 観 光 そ の 他 事 業 100 95 5 5.3

計 29,772 27,551 2,221 8.1

合　　　　　　　　　計 86,840 84,235 2,605 3.1
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（単位：億円、％）

（備　考）
国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とするもの
であって外書である。

その他同意等の見込まれる項目
1　�防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化対策事業に係る地方負担額に対して発行する防災・減災・

国土強靱化緊急対策事業債� � � � �
2　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債� � �
3　財政再生団体が発行する再生振替特例債
4　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

項　　　　　　　　目 令和６年度
計画額（A）

令和5年度
計画額（B）

差　引
（A）－（B）（C）

増減率
（C）/（B）×100

三 臨 時 財 政 対 策 債 4,544 9,946 △ 5,402 △ 54.3
四 退 職 手 当 債 800 800 0 0.0
五 国 の 予 算 等 貸 付 金 債 （ 350 ） （ 265 ） （ 85 ） （ 32.1 ）

総　　　　　　　　計
（ 350 ） （ 265 ） （ 85 ） （ 32.1 ）

92,184 94,981 △ 2,797 △ 2.9

内
訳

普 通 会 計 分 63,103 68,163 △ 5,060 △ 7.4
公 営 企 業 会 計 等 分 29,081 26,818 2,263 8.4

資　　金　　区　　分
公 的 資 金 39,408 40,644 △ 1,236 △ 3.0
財 政 融 資 資 金 23,252 24,228 △ 976 △ 4.0
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金 16,156 16,416 △ 260 △ 1.6
（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 350 ） （ 265 ） （ 85 ） （ 32.1 ）
民 間 等 資 金 52,776 54,337 △ 1,561 △ 2.9
市 場 公 募 33,100 34,100 △ 1,000 △ 2.9
銀 行 等 引 受 19,676 20,237 △ 561 △ 2.8
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令和６年度地方債計画
（東 日 本 大 震 災 分）

（単位：億円、％）復旧・復興事業

（備　考）
国の予算等貸付金債の（　）書は、国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。

その他同意等の見込まれる項目
1　�東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する一般補助施設

整備等事業債
2　�上記以外の東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する公

営企業債
3　上記以外の公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債

項　　　　　　　　目 令和６年度
計画額（A）

令和5年度
計画額（B）

差　引
（A）－（B）��（C）

増減率
（C）/（B）×100

一　　般　　会　　計　　債
公 営 住 宅 建 設 事 業 1 8 △ 7 △ 87.5
災 害 復 旧 事 業 1 1 0 0.0
一 般 単 独 事 業 1 1 0 0.0

公　　営　　企　　業　　債
水 道 事 業 4 3 1 33.3

国　の　予　算　等　貸　付　金　債 （ 1 ）（ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

総　　　　　　　計
（ 1 ）（ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

7 13 △ 6 △ 46.2

内
訳

普 通 会 計 分 2 9 △ 7 △ 77.8
公 営 企 業 会 計 等 分 5 4 1 25.0

資
金
区
分

公 的 資 金
財 政 融 資 資 金 6 10 △ 4 △ 40.0
地 方公共団体金融機構資金 1 3 △ 2 △ 66.7
（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 1 ）（ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）
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（参考 2 ）地方債資金の構成内訳（通常収支分と東日本大震災分の合計）
（単位：億円、％）

（注）1　�市場公募地方債については、借換債を含め６兆400億円（前年度比2,800億円、4.4％減）を予定している。
� 2　�国の予算等貸付金の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とするもの

であって合計には含めていない。

（参考 1 ）通常分・特別分の状況（通常収支分と東日本大震災分の合計）

（単位：億円、％）

（注）1　公営企業会計等分はすべて通常分である。
　　 2　財源対策債については、公共事業等債等の内数である。

区　　　　分 令和６年度
（A）

令和5年度
（B）

増減額
（A）－（B）�（C）

増減率
（C）/（B）×100

普 通 会 計 分 63,105 68,172 △ 5,067 △ 7.4

通 常 分 50,061 49,726 335 0.7

特 別 分 13,044 18,446 △ 5,402 △ 29.3

臨時財政対策債 4,544 9,946 △ 5,402 △ 54.3

財 源 対 策 債 7,600 7,600 0 0.0

退 職 手 当 債 800 800 0 0.0

調 整 100 100 0 0.0

公 営 企 業 会 計 等 分 29,086 26,822 2,264 8.4

総 計 92,191 94,994 △ 2,803 △ 3.0

通 常 分 79,147 76,548 2,599 3.4

特 別 分 13,044 18,446 △ 5,402 △ 29.3

区　　　分
令和６年度計画　 令和５年度計画　 差　引

（A）－（B）
　（C）

増減率
（C）/（B）
×100（A） 構成比 （B） 構成比

公 的 資 金 39,415 42.8 40,657 42.8 △ 1,242 △ 3.1

財 政 融 資 資 金 23,258 25.2 24,238 25.5 △ 980 △ 4.0

地方公共団体金融機構資金 16,157 17.5 16,419 17.3 △ 262 △ 1.6

（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 351 ） - （ 266 ） - （ 85 ） （ 32.0 ）

民 間 等 資 金 52,776 57.2 54,337 57.2 △ 1,561 △ 2.9

市 場 公 募 33,100 35.9 34,100 35.9 △ 1,000 △ 2.9

銀 行 等 引 受 19,676 21.3 20,237 21.3 △ 561 △ 2.8

合　　　　　計 92,191 100.0 94,994 100.0 △ 2,803 △ 3.0
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令和６年度 関係省庁予算

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

令和６年度地方税制改正について

令和６年度税制改正の対応（令和５年12月14日閣議決定）のうち、地方税関係の概要は以下のとおり。

○�　令和６年度分の個人住民税所得割額から、納税者及び配偶者を含めた扶養家族１人につき１万円の減税を実施。�
　�※�納税者の合計所得金額が1,805万円（給与収入2,000万円）以下の場合に限る。
○�　減税は、特別徴収義務者や市町村の事務負担等も考慮しながら、各徴収方法に応じて、実務上可能な限り早い機会を通
じて行う。
○�　ふるさと納税の特例控除上限額（所得割額の２割）等について、定額減税「前」の所得割額とする。
○�　定額減税による個人住民税所得割の減収額については、全額国費で補塡する。

2 　外形標準課税
◎　外形標準課税の適用対象法人の見直し
《�減資への対応�》
○�　外形標準課税の対象法人について、現行基準（資本金１億円超）を維持した上で、�当分の間、前事業年度に外形標準課
税の対象であった法人であって、当該事業年度に�資本金１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が10億円を超える
ものは、�外形標準課税の対象とする。

　�※�改正前に外形標準課税の「対象外」である法人及び改正後に新設される法人については、現行基準（資本金１億円超）に該当しない限り、外
形標準課税の「対象外」。

　�※�令和７年４月１日以後に開始する事業年度から適用し、公布日前に外形標準課税の対象であった法人が、「駆け込み」で減資を行った場合で、
上記の基準に該当するときは、外形標準課税の対象とする所要の措置を講ずる。

《�100％子法人等への対応�》
○�　資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法人等の100％子法人等のうち、資本金１億円以下で、資本金と資本剰
余金の合計額が２億円を超えるものは、外形標準課税の対象とする。
　�※�産業競争力強化法の改正を前提に、特別事業再編計画（仮称）に基づいて行われるＭ＆Ａにより100％子会社となった法人等について、上記に
かかわらず、５年間、外形標準課税の対象外とする特例措置を設ける。
　�※�令和８年４月１日以後に開始する事業年度から適用する。
　�※�上記改正により、新たに外形標準課税の対象となる法人に係る税負担の激変緩和措置を講ずる。

◎　賃上げ促進税制
○�　法人税における賃上げへの対応に合わせ、継続雇用者の給与総額の対前年度増加率に係る適用要件等を見直した上で、
雇用者全体の給与総額の増加額を付加価値額から控除する措置を講ずる。（３年間の時限措置）

3 　固定資産税等
◎　固定資産税（土地）の負担調整措置等
○�　負担水準の均衡化を促進するため、現行の負担調整措置等を３年延長。
　�※�負担水準：土地の評価額等に対する課税標準額の割合。

◎　不動産取得税の特例税率等
○�　住宅及び土地に係る税率の特例措置（４％→３％）を３年延長。
○�　宅地評価土地に係る課税標準の特例措置（２分の１）を３年延長。

4 　譲与税関係
◎　森林環境譲与税に係る譲与基準の見直し
○�　これまでの譲与税の活用実績等を踏まえ、「私有林人工林面積」の譲与割合を5.5割（現行：５割）、「人口」の譲与割合
を2.5割（現行：３割）とする。

◎　航空機燃料譲与税に係る譲与基準の見直し
○�　着陸料に代えて、新たな譲与基準として「航空機の重量×着陸回数（延べ重量）」及び「旅客数」を用いる。
○�　延べ重量及び旅客数については、空港対策に関する財政需要との対応性を考慮し、必要な減額・増額補正を行う。

１ 　定額減税
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◎　地方公金に係るeLTAX経由での納付
○�　eLTAX（地方税のオンライン手続のためのシステム）を通じた電子納付の対象に地方税以外の地方公金を追加するこ
ととし、地方税共同機構の業務に公金収納事務を追加する。

6 　主な税負担軽減措置等
○�　再生可能エネルギー発電設備に係る課税標準の特例措置について、ペロブスカイト太陽電池を使用した一定の設備等を
対象設備に追加した上、２年延長。（固定資産税）
○�　物流総合効率化法の認定計画に基づき取得した倉庫等に係る課税標準の特例措置について、ナンバープレート解析AI
カメラ等を対象設備に追加した上、２年延長。（固定資産税、都市計画税）
○�　鉄道事業者が鉄道事業再構築事業により譲渡を受けた不動産に係る非課税措置を創設。（不動産取得税）
○�　軽油引取税の課税免除の特例措置について、マリンレジャー等に使われる自家用船舶（いわゆる「プレジャーボート」）
を対象から除外等した上、３年延長。（軽油引取税）

7 　検討事項等
◎　税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築
○�　過疎化や高齢化といった地方の課題の解決及び地方活性化に向けた基盤づくりとして、地方税の充実確保を図る。また、
東京一極集中が続く中、行政サービスの地域間格差が過度に生じないよう、地方公共団体間の税収の偏在状況や財政力格
差の調整状況等を踏まえつつ、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けて取り組む。

◎　扶養控除等の見直し
○�　16歳から18歳までの扶養控除について、現行の一般部分33万円に代えて、かつて高校実質無償化に伴い廃止された特定
扶養親族に対する控除の上乗せ部分12万円を復元し、高校生年代に支給される児童手当と合わせ、全ての子育て世帯に対
する実質的な支援を拡充しつつ、所得階層間の支援の平準化を図ることを目指す。
　�　令和７年度税制改正において、所得税又は個人住民税の課税総所得金額や税額等を活用している社会保障制度等に係る
対応の状況等を確認することを前提に、令和８年分以降の所得税と令和９年度分以降の個人住民税の適用について結論を
得る。（ひとり親控除の所得要件の引上げ（合計所得金額500万円以下→1,000万円以下）と控除額の引上げ（住民税：30
万円→33万円）について、扶養控除の見直しと合わせて結論を得る。）

◎　屋外分煙施設等の整備促進
○�　望まない受動喫煙対策の推進や今後の地方たばこ税の継続的かつ安定的な確保の観点から、駅前・商店街・公園などの
場所における屋外分煙施設等の整備について、地方公共団体がその重要性を認識し、地方たばこ税の活用を含め、民間事
業者への助成制度の創設その他の必要な予算措置を講ずるなど積極的に取り組むよう、各地方公共団体の整備方針や実施
状況等の把握を行いつつ、より一層促すこととする。

◎　固定資産税（土地）の負担調整措置等
○�　大都市を中心とした地価上昇の結果、負担水準のばらつきが拡大することが見込まれており、まずは、負担水準を据置
ゾーン内に収斂させることに優先的に取り組むべきである。
　�　一方、据置特例が存在することで、据置ゾーン内における負担水準の不均衡が解消されないという課題があり、更なる
負担水準の均衡化に向けた取組みが求められる。
　�　これらを踏まえ、税負担の公平性や市町村の基幹税である固定資産税の充実確保の観点から、固定資産税の負担調整措
置のあり方について引き続き検討を行う。
　�※�据置特例：商業地等について、負担水準が据置ゾーン（60％以上70％以下）内の土地について税額を据え置く措置。

◎　固定資産税の新築住宅特例
○�　新築住宅に係る固定資産税の税額の減額措置については、社会経済の情勢等を踏まえ、安全安心な住まいの実現など住
生活の安定の確保及び向上の促進に向け国として推進すべき住宅政策との整合性を確保する観点から、地方税収の安定的
な確保を前提に、そのあり方について検討する。

◎　地方税務手続のデジタル化
○�　地方税関係通知のうち、固定資産税、自動車税種別割等の納税通知書等について、eLTAX及びマイナポータルの更改・
改修スケジュール等を考慮しつつ、納税者等からの求めに応じて、eLTAX及びマイナポータルを活用して電子的に送付
する仕組みの導入に向けた取組みを進める。
○�　個人住民税において、扶養控除等を公正に適用するため、税務システムの標準化等のスケジュールを考慮しつつ、市町
村が扶養に関する情報をより効率的に把握できる情報連携の仕組みを検討する。
○�　今後、デジタル社会の基盤として個人番号（マイナンバー）を活用することがますます重要になる。このため、課税情
報とマイナンバーの紐付けが確実に行われることが必要であることから、地方公共団体において適切かつ速やかな紐付け
及び副本登録が確実に行われるよう促すこととし、令和６年度中を目途に地方公共団体における実施状況のフォローアッ
プを行う。

5 　納税環境整備
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【
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の
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令
和
6
年
度
の
厚
生
労
働
省
予
算
額
は
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兆
8
、
1
9
1
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、
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べ
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令
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は
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し
た
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続
可
能
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域
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・
介
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の
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生
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実
現
、
イ
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ン
や
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義
に
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の
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1
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「
今
後
の
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口
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・
経
済

社
会
の
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を
見
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え
た
保
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・
医
療
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介
護
の
構
築
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シ
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の
推
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医
療
・
介
護
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お
け
る
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X
の
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地
域
医
療
・

介
護
の
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盤
強
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推
進
等
」、「
健
康
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く
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・
予
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重
症
化
予
防
、
認
知
症
施

策
の
推
進
等
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感
染
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対
策
の
推
進
・

体
制
強
化
」に
係
る
予
算
が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
中
で
は
、
医
薬
品
・
医
療
機
器
等
の

実
用
化
促
進
、 

安
定
供
給
、
安
全
・
信
頼

性
の
確
保
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
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の
基
盤
構

築
の
推
進
、
救
急
・
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害
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療
体
制
等
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充
実
、
健
康
づ
く
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・
予
防
・
重
症
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予

防
の
推
進
、
認
知
症
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策
の
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合
的
な
推

進
、
肝
炎
対
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の
推
進
、
難
病
・
小
児
慢

性
特
定
疾
病
対
策
等
の
推
進
、
歯
科
保
健

医
療
の
推
進
、
食
の
安
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安
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次
な
る
感
染
症
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た
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、
被

用
者
保
険
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の
財
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支
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に
係
る
予
算
が

拡
充
さ
れ
て
い
る
。

2
つ
目
の
「
構
造
的
人
手
不
足
に
対
応

し
た
労
働
市
場
改
革
の
推
進
と
多
様
な
人

材
の
活
躍
促
進
」
で
は
、「
最
低
賃
金
・

賃
金
の
引
上
げ
に
向
け
た
支
援
、
非
正
規

雇
用
労
働
者
の
処
遇
改
善
等
」、「
リ
・
ス

キ
リ
ン
グ
、
労
働
移
動
の
円
滑
化
等
の
推

進
」、「
多
様
な
人
材
の
活
躍
と
魅
力
あ
る

職
場
づ
く
り
」
に
係
る
予
算
が
計
上
さ
れ

た
。
家
計
所
得
の
増
大
を
図
る
た
め
、
最

低
賃
金
・
賃
金
の
引
上
げ
に
向
け
た
中
小
・

小
規
模
企
業
等
支
援
、
非
正
規
雇
用
労
働

者
の
正
規
化
促
進
、
雇
用
形
態
に
か
か
わ

ら
な
い
公
正
な
待
遇
の
確
保
、
リ
・
ス
キ

リ
ン
グ
に
よ
る
能
力
向
上
支
援
、
個
々
の

企
業
の
実
態
に
応
じ
た
職
務
給
の
導
入
、

成
長
分
野
等
へ
の
労
働
移
動
の
円
滑
化
、

人
材
確
保
の
支
援
、
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の
就

業
環
境
の
整
備
、「
多
様
な
正
社
員
」
制

度
の
普
及
促
進
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ

ラ
ン
ス
の
促
進
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
対

策
、
働
く
方
の
相
談
支
援
の
充
実
、
働
く

環
境
改
善
等
支
援
、
仕
事
と
育
児
・
介
護

の
両
立
支
援
に
係
る
予
算
が
拡
充
・
新
設

さ
れ
て
い
る
。

3
つ
目
の
「
包
摂
社
会
の
実
現
」
で
は
、

「
地
域
共
生
社
会
の
実
現
等
」
と
し
て
、

重
層
的
支
援
体
制
の
整
備
の
促
進
、
生

活
困
窮
者
自
立
支
援
等
の
推
進
、
障
害

者
支
援
の
促
進
、
依
存
症
対
策
の
推
進
、

成
年
後
見
制
度
の
利
用
促
進
、
権
利
擁

護
支
援
の
推
進
、
困
難
な
問
題
を
抱
え

る
女
性
へ
の
支
援
、
自
殺
総
合
対
策
の

推
進
、
ひ
き
こ
も
り
支
援
の
推
進
に
係
る

予
算
が
、
ま
た
、「
戦
没
者
遺
骨
収
集
、

年
金
、
被
災
地
支
援
等
」
と
し
て
、
戦
没

者
遺
骨
収
集
等
の
推
進
・
体
制
整
備
、
安

心
で
き
る
年
金
制
度
の
確
立
、
被
災
者
・

被
災
施
設
の
支
援
等
に
係
る
予
算
が
計
上

さ
れ
た
。

な
お
、
令
和
6
年
度
は
、
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
、
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
体
制
改
革
、
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

の
支
給
等
の
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に

よ
る
「
社
会
保
障
の
充
実
」
に
2
兆
7
、

9
8
7
億
円
（
国
と
地
方
の
合
計
額
。
一

部
こ
ど
も
家
庭
庁
に
計
上
。
一
部
他
省
庁

分
を
含
む
）
の
予
算
が
充
て
ら
れ
た
。

ま
た
、
令
和
6
年
度
の
消
費
税
増
収
額

15
・
4
兆
円
（
国
と
地
方
の
合
計
額
）
の

使
途
は
、「
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
の

2
分
の
1
」
に
3
・
5
兆
円
、「
社
会
保

障
の
充
実
」
に
4
・
05
兆
円
、「
消
費
税

率
引
上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
4
経
費
の

増
」
に
0
・
63
兆
円
、「
後
代
へ
の
負
担

の
つ
け
回
し
の
軽
減
」
に
6
・
7
兆
円
と

な
っ
て
い
る
。

【
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
】　

令
和
6
年
度
政
府
予
算
案
に
お
け
る

解解 説説 令和６年度 関係省庁予算

厚  生  労  働  省厚  生  労  働  省
社会保障関係予算・施策の概要社会保障関係予算・施策の概要
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）第3266号

政　策

国
民
健
康
保
険
関
係
助
成
費
の
総
額
は
、

前
年
度
予
算
額
か
ら
1
、
6
3
6
億
円

減
の
3
兆
5
、
0
3
8
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。

市
町
村
国
保
の
給
付
費
等
に
必
要
な
経

費
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
予
算
額
か
ら

1
0
2
億
円
減
の
3
兆
2
、
3
6
1
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
、
医
療
保
険

給
付
諸
費
及
び
介
護
保
険
制
度
運
営
推
進

費
に
つ
い
て
、
前
年
度
予
算
額
か
ら

1
0
4
億
円
減
の
3
兆
2
、
2
3
0
億
円

が
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、
健
康
増
進
対
策
費

に
つ
い
て
は
、
国
保
法
の
規
定
に
よ
り
、

市
町
村
が
行
う
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保

健
指
導
に
要
す
る
費
用
の
3
分
の
1
相
当

分
と
し
て
1
3
1
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

保
険
者
努
力
支
援
制
度
に
つ
い
て
は
、

更
に
予
防
・
健
康
づ
く
り
を
強
力
に
推
進

す
る
た
め
に
令
和
2
年
度
か
ら
措
置
さ
れ

た
5
0
0
億
円
が
令
和
6
年
度
は
3
8
0

億
円
に
減
額
さ
れ
、「
社
会
保
障
の
充
実
」

関
係
経
費
の
う
ち
保
険
者
努
力
支
援
分

9
1
2
億
円
と
合
わ
せ
て
1
、
2
9
2
億

円
の
計
上
と
な
っ
た
。

ま
た
、
子
育
て
世
帯
へ
の
経
済
的
負
担

軽
減
の
観
点
か
ら
、
令
和
4
年
度
か
ら
実

施
さ
れ
た
未
就
学
児
に
係
る
保
険
料
の
均

等
割
額
の
軽
減
措
置
（
国
負
担
分
と
し
て

40
億
円
を
計
上
）
や
、
令
和
5
年
度
か
ら

実
施
さ
れ
た
出
産
す
る
被
保
険
者
に
係
る

産
前
産
後
期
間
相
当
分
の
均
等
割
保
険
料

及
び
所
得
割
保
険
料
の
免
除
（
国
負
担
分

と
し
て
8
億
円
を
計
上
）
に
加
え
、
令
和

6
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
る
こ
ど
も
医
療
費

助
成
に
係
る
国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担

の
減
額
調
整
措
置
の
廃
止
に
係
る
費
用
と

し
て
、
39
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

【
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
】

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
経
費
は
、

前
年
度
予
算
額
か
ら
2
、
7
4
0
億
円
増

の
6
兆
4
3
6
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

内
訳
と
し
て
は
、
①
定
率
国
庫
負
担
、

高
額
医
療
費
に
対
す
る
国
の
負
担
及
び
財

政
安
定
化
基
金
へ
の
国
の
拠
出
分
が
4
兆

4
、
7
3
4
億
円
、
②
後
期
高
齢
者
医
療

財
政
調
整
交
付
金
が
1
兆
4
、
4
8
3
億

円
、
③
健
康
診
査
（
歯
科
健
診
含
む
）
及

び
特
別
高
額
医
療
費
共
同
事
業
に
つ
い
て

の
補
助
が
50
億
円
、
④
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
電
算
処
理
シ
ス
テ
ム
の
保
守
管

理
等
に
係
る
国
民
健
康
保
険
団
体
連
合

会
及
び
国
民
健
康
保
険
中
央
会
向
け
の

補
助
が
9
億
円
、
⑤
制
度
見
直
し
関
係

シ
ス
テ
ム
改
修
経
費
が
6
億
円
、
⑥
東

電
福
島
原
発
事
故
の
旧
避
難
指
示
区
域

等
の
被
保
険
者
に
対
す
る
一
部
負
担
金

の
免
除
及
び
保
険
料
の
減
免
に
係
る
費

用
に
つ
い
て
の
補
助
が
4
億
円
と
な
っ

て
い
る
。

【
老
人
保
健
福
祉
関
係
】

老
人
保
健
福
祉
関
係
予
算
は
、
前
年
度

予
算
比
0
・
8
％
（
3
0
5
億
円
）
増
の

3
兆
6
、
6
0
6
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
介
護
を
必
要
と
す
る
高
齢

者
の
増
加
に
伴
い
、
各
市
町
村
に
お
け
る

介
護
給
付
及
び
予
防
給
付
等
介
護
保
険
制

度
に
よ
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
確
保
と
し
て

介
護
給
付
費
負
担
金
2
兆
4
、
2
6
9
億

円
、
調
整
交
付
金
6
、
5
8
8
億
円
、
第

2
号
保
険
料
国
庫
負
担
金
2
、
5
2
4
億

円
、
介
護
保
険
の
第
1
号
保
険
料
の
低
所

得
者
軽
減
措
置
5
9
5
億
円
が
予
算
措
置

さ
れ
た
。

ま
た
、
高
齢
者
の
社
会
参
加
・
介
護
予

防
に
向
け
た
取
組
、
配
食
・
見
守
り
等
の

生
活
支
援
体
制
の
整
備
、
在
宅
生
活
を
支

え
る
医
療
と
介
護
の
連
携
及
び
認
知
症

へ
の
支
援
等
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

の
推
進
と
し
て
、
地
域
支
援
事
業
の
推

進
と
市
町
村
支
援
、
保
険
者
機
能
の
強

化
、
介
護
予
防
の
取
組
、
生
涯
現
役
社
会

の
実
現
に
向
け
た
環
境
の
整
備
等
、
在
宅

医
療
・
介
護
連
携
の
推
進
、
そ
の
他
に
対

し
、
計
2
、
1
3
3
億
円
が
予
算
措
置
さ

れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
介
護
分
野
に
お
け
る
D
X

の
推
進
・
科
学
的
介
護
・
生
産
性
向
上
の

取
組
を
通
じ
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向

上
と
し
て
24
億
円
、
認
知
症
施
策
の
総
合

的
な
推
進
と
し
て
1
3
4
億
円
、
介
護
人

材
の
確
保
支
援
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
体

制
の
整
備
、
防
災
・
減
災
対
策
の
推
進
と

し
て
3
6
3
億
円
、
そ
の
他
と
し
て
48
億

円
が
計
上
さ
れ
た
。
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政　策

令和６年度厚⽣労働省関係予算
（単位：億円）

区　　　　　　分
令和５年度
予　算　額
　  （Ａ）（※１）

令和６年度
予　算　額

（Ｂ）

増△減額
（Ｃ）

（Ｂ－Ａ）
増△減率

（Ｃ／Ａ）×100

一　　　般　　　会　　　計 331,408（※２） 338,191（※３） 6,782 2.0％

社会保障関係費（※４） 328,312 335,046 6,734（※５） 2.1％

その他の経費 3,096 3,145 49 1.6％

労 働 保 険 特 別 会 計 45,822 41,725 △ 4,097 △ 8.9％
年 金 特 別 会 計

（子ども・子育て支援勘定を除く） 702,354 727,084 24,730 3.5％

東日本大震災復興特別会計 83（※６） 76 △ 6 △ 7.8％

（※１）令和５年度予算額は当初予算額である。
（※２）令和５年度予算額の一般会計の額は、国土交通省、環境省、消費者庁に移行する厚生労働省関係部局分278億円を除く。
（※３）年金スライド分3,518億円を含んでいる。
（※４）年金・医療・介護・雇用・福祉等の経費であり、義務的経費以外に裁量的経費も含まれる。
（※５）政府全体の社会保障関係費（こども家庭庁等の所管分を含む）の伸びは8,506億円。
（※６）令和５年度東日本大震災復興特別会計の額は、国土交通省、消費者庁に移行する厚生労働省関係部局分3.3億円を除く。
（注） 各特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額である。また、計数は、

それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

令和６年度における「社会保障の充実」（概要） （単位：億円）

事　項 事業内容 令和６年度
予　算　額

（参考）
令和５年度

予算額

子ども・子育て支援 子ども・子育て支援新制度の着実な実施・社会的養育の充実（注３） 前年同額 7,000
育児休業中の経済的支援の強化（注４） 979 17

医
療
・
介
護

医療・介護サービス
の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等
・地域医療介護総合確保基金（医療分）
・診療報酬改定における消費税増収分等の活用分
　 うち令和６年度における看護職員、リハビリ専門職などの医療関係

職種の賃上げの一部
・医療情報化支援基金

前年同額
1,498

［   350］

172

1,029
1,148

［   －］

289
地域包括ケアシステムの構築
・ 平成27年度介護報酬改定における消費税増収分等の活用分（介護職

員の処遇改善等）
・在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実
・地域医療介護総合確保基金（介護分）
・令和４年度における介護職員の処遇改善
・令和６年度における介護職員の処遇改善

前年同額

414
524

前年同額
517

1,196

534
734
752
－

医療・介護保険
制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充・子どもに係る国民
健康保険料等の均等割額の減額措置 前年同額 693

被用者保険の拠出金等に対する支援 900 700
70歳未満の高額療養費制度の改正 前年同額 248
介護保険の第１号保険料の低所得者軽減強化 1,190 1,572
介護保険保険者努力支援交付金 前年同額 200
国民健康保険への財政支援の拡充

（低所得者数に応じた財政支援、保険者努力支援制度等） 3,816 3,736

国民健康保険の産前産後保険料の免除 15 4
こども医療費助成に係る国民健康保険の減額調整措置の廃止 47 －

難病・小児慢性
特定疾病への対応 難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用等 前年同額 2,089

年　金
年金受給資格期間の25年から10年への短縮 前年同額 644
年金生活者支援給付金の支給 3,958 5,220
遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 106 91

合　計 27,987 27,972

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。
（注２）  消費税増収分（2.4兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.4兆円）を活用し、

上記の社会保障の充実（2.8兆円）の財源を確保。
（注３） 「子ども・子育て支援新制度の着実な実施・社会的養育の充実」の国費分については全額こども家庭庁に計上。
（注４） 「育児休業中の経済的支援の強化」の国費分については他省庁分を含む。

（第三種郵便物認可） 町 村 週 報 2023年（令和 5年） 0月00日　11第0000号

町村専用ページ「町村 .com」をご覧になっていますか

 https://www.zck.or.jp/choson/
「町村.com」では、全国町村会の活動状況や中央省庁等
の政策情報を随時提供しています。ぜひご活用ください。
・「町村.com」は、町村関係者の方だけがご利用いただける専用ページ

です。ご覧になる際は、所定のパスワードが必要になります。
・ユーザー名とパスワードは、各町村にお知らせ済み（平成18年 9月27日付）

ですが、 お問い合わせは、全国町村会広報部（kouhou@zck.or.jp）まで
お願いいたします。
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）第3266号

政　策

（単位：億円）１．国民健康保険関係予算

項　　　　　　目 令和６年度 
予　算　額 備　　　　　　考

国民健康保険関係助成費総計 35,038 　
市町村等の国民健康保険助成に必要な経費 32,361 　
１．医療保険給付諸費 29,927 　

⑴国民健康保険療養給付費等負担金 16,301 　
・療養給付費負担金 13,891 ・ こども医療費の減額調整廃止分を計上
・保険基盤安定等負担金 2,410 ・ 産前産後保険料負担金分を計上

⑵国民健康保険後期高齢者医療費支援金負担金 5,230 　
⑶国民健康保険財政調整交付金 5,634 　
⑷ 国民健康保険後期高齢者医療費支援金財政調整交付金 1,471 　
⑸ 国民健康保険保険者努力支援交付金 1,292
⑹健康保険組合等出産育児一時金臨時補助金　 0 ・  令和５年度限りの経費

２．介護保険制度運営推進費 2,303 　
⑴国民健康保険介護納付金負担金 1,797 　
⑵国民健康保険介護納付金財政調整交付金 506 　

３．健康増進対策費 131 　
⑴国民健康保険特定健康診査・保健指導負担金 131 　

国民健康保険団体に必要な経費 28 　
⑴国民健康保険団体連合会等補助金 18

⑵高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金 0.1 　
⑶国民健康保険制度関係業務事業費補助金 9

2．後期高齢者医療制度関係予算 （単位：億円）

項　　　　　　目 令和６年度 
予　算　額 備　　　　　　考

後期高齢者医療制度関係予算 60,436 　
一 般 会 計 60,431 　

⑴後期高齢者医療給付費等負担金 44,734 　
・後期高齢者医療給付費負担金 43,449 　
・高額医療費等負担金 1,285 ・ 高額医療費負担分　1,213.5億円（令和５年度1,025.8億円）

・財政安定化基金負担分　71.9億円（ 〃 66.9億円）
⑵後期高齢者医療財政調整交付金 14,483

⑶高齢者医療特別負担調整交付金 200 ・ 拠出金負担が重い健康保険組合等の対象を拡大し、拡
大分に該当する保険者の負担軽減を図るための経費

⑷後期高齢者医療制度事業費補助金 50 ・健康診査（歯科健診含む）に要する経費
 40.3億円 （令和５年度 39.4億円）
・特別高額医療費共同事業に要する経費
 10.0億円 （ 〃 10.0億円）

⑸後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金 9 ・ 後期高齢者医療広域連合電算処理システムの保守管理
等に要する経費等（国民健康保険団体連合会・国民健
康保険中央会向け）

⑹高齢者医療制度円滑運営事業費補助金 6 ・ 後期高齢者医療広域連合電算処理システム改修経費
（国民健康保険中央会向け）

⑺高齢者医療運営円滑化等補助金 950 （高齢者医療支援金等負担金助成事業費）
・ 後期高齢者支援金等の拠出金負担が重い健康保険組合

等の負担緩和を図るための経費（健保組合等向け）
東日本大震災復興特別会計 4

⑴後期高齢者医療災害臨時特例補助金 4 ・ 一部負担金免除分　3.0億円 （令和５年度 3.0億円）
・保険料免除分　　　1.3億円（ 　　〃　   1.8億円）

2024年（令和 6年） 1月22日　26
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可） 第3266号

政　策

項　　　　　　目 令和６年度
予　算　額 備　　　　　　考

老人保健福祉関係予算
１ ．介護保険制度による介護サービスの確保、地域の

体制構築
　⑴介護保険制度による介護サービスの確保
　　・介護給付費負担金
　　・調整交付金
　　・第２号保険料国庫負担金
　⑵介護保険の１号保険料の低所得者軽減措置

36,606
33,990

33,381
24,269
6,588
2,524

595
２ ．地域包括ケアシステムの推進
　⑴地域支援事業の推進
　　・介護予防・日常生活支援総合事業等の推進
　　・包括的支援事業の推進
　⑵地域づくり加速化事業
　⑶ 保険者機能強化推進交付金等による保険者インセ

ンティブの推進
　⑷保険者による自立支援、重度化防止、介護予防の横展開
　⑸大規模実証事業
　⑹高齢者地域福祉推進事業（老人クラブへの助成）
　⑺全国健康福祉祭（ねんりんピック）事業
　⑻高齢者生きがい活動促進事業
　⑼在宅医療・介護連携推進支援事業
　⑽高齢者住まい・生活支援伴走支援事業
　⑾離島等サービス確保対策事業

2,133
1,804
1,597

207
0.9
300

0.62
0.90

23
1.0

0.30
0.37
0.20
0.12

・ 地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会
参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活
支援体制の整備、在宅生活を支える医療と介護の連携
及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進し
ながら、高齢者を地域で支えていく体制を構築する。

３ ．介護分野におけるDXの推進・科学的介護・生産
性向上の取組を通じた介護サービスの質の向上

　⑴科学的介護情報システム（LIFE）の改修・運用
　⑵科学的介護に向けた質の向上支援等事業
　⑶介護関連データ利活用に係る基盤構築事業
　⑷ 介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム 

国家資格等情報連携・活用システムへの業務移行等
事業その他、以下のシステム改修、運用等を行う

　　・介護サービス情報公表システム整備等事業
　　・介護保険事業状況報告システム事業
　　・ 介護保険事業者・介護支援専門員及び業務管理

体制データ管理システム運用事業
　　・業務管理体制の整備に関する届出システム
　　・介護保険総合データベースシステム管理運営・分析事業
　　・要介護認定データの国保連合会への送信委託費
　　・介護保険総合データベースの第三者提供関係経費
　　・「見える化」推進事業
　⑸介護ロボット開発等加速化事業
　⑹ケアプランデータ連携システム構築事業
　⑺介護事業所における生産性向上推進事業
　⑻電子申請届出サブシステムに係る伴走支援事業

24

4.7
0.41
1.5

0.63

1.1
0.56
0.09

0.30
1.8

0.28
0.9
2.2
4.9
1.7
1.4
1.0

・ 「経済財政運営と改革の基本方針2022（令和４年６月
７日閣議決定）」において、「医療（介護を含む）全般
にわたる情報について共有・交換できる全国的なプ
ラットフォームの取組を行政と関係業界が一丸となっ
て進める」とされた。この実現に向けて、介護情報を
共有できるよう、システム開発や基盤整備を行う。ま
た、介護関連のデータ利活用を可能とする基盤構築に
より、保険者機能強化を実現する。

４．認知症施策の推進
　⑴認知症に係る地域支援事業の推進
　⑵認知症施策の総合的な取組
　⑶認知症理解のための普及啓発等
　⑷大阪・関西万博における認知症に関する情報発信事業
　⑸権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりの推進
　⑹ 意思決定支援等の充実と新たな権利擁護支援策構

築に向けた取組実施
　⑺認知症研究の推進

134
86
22

0.45
0.23

10
1.2

14
５ ．介護人材の確保支援、介護サービス提供体制の整

備、防災・減災対策の推進
　⑴地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保分）
　⑵介護職員処遇改善加算等の取得促進支援事業 
　⑶地域医療介護総合確保基金
　⑷介護施設等における防災・減災対策の推進

363

97
1.6
252
12

６．その他 48
７．復興特別会計 10

3．老人保健福祉関係予算 （単位：億円）
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）第3266号

政　策

【
こ
ど
も
家
庭
庁
関
係
予
算
の
概
要
】

令
和
６
年
度
の
こ
ど
も
家
庭
庁
予
算

は
、「
こ
ど
も
未
来
戦
略
（
令
和
５
年
12

月
22
日
閣
議
決
定
）」
に
基
づ
く
こ
ど
も
・

子
育
て
政
策
の
抜
本
的
な
強
化
に
向
け
、

大
き
な
一
歩
を
踏
み
出
す
予
算
と
な
っ
た
。

一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
合
計
は
５
兆

２
、
８
３
２
億
円
と
、
前
年
度
比
４
、
７

２
８
億
円
増
加
と
な
っ
た
。
ま
た
、
令
和

６
年
度
予
算
に
お
け
る
加
速
化
プ
ラ
ン
の

主
な
施
策
は
左
記
の
と
お
り
で
あ
り
、
同

プ
ラ
ン
に
よ
る
令
和
６
年
度
ま
で
の
充
実

額
は
累
計
０
・
８
兆
円
程
度
（
国
・
地
方

の
事
業
費
ベ
ー
ス
で
１
・
１
兆
円
程
度
）。

①
児
童
手
当
の
抜
本
的
拡
充

�

１
兆
５
、
２
４
６
億
円
（
対
前
年
度
比

３
、
０
４
７
億
円
増
）

②�

出
産
・
子
育
て
応
援
交
付
金
（
経
済
的

支
援
）（
伴
走
型
相
談
支
援
）

６
２
４
億
円
（
同
２
５
４
億
円
増
）

③
高
等
教
育
費
の
負
担
軽
減

５
、４
３
８
億
円
（
同
１
２
７
億
円
増
）

④�

４
・
５
歳
児
の
職
員
配
置
基
準
の
改
善
・

保
育
士
等
の
処
遇
改
善

�

１
兆
６
、６
１
７
億
円（
同
６
６
９
億
円
増
）

⑤�

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
常
勤
職
員
配
置

の
改
善

２
、０
７
４
億
円
（
同
２
２
８
億
円
増
）

⑥
多
様
な
支
援
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

７
、６
２
１
億
円
（
同
３
０
４
億
円
増
）

○
こ
ど
も
の
視
点
に
立
っ
た
司
令
塔
機
能

の
発
揮

「
こ
ど
も
ま
ん
な
か
社
会
」
の
実
現
の

た
め
、
こ
ど
も
・
若
者
の
意
見
聴
取
と
政

策
へ
の
反
映
等
を
進
め
つ
つ
、
こ
ど
も
・

子
育
て
に
や
さ
し
い
社
会
づ
く
り
の
た
め

の
意
識
改
革
等
を
進
め
る
。
こ
ど
も
政
策

Ｄ
Ⅹ
を
推
進
す
る
た
め
の
、
基
盤
強
化
や

こ
ど
も
デ
ー
タ
連
携
を
推
進
す
る
。

こ
ど
も
・
若
者
意
見
反
映
推
進
事
業
が

拡
充
、
新
規
事
業
と
し
て
こ
ど
も
政
策
Ｄ

Ⅹ
推
進
体
制
強
化
事
業
が
行
わ
れ
る
。

○
結
婚
・
妊
娠
・
出
産
・
子
育
て
に
夢
や

希
望
を
感
じ
ら
れ
る
社
会
の
実
現
、
少

子
化
の
克
服

少
子
化
対
策
の
推
進
の
た
め
、
住
民
に

身
近
な
地
方
公
共
団
体
が
地
域
の
実
情
や

課
題
に
応
じ
た
取
組
を
進
め
る
こ
と
が
重

要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
地
方
公
共
団
体
が

取
り
組
む
結
婚
に
対
す
る
取
組
、
結
婚
・

子
育
て
に
温
か
い
社
会
づ
く
り
・
機
運
醸

成
の
取
組
を
支
援
。
ま
た
「
健
や
か
親
子

21
」
等
を
基
盤
と
し
、
地
域
に
お
け
る
妊

娠
期
か
ら
子
育
て
期
に
わ
た
る
切
れ
目
の

な
い
支
援
等
を
推
進
。
高
等
教
育
の
無
償

化
の
範
囲
を
多
子
世
帯
や
、
理
工
農
系
の

学
生
等
の
中
間
層
へ
拡
充
を
行
う
。

○
全
て
の
こ
ど
も
に
、
健
や
か
で
安
全
・

安
心
に
成
長
で
き
る
環
境
の
提
供

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
推
進

と
と
も
に
、
こ
ど
も
未
来
戦
略
に
基
づ
く

取
組
に
よ
り
、
こ
ど
も
を
産
み
育
て
や
す

い
環
境
を
整
備
す
る
。
子
ど
も
の
た
め
の

教
育
・
保
育
給
付
等
で
は
、
こ
ど
も
未
来

戦
略
基
づ
き
、
４
・
５
歳
児
の
職
員
配
置

基
準
を
改
善
し
、
そ
れ
に
対
応
す
る
加
算

措
置
を
設
け
る
。

児
童
手
当
制
度
の
抜
本
的
拡
充
と
し

て
、
所
得
制
限
の
撤
廃
、
高
校
生
年
代
ま

で
の
支
給
延
長
、
こ
ど
も
３
人
以
上
の
世

帯
が
経
済
的
な
支
援
の
必
要
性
が
高
い
こ

と
か
ら
、
第
３
子
以
降
の
加
算
を
行
う
。

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
常
勤
職
員
配
置
の

改
善
や
受
け
皿
整
備
等
の
推
進
も
、
こ
ど

も
未
来
戦
略
に
基
づ
き
実
施
す
る
。ま
た
、

こ
ど
も
関
連
業
務
従
事
者
の
性
犯
罪
歴
等

確
認
の
仕
組
み
（
日
本
版
Ｄ
Ｂ
Ｓ
）
を
構

築
す
る
た
め
の
調
査
研
究
も
実
施
。

○
成
育
環
境
に
か
か
わ
ら
ず
誰
一
人
取
り

残
す
こ
と
な
く
健
や
か
な
成
長
の
保
障

全
て
の
こ
ど
も
と
家
庭
に
対
す
る
包
括

的
な
支
援
体
制
を
構
築
す
る
。
令
和
６
年

４
月
に
施
行
さ
れ
る
改
正
児
童
福
祉
法
の

円
滑
な
施
行
等
に
よ
る
児
童
虐
待
防
止
対

策
・
社
会
的
養
護
の
充
実
に
向
け
、
体
制

強
化
及
び
事
業
の
推
進
を
図
る
。
児
童
扶

養
手
当
は
、
所
得
制
限
限
度
額
の
引
き
上

げ
等
の
拡
充
を
行
う
。
ま
た
、「
こ
ど
も

の
自
殺
対
策
強
化
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
き
、

こ
ど
も
の
自
殺
の
要
因
分
析
・
調
査
を
行

う
と
と
も
に
、
中
高
生
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に

し
た
広
報
啓
発
活
動
を
実
施
す
る
。

解解 説説 令和６年度 関係省庁予算

こ ど も 家 庭 庁こ ど も 家 庭 庁
こども・子育て関係予算・施策の概要こども・子育て関係予算・施策の概要

2024年（令和 6年） 1月22日　28

p28-29 3266 政策_こども家庭庁.indd   28p28-29 3266 政策_こども家庭庁.indd   28 2024/01/18   14:58:522024/01/18   14:58:52



町 村 週 報 （第三種郵便物認可） 第3266号

政　策

令和６年度こども家庭庁関係予算
（単位：億円）

区分 令和5年度予算額 令和6年度予算額 対前年度比

一般会計 39,691 41,457 +1,766

年金特別会計
子ども・子育て支援勘定 8,413 11,375 +2,962

合計 48,104 52,832 +4,728

（参考）

育児休業給付
（労働保険特別会計雇用勘定） 7,625 8,555 +931

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

令和６年度こども家庭庁関係予算の概要 （単位：億円）

項　　　　　　目 令和6年度
予算額 備　考

１. こどもの視点に立った司令塔機能の発揮 6
⑴こどもまんなか社会の実現

２. 結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる社会の実現、少子化の克服 6,234
⑴地域の実情や課題に応じた少子化対策
⑵妊娠期から子育て期の包括的な切れ目のない支援
⑶高等教育の無償化

３. 全てのこどもに、健やかで安全・安心に成長できる環境を提供する 40,443
⑴総合的な子育て支援
⑵地域の子ども・子育て支援
⑶こどもの安全・安心

４. 成育環境にかかわらず誰一人取り残すことなく健やかな成長を保障する 10,491
⑴こどもの貧困対策・ひとり親家庭の自立促進等
⑵児童虐待防止・社会的養護・ヤングケアラー支援等
⑶障害児・医療的ケア児支援等
⑷こどもの自殺対策
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解解 説説 令和６年度 関係省庁予算

国  土  交  通  省国  土  交  通  省
国土交通関係予算・施策の概要国土交通関係予算・施策の概要

町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

【
国
土
交
通
省
予
算
の
概
要
】

国
土
交
通
省
の
令
和
６
年
度
一
般
会
計

予
算
の
総
額
は
、
５
兆
9
、
５
３
７
億
円

（
対
前
年
度
比
１
％
増
）
と
な
っ
た
。
こ

の
う
ち
、
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
は

5
、
０
６
５
億
円
（
同
８
％
減
）、
防
災
・

安
全
交
付
金
は
８
、７
０
７
億
円（
同
２
％

増
）
が
そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ
た
。

【
道
路
局
関
係
】

道
路
関
係
予
算
は
、
２
兆
1
、
１
８
３

億
円
（
同
増
減
な
し
）
が
計
上
さ
れ
、
う

ち
、
直
轄
事
業
は
１
兆
5
、
９
５
８
億
円

（
同
増
減
な
し
）、
補
助
事
業
は
5
、
１
０

６
億
円
（
同
増
減
な
し
）、
有
料
道
路
事

業
等
は
１
２
０
億
円（
同
３
％
増
）と
な
っ

て
い
る
。

令
和
６
年
度
道
路
関
係
予
算
に
お
い
て

は
、
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
、
予
防

保
全
に
よ
る
老
朽
化
対
策
、
人
流
・
物
流

を
支
え
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
拠
点
の
整
備
、

道
路
空
間
の
安
全
・
安
心
や
賑
わ
い
の
創

出
、
道
路
シ
ス
テ
ム
の
Ｄ
Ｘ
、
Ｇ
Ｘ
の
推

進
に
よ
る
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
重
点
的

に
取
り
組
む
こ
と
と
さ
れ
た
。

ま
た
、「
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化

の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
」
に
基
づ

き
、
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
取
組

の
加
速
化
・
深
化
を
図
る
た
め
、
令
和
５

年
度
補
正
予
算
と
合
わ
せ
て
、
重
点
的
か

つ
集
中
的
に
対
策
を
講
じ
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
。

【
水
管
理
・
国
土
保
全
局
関
係
】

水
管
理
・
国
土
保
全
局
関
係
予
算
は
、

１
兆
５
４
５
億
円
（
同
２
％
増
）
が
計
上

さ
れ
た
。

基
本
方
針
と
し
て
、
令
和
５
年
７
月
の

大
雨
等
に
よ
る
被
害
や
気
候
変
動
の
影
響

を
踏
ま
え
、
令
和
５
年
度
補
正
予
算
と
一

体
と
し
て
「
５
か
年
加
速
化
対
策
」
も
活

用
し
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
治
水
対
策

等
を
着
実
に
進
め
る
と
と
も
に
、
令
和
６

年
度
に
厚
生
労
働
省
よ
り
移
管
さ
れ
る
水

道
整
備
・
管
理
行
政
に
つ
い
て
、
上
下
水

道
一
体
で
取
り
組
み
、
機
能
強
化
を
図
る

こ
と
と
さ
れ
た
。

【
国
土
政
策
局
関
係
】

国
土
政
策
局
関
係
予
算
は
、
７
５
８
億

円
（
同
１
％
増
）
が
計
上
さ
れ
た
。

新
た
な
国
土
計
画
の
推
進
等
と
し
て
、

行
政
経
費
51
億
円
（
同
２
％
減
）、
公
共

事
業
関
係
費
７
０
７
億
（
同
２
％
増
）
が

計
上
さ
れ
、
令
和
５
年
７
月
28
日
に
閣
議

決
定
し
た
新
た
な
国
土
形
成
計
画
（
全
国

計
画
）
で
掲
げ
た
「
新
時
代
に
地
域
力
を

つ
な
ぐ
国
土
」
や
「
シ
ー
ム
レ
ス
な
拠
点

連
結
型
国
土
」
と
い
っ
た
理
念
の
実
現
の

た
め
、
デ
ジ
タ
ル
と
リ
ア
ル
が
融
合
し
た

地
域
生
活
圏
の
形
成
加
速
、
産
業
構
造
転

換
に
よ
る
地
域
の
持
続
可
能
性
の
向
上
な

ど
を
進
め
る
。
特
に
、
地
方
へ
の
人
の
流

れ
を
創
出
す
る
二
地
域
居
住
等
を
促
進
す

る
た
め
、
地
域
の
多
様
な
主
体
と
連
携
し

た
受
入
れ
体
制
整
備
や
先
導
的
な
取
組
に

関
す
る
実
証
調
査
な
ど
を
実
施
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

ま
た
、
令
和
５
年
７
月
28
日
に
閣
議
決

定
し
た
第
六
次
国
土
利
用
計
画
で
掲
げ
た

「
持
続
可
能
で
自
然
と
共
生
し
た
国
土
利

用
・
管
理
」
の
実
現
に
向
け
て
、
人
口
減

少
・
高
齢
化
等
を
背
景
と
し
た
国
土
の
管

理
水
準
の
低
下
な
ど
に
対
応
し
て
い
く
た

め
、「
国
土
の
管
理
構
想
」に
よ
る
最
適
な

国
土
利
用
・
管
理
の
取
組
の
推
進
や
、
デ

ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
に
よ
る
粗
放
的
な
管
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

理
や
最
小
限
の
管
理
な
ど
を
進
め
る
「
国

土
利
用
・
管
理
Ｄ
Ｘ
」の
構
築
に
向
け
た
調

査
な
ど
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
る
。

【
空
き
家
・
所
有
者
不
明
土
地
関
係
】

住
宅
局
に
お
い
て
空
き
家
対
策
総
合
支

援
事
業
に
59
億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上

さ
れ
、
空
家
法
の
空
家
等
対
策
計
画
に
基

づ
き
市
町
村
が
実
施
す
る
空
き
家
の
活

用
・
除
却
に
係
る
取
組
や
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
民

間
事
業
者
等
が
モ
デ
ル
性
の
高
い
空
き

家
の
活
用
等
に
係
る
調
査
検
討
又
は
改

修
工
事
等
を
行
う
場
合
に
支
援
す
る
と
し

て
い
る
。

不
動
産
・
建
設
経
済
局
に
お
い
て
所
有

者
不
明
土
地
・
空
き
地
の
円
滑
な
利
活
用

や
適
正
管
理
の
推
進
と
し
て
6
、
１
０
０

万
円
（
同
増
減
な
し
）
が
計
上
さ
れ
、
所

有
者
不
明
土
地
や
空
き
地
の
利
用
の
円
滑

化
、
管
理
の
適
正
化
を
図
る
た
め
、
市
町

村
や
民
間
事
業
者
等
が
実
施
す
る
所
有
者

不
明
土
地
等
対
策
や
、
所
有
者
不
明
土
地

利
用
円
滑
化
等
推
進
法
人
の
指
定
の
円
滑

化
及
び
空
き
地
の
利
活
用
等
に
資
す
る
先

導
的
取
組
に
対
す
る
補
助
等
を
実
施
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
地
籍
整
備
の
推
進
と
し
て
１
１

１
億
円
（
同
２
％
増
）
が
計
上
さ
れ
、
災

害
後
の
迅
速
な
復
旧
・
復
興
、
社
会
資
本

整
備
、
土
地
取
引
の
円
滑
化
等
の
た
め
に

も
重
要
で
あ
る
土
地
の
境
界
等
を
明
確
に

す
る
地
籍
調
査
の
推
進
の
た
め
、
第
７
次

国
土
調
査
事
業
十
箇
年
計
画
（
令
和
２
年

５
月
閣
議
決
定
）
に
基
づ
く
地
籍
調
査
を

実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

【
地
域
公
共
交
通
関
係
】

総
合
政
策
局
に
お
い
て
地
域
公
共
交
通

の
「
リ
・
デ
ザ
イ
ン
」
等
に
対
す
る
支
援
と

し
て
令
和
５
年
度
補
正
予
算
・
令
和
６
年
度

予
算
合
わ
せ
て
５
３
３
億
円
が
計
上
さ
れ
、

地
域
公
共
交
通
計
画
に
基
づ
く
地
域
公
共

交
通
の
運
行
等
の
支
援
強
化
（
賃
上
げ
等

の
た
め
の
運
賃
改
定
を
実
施
す
る
事
業
者

に
対
す
る
支
援
強
化
）や
バ
ス
・
タ
ク
シ
ー

運
転
者
の
確
保
・
育
成
な
ど
人
材
確
保
対

策
の
強
化
、
地
域
公
共
交
通
の
再
構
築
に

必
要
な
鉄
道
施
設
・
バ
ス
施
設
の
整
備
へ

の
支
援
な
ど
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い

る
。
ま
た
、
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

に
よ
り
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
に
関

す
る
支
援
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。
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町 村 週 報（第三種郵便物認可） 2024年（令和 6年） 1月22日　32第3266号

政　策

令和６年度国土交通省関係予算国費総括表
（単位：百万円）

項　　　　目 令和６年度
（A）

令和５年度
（B） 備　　　　　考

対前年度
倍　　率
（A）／（B）

治 山 治 水 884,407 1.00 884,019 １．�本表は、内閣府計上の沖縄振興予算のう
ち、国土交通省関係分を含み、国土交通
省計上の北海道開発予算、離島振興予算、
奄美群島振興開発予算等のうち、他省庁
関係分を含まない国土交通省関係予算の
総括表である。

２．�本表から内閣府計上の国土交通省関係分
を除き、国土交通省計上の他省庁関係分
等を加えた国土交通省所管の予算額は、
6兆965億円である。

３．推進費等の内訳は、� � �
　　防災・減災対策等強化事業推進費
� 13,886百万円
　　官民連携基盤整備推進調査費
� 331百万円
　　北海道特定特別総合開発事業推進費
� 4,325百万円
　　社会資本整備円滑化地籍整備事業費
� 1,400百万円
　　である。

４．�行政経費には、一般会計から自動車安全
特別会計への繰戻し6,500百万円を含む。

５．�本表のほか、� � �
　　�委託者の負担に基づいて行う附帯・受託
工事費� 72,374百万円

　　�国土交通省所管の政府情報システムのデ
ジタル庁一括計上分� 33,417百万円

　　東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）���������
� 46,300百万円
　　がある。

６．�公共工事等の実施時期の平準化等を図る
ため、２か年以上の国債（国庫債務負担
行為）754,346百 万 円及びゼロ国債
188,833百万円を設定している。

７．�防災・減災、国土強靱化のための５か年
加速化対策に基づく事業等について計画
的かつ円滑な事業執行を図るため、事業
加速円滑化国債77,724百万円を設定して
いる。

８．�前年度予算額には令和６年４月１日に厚
生労働省から移管される水道整備・管理
行政に係る予算額を含む。� �
なお、防災・安全交付金の前年度予算額
には、生活基盤施設耐震化等交付金を含
む。�

９．�計数は、整理の結果異動することがある。

治 水 852,184 1.00 851,796

海 岸 32,223 1.00 32,223

道 路 整 備 1,671,492 1.00 1,671,083

港 湾 空 港 鉄 道 等 403,734 1.02 397,584

港 湾 244,903 1.00 244,403

空 港 30,925 1.08 28,742

都 市・ 幹 線 鉄 道 22,822 1.00 22,822

新 幹 線 80,372 1.00 80,372

船 舶 交通安全基盤 24,712 1.16 21,245

住 宅 都 市 環 境 整 備 730,304 1.00 730,657

住 宅 対 策 156,106 1.00 156,171

都 市 環 境 整 備 574,198 1.00 574,486

市 街 地 整 備 102,516 1.00 102,433

道 路 環 境 整 備 446,808 1.00 447,179

都 市 水 環 境 整 備 24,874 1.00 24,874

公園水道廃棄物処理等 145,161 1.15 126,717

上 下 水 道 112,775 1.20 94,331

上 下 水 道 3,000 皆増 －

水 道 17,136 1.01 17,036

下 水 道 92,639 1.20 77,295

国 営 公 園 等 32,386 1.00 32,386

社 会 資 本 総 合 整 備 1,377,105 0.98 1,400,643

社会資本整備総合交付金 506,453 0.92 549,190

防 災・ 安 全 交 付 金 870,652 1.02 851,453

小　　　　計 5,212,203 1.00 5,210,703

推 進 費 等 19,942 1.02 19,542

一般公共事業計 5,232,145 1.00 5,230,245

災 害 復 旧 等 57,949 1.01 57,547

公共事業関係計 5,290,094 1.00 5,287,792

そ の 他 施 設 56,947 1.22 46,714

行 政 経 費 606,632 1.06 574,803

合　　　　計 5,953,673 1.01 5,909,309
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）33　2024年（令和 6年） 1月22日 第3266号

政　策

1.　道路関係予算総括表 （単位：億円）

注１．直轄事業の国費には、地方公共団体の直轄事業負担金（2,888�億円）を含む。
注２．四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。
※�上記の他に、防災・安全交付金（国費8,707�億円[対前年度比1.02]）、社会資本整備総合交付金（国費5,065億円[対前年度比0.92]）
があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。
※�上記の他に、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として、令和6年度予算において社会資本整備総合交付金（国費162億円［対
前年度比1.40］）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。
※上記の他に、行政部費（国費8�億円）およびデジタル庁一括計上分（国費10億円）がある。

項　　　　　目 令和６年度決定額�
（A）

令和５年度�
（B）

対前年度倍率�
（A）／（B）

直 轄 事 業 15,958 15,953 1.00

改 築 そ の 他 10,357 10,520 0.98

維 持 修 繕 4,504 4,373 1.03

諸 費 等 1,096 1,060 1.03

補 助 事 業 5,106 5,113 1.00

高規格道路、IC等アクセス道路その他 2,589 2,641 0.98

道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 2,260 2,245 1.01

除 雪 131 125 1.05

補 助 率 差 額 126 103 1.23

有 料 道 路 事 業 等 120 116 1.03

合　　計 21,183 21,183 1.00

2.　水管理・国土保全局関係予算 （単位：億円）

※１�上記計数には、� �
（1）デジタル庁一括計上分を含まない。� �
（2）個別補助化に伴う増分 176億円を含む。

※２�＜＞書きは、水管理・国土保全局以外の災害復旧関係費の直轄代行分を含む。� �
（上記以外に、省全体で社会資本整備総合交付金5,065億円、防災・安全交付金8,707億円がある。）

項　　　目 令 和 ６年度
（A）

令 和 ５ 年 度
（B）

対 前 年 度 倍 率
（A）／（B）

一 般 公 共 事 業 費 10,068 9,880 1.02

治 山 治 水 8,692 8,688 1.00

治 水 8,522 8,518 1.00

海 岸 170 170 1.00

住 宅 都 市 環 境 整 備 249 249 1.00

都 市 水 環 境 整 備 249 249 1.00

上　 下　 水　 道 30 0 皆増

水 　 　 　 　 　 道 171 170 1.01

下 水 道 926 773 1.20

災 害 復 旧 関 係 費 ＜536＞
466

＜532＞
482

1.01
0.97

公 共 事 業 関 係 10,535 10,362 1.02

行 政 経 費 10 10 0.99

合　　　　計 10,545 10,372 1.02
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町 村 週 報（第三種郵便物認可） 2024年（令和 6年） 1月22日　34第3266号

政　策

3.　国土政策局関係予算 （単位：百万円）

項　　　　　目 令和６年度�
（A）

令和５年度
（B）

対前年度倍率�
（A）／（B）

Ⅰ．行政経費

１．新たな国土計画の推進

　⑴国土形成計画（全国計画、広域地方計画）の推進

　うち　・地域生活圏の形成促進に関する調査

　　　　・産業構造転換による地域の持続可能性の向上に向けた調査

　　　　・新しい生活様式に沿った二地域居住の推進調査

　⑵国土利用計画の推進

　うち　・市町村管理構想・地域管理構想の策定推進

　　　　・国土利用・管理ＤＸの構築に向けた調査

２．離島、奄美群島、小笠原諸島、半島、豪雪地帯の振興支援

　うち　・離島活性化への支援

　　　　・奄美群島振興交付金

　　　　・小笠原諸島振興開発への支援

　　　　・半島地域振興施策の推進

　　　　・豪雪地帯対策の推進

３．その他

141

115

15

8

13

26

19

7

※�4,730

1,150

2,374

1,044

72

84

274

187

166

15

0

18

21

21

0

4,787

1,207

2,374

1,044

72

84

280

0.75

0.69

1.00

皆増

0.71

1.25

0.91

皆増

0.99

0.95

1.00

1.00

1.00

1.00

0.98

行　政　経　費　　　計 5,144 5,253 0.98

Ⅱ．公共事業関係費

○推進費等

　　　　・官民連携基盤整備推進調査費

　　　　・防災・減災対策等強化事業推進費

○離島振興及び奄美振興〈一括計上分〉

　　　　・離島振興事業

　　　　・奄美群島振興開発事業

14,217

331

13,886

56,472

38,288

18,184

14,217

331

13,886

55,386

37,727

17,659

1.00

1.00

1.00

1.02

1.01

1.03

公共事業関係費　　　計 70,689 69,603 1.02

合　　　　　　計 75,833 74,856 1.01

※このほか、離島広域活性化事業分として社会資本整備総合交付金506,453百万円の内数がある。
（注）１．本表のほか、広域連携事業分として社会資本整備総合交付金506,453百万円の内数がある。
　　��２．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。
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解解 説説 令和６年度 関係省庁予算

農 林 水 産 省農 林 水 産 省
農林水産関係予算・施策の概要農林水産関係予算・施策の概要

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

令
和
6
年
度
の
農
林
水
産
関
係
当
初
予

算
（
以
下
、
当
初
予
算
）
は
2
兆
2
、

6
8
6
億
円
（
前
年
度
比
3
億
円
増
）、

令
和
5
年
度
補
正
予
算
（
以
下
、
5
年
度

補
正
）
は
8
、
1
8
2
億
円
と
な
り
、
合

わ
せ
て
3
兆
8
6
8
億
円
（
前
年
度
比
21

億
円
減
）
と
な
っ
た
。

農
林
水
産
省
は
、「
食
料
・
農
業
・
農

村
基
本
法
」
見
直
し
の
指
針
と
な
る
「
食

料
・
農
業
・
農
村
政
策
の
新
た
な
展
開
方

向
」
を
踏
ま
え
、
食
料
の
安
定
供
給
の
確

保
、
農
業
の
持
続
的
な
発
展
、
農
村
の
振

興（
農
村
の
活
性
化
）、み
ど
り
の
食
料
シ

ス
テ
ム
戦
略
に
よ
る
環
境
負
荷
低
減
に
向

け
た
取
組
強
化
、
多
面
的
機
能
の
発
揮
の

た
め
の
経
費
を
計
上
し
た
。ま
た
、カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
等
に
向
け
た
森

林
・
林
業
・
木
材
産
業
に
よ
る
グ
リ
ー
ン

成
長
の
実
現
、
水
産
資
源
の
適
切
な
管
理

と
水
産
業
の
成
長
産
業
化
等
を
実
施
す
る
。

公
共
事
業
費
は
6
、
9
8
6
億
円
（
前

年
度
比
3
億
円
増
）、
5
年
度
補
正
で
3
、

5
9
2
億
円
が
計
上
さ
れ
、
農
地
の
大
区

画
化
や
汎
用
化
、
治
山
や
森
林
整
備
、
令

和
5
年
5
月
か
ら
7
月
ま
で
の
豪
雨
等
に

よ
る
災
害
被
害
の
復
旧
・
復
興
の
実
施
に

充
て
ら
れ
る
。

【
農
業
関
係
】

令
和
6
年
度
の
農
業
関
係
予
算
の
主
な

内
容
は
6
項
目
。

食
料
安
全
保
障
の
強
化
に
向
け
た
対
策

に
つ
い
て
は
、
5
年
度
補
正
で
2
、

1
1
3
億
円
を
計
上
し
、
当
初
予
算
で
も

3
9
5
億
円
（
前
年
比
1
1
1
億
円
増
）

を
上
積
み
し
た
。
食
料
安
全
保
障
の
強
化

に
向
け
、
安
定
的
な
輸
入
と
適
切
な
備
蓄

を
組
み
合
わ
せ
つ
つ
、
水
田
の
畑
地
化
支

援
に
よ
る
麦
・
大
豆
な
ど
畑
作
物
の
生
産

や
肥
料
・
飼
料
な
ど
の
国
内
生
産
な
ど
、

輸
入
依
存
か
ら
の
脱
却
に
向
け
た
構
造
転

換
を
推
進
す
る
。

米
政
策
で
は
、
主
食
用
米
の
需
要
が
減

少
す
る
な
か
、
補
助
金
に
よ
っ
て
飼
料
用

米
な
ど
へ
の
転
作
を
毎
年
繰
り
返
し
て
い

る
状
況
か
ら
脱
却
し
、
野
菜
や
麦
・
大
豆

な
ど
、
需
要
の
あ
る
畑
作
物
の
生
産
へ
の

シ
フ
ト
を
進
め
る
。
転
作
助
成
の
柱
で
あ

る
「
水
田
活
用
の
直
接
支
払
交
付
金
」
に

2
9
0
5
億
円
（
前
年
比
35
億
円
減
）
を

計
上
。
一
方
で
、
輸
入
小
麦
の
代
替
が
期

待
さ
れ
る
米
粉
用
米
の
専
用
品
種
で
の
転

作
に
交
付
す
る
な
ど
の
「
コ
メ
新
市
場
開

拓
等
促
進
事
業
」
に
1
1
0
億
円
を
計
上

し
た
。
ま
た
、
水
田
活
用
の
直
接
支
払
交

付
金
か
ら
の
除
外
を
条
件
に
助
成
さ
れ
る

「
畑
地
化
促
進
事
業
」
に
は
、
5
年
度
補

正
を
中
心
に
7
5
0
億
円
を
措
置
し
た
。

農
業
農
村
整
備
事
業
等
に
つ
い
て
は
、

生
産
性
・
収
益
性
等
の
向
上
に
向
け
て
、

農
業
農
村
整
備
事
業
等
に
よ
る
水
田
の
畑

地
化
（
麦
・
大
豆
、野
菜
等
）
を
一
層
推
進

す
る
た
め
、当
初
予
算
で
4
、4
6
3
億
円

（
前
年
比
6
億
円
増
）、
5
年
度
補
正
で
1
、

7
7
7
億
円
を
計
上
し
た
。
畑
地
化
・
畑

地
の
高
機
能
化
に
係
る
基
盤
整
備
を
進
め

る
と
と
も
に
、
農
地
集
積
率
や
受
益
面
積

要
件
な
ど
の
事
業
要
件
の
見
直
し
を
実
施

し
、
農
業
農
村
整
備
事
業
全
体
と
し
て
リ

ソ
ー
ス
配
分
を
畑
地
化
に
重
点
化
す
る
。

畜
産
・
酪
農
関
連
で
は
、
飼
料
価
格
の

高
騰
等
に
よ
る
畜
産
・
酪
農
の
生
産
コ
ス

ト
の
上
昇
等
に
対
し
、
肉
用
牛
の
繁
殖
・

肥
育
や
酪
農
等
の
経
営
安
定
を
確
保
す
る

観
点
か
ら
、
各
種
経
営
安
定
対
策
に
係
る

所
要
額
を
確
保
し
た
。
ま
た
、
加
工
原
料

乳
の
仕
向
け
先
の
需
給
ギ
ャ
ッ
プ
等
に
対

応
す
る
た
め
当
初
予
算
で
3
7
7
億
円
を

計
上
し
、
物
価
高
騰
等
に
よ
る
和
牛
肉
の

需
要
減
少
に
対
応
す
る
た
め
、
和
牛
肉
需

要
拡
大
緊
急
対
策
事
業
と
し
て
5
年
度
補

正
で
50
億
円
を
計
上
し
た
。

農
林
水
産
物
輸
出
の
拡
大
に
向
け
た
支

援
と
し
て
、
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出

額
を
2
0
2
5
年
に
2
兆
円
、
2
0
3
0

年
に
5
兆
円
と
す
る
目
標
を
達
成
す
る
た

め
、
5
年
度
補
正
で
3
6
0
億
円
、
当
初

予
算
で
1
0
2
億
円
を
計
上
し
た
。
輸
出

先
国
の
多
角
化
の
た
め
の
販
路
拡
大
や
輸

出
支
援
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
等
を
通
じ
た

35　2024年（令和 6年） 1月22日 第3266号
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

現
地
の
商
流
構
築
、
品
目
団
体
に
よ
る
売

り
込
み
強
化
や
包
材
等
の
規
格
化
、
輸
出

先
国
の
規
制
や
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
大
規

模
輸
出
産
地
の
形
成
等
を
推
進
す
る
。

最
後
に
中
山
間
地
域
等
の
課
題
へ
の
対

応
と
し
て
、「
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払

交
付
金
」「
多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
」「
鳥

獣
被
害
防
止
対
策
」
を
合
わ
せ
て
8
4
7

億
円
を
当
初
予
算
で
計
上
し
た
。
こ
れ
に

よ
り
、
高
齢
化
や
人
口
減
少
に
よ
る
中
山

間
地
域
等
の
機
能
低
下
、
荒
廃
農
地
の
増

大
、
鳥
獣
被
害
の
発
生
等
の
課
題
に
対
応

す
る
た
め
、
農
林
水
産
業
に
関
わ
る
地
域

の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
と
農
山
漁
村
の

活
性
化
・
自
立
化
、
鳥
獣
被
害
の
防
止
等

に
資
す
る
取
組
を
支
援
す
る
。

【
林
業
関
係
】

林
業
関
係
予
算
は
経
常
分
3
、
0
0
3

億
円
で
、
前
年
比
54
億
円
減
と
な
っ
た
。

令
和
5
年
度
補
正
予
算
と
し
て
1
、

4
0
1
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。
林
野
関

係
公
共
予
算
事
業
の
う
ち
、「
治
山
事
業
」

は
当
初
予
算
6
2
4
億
円
（
前
年
度
比
1

億
円
増
）
に
加
え
、
補
正
予
算
で
2
6
8

億
円
を
計
上
し
た
。
同
事
業
で
は
、
豪
雨

災
害
な
ど
激
甚
化
す
る
災
害
へ
の
対
応
を

行
う
。「
森
林
整
備
事
業
」
で
は
、
1
、

2
5
4
億
円
（
前
年
度
比
2
億
円
増
）
と

補
正
予
算
に
よ
る
4
7
7
億
円
を
確
保
し

た
。
同
事
業
で
は
、
花
粉
発
生
源
対
策
と

し
て
ス
ギ
人
工
林
の
伐
採
・
植
替
え
等
を

推
進
す
る
と
と
も
に
、
森
林
吸
収
源
の
機

能
強
化
・
国
土
強
靱
化
に
向
け
て
、
間
伐
、

主
伐
後
の
再
造
林
、
幹
線
と
な
る
林
道
の

開
設
・
改
良
を
推
進
す
る
。

非
公
共
分
野
で
重
点
が
置
か
れ
た
の
は
、

「
林
業
・
木
材
産
業
循
環
成
長
対
策
」
で

あ
り
、64
億
円
を
計
上
し
た
。同
対
策
で
は
、

路
網
の
整
備
・
機
能
強
化
、高
性
能
林
業
機

械
の
導
入
、
搬
出
間
伐
の
実
施
、
再
造
林

の
低
コ
ス
ト
化
、
エ
リ
ー
ト
ツ
リ
ー
等
の

苗
木
の
安
定
供
給
と
と
も
に
、
木
材
加
工

流
通
施
設
、
特
用
林
産
振
興
施
設
の
整
備

等
に
向
け
た
取
組
を
総
合
的
に
支
援
す
る
。

最
後
に
、
林
業
デ
ジ
タ
ル
・
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
総
合
対
策
と
し
て
4
億
円
を
計
上

し
た
。
林
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
の
構
築
・
運
営
、
林
業
機
械
の

自
動
化
・
遠
隔
操
作
化
、
木
質
系
新
素
材

等
の
開
発
・
実
証
、
森
林
資
源
情
報
の
デ

ジ
タ
ル
化
、
木
材
生
産
高
度
技
術
者
の
育

成
、「
デ
ジ
タ
ル
林
業
戦
略
拠
点
」
の
構

築
等
を
支
援
す
る
。

【
水
産
関
係
】

水
産
関
係
当
初
予
算
の
総
額
は
1
、

9
0
9
億
円
で
前
年
比
10
億
円
減
と
な
っ

た
。
令
和
5
年
度
補
正
で
は
1
、
2
6
2

億
円
を
計
上
し
て
お
り
、
当
初
予
算
と
令

和
5
年
度
補
正
の
合
計
は
3
、
1
7
0
億

円
で
、
前
年
度
比
38
億
円
減
と
な
っ
た
。

水
産
関
係
公
共
事
業
の
「
水
産
基
盤
整

備
事
業
」
は
、
当
初
予
算
で
7
3
0
億
円

（
前
年
度
比
1
億
円
増
）、
令
和
5
年
度
補

正
で
3
0
0
億
円
を
計
上
し
、
拠
点
漁
港

等
の
流
通
機
能
強
化
と
養
殖
拠
点
整
備
に

よ
る
水
産
業
の
成
長
産
業
化
を
推
進
す
る

と
と
も
に
、
環
境
変
化
に
対
応
し
た
漁
場

整
備
や
藻
場
・
干
潟
の
保
全
・
創
造
、

C
O
2
排
出
抑
制
・
固
定
化
に
資
す
る
漁

港
・
漁
場
の
整
備
、
漁
港
施
設
の
耐
震
・

耐
津
波
化
や
長
寿
命
化
等
に
よ
る
漁
業
地

域
の
防
災
・
減
災
・
国
土
強
靱
化
対
策
、

漁
港
利
用
促
進
の
た
め
の
環
境
整
備
等
の

推
進
を
行
う
。

漁
業
経
営
安
定
対
策
と
し
て
、「
漁
業

収
入
安
定
対
策
事
業
」
は
当
初
予
算
に

2
0
2
億
円
、
令
和
5
年
度
補
正
に

2
2
5
億
円
を
計
上
。
漁
獲
変
動
等
に
伴

う
減
収
分
を
補
填
す
る
漁
業
収
入
安
定
対

策
（
積
立
ぷ
ら
す
等
）
を
実
施
す
る
。「
漁

業
経
営
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
構
築
事

業
」
に
は
、
当
初
予
算
で
18
億
円
、
令
和

5
年
度
補
正
に
3
6
6
億
円
を
計
上
し
、

燃
油
・
配
合
飼
料
の
価
格
が
一
定
の
基
準

を
超
え
て
上
昇
し
た
場
合
の
補
填
金
を
交

付
し
、
漁
業
者
の
減
収
補
填
を
図
る
。

食
料
安
全
保
障
の
強
化
に
向
け
た
構
造

転
換
対
策
等
に
関
し
て
は
、
養
殖
業
の
構

造
転
換
対
策
に
、
当
初
予
算
で
3
億
円
を

計
上
し
た
。
養
殖
業
の
成
長
産
業
化
に
向

け
、
養
殖
の
増
産
に
必
要
な
餌
、
種
苗
に

関
す
る
課
題
解
決
に
向
け
た
技
術
開
発
の

支
援
を
行
う
。

資
源
調
査
・
評
価
の
充
実
と
新
た
な
資

源
管
理
の
着
実
な
推
進
に
は
当
初
予
算
で

58
億
円
（
前
年
度
比
9
億
円
減
）
海
洋
環

境
の
変
化
を
踏
ま
え
た
高
度
な
資
源
評
価

を
推
進
す
る
た
め
、
新
た
な
技
術
を
活
用

し
た
調
査
船
調
査
、
漁
船
活
用
型
調
査
、

市
場
調
査
等
を
実
施
し
、
資
源
調
査
・
評

価
の
体
制
を
強
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
最

大
持
続
生
産
量
（
M
S
Y
）
を
達
成
で
き

る
資
源
水
準
の
算
定
、
資
源
水
準
及
び
資

源
動
向
の
判
断
、
不
漁
を
含
む
資
源
変
動

に
対
す
る
海
洋
環
境
要
因
等
の
把
握
を
推

進
す
る
。

増
大
す
る
リ
ス
ク
も
踏
ま
え
た
水
産
業

の
成
長
産
業
化
の
実
現
と
し
て
、
漁
船
等

の
リ
ー
ス
方
式
に
よ
る
導
入
支
援
に
、
当

初
予
算
に
30
億
円
（
前
年
度
同
額
）
を
計

上
。
あ
わ
せ
て
、「
漁
業
構
造
改
革
総
合

対
策
事
業
」（
も
う
か
る
漁
業
）
に
は
、

当
初
予
算
で
11
億
円
（
前
年
度
比
2
億
円

減
）
を
計
上
。
さ
ら
に
、
浜
の
活
力
再
生

成
長
促
進
交
付
金
に
は
当
初
予
算
で
20
億

円
（
前
年
度
比
4
億
円
減
）
が
計
上
さ
れ
、

漁
業
所
得
の
向
上
を
目
指
す
漁
業
者
の
取

組
を
支
援
す
る
。

2024年（令和 6年） 1月22日　36第3266号
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）37　2024年（令和 6年） 1月22日 第3266号

政　策

（単位：億円）

令和６年度 農林水産関係予算の骨子
総括表

区　　　　分 令和５年度
予算額

令和６年度
概算決定額

令和５年度
補正追加額

農 林 水 産 予 算 総 額 22,683 22,686 8,182
（対前年度比） － 100.0%

1.　 公 共 事 業 費 6,983 6,986 3,592
（対前年度比） － 100.0%

　　 一 般 公 共 事 業 費 6,782 6,784 2,848
（対前年度比） － 100.0%

　　 災 害 復 旧 等 事 業 費 201 202 744
（対前年度比） － 100.6%

2.　 非 公 共 事 業 費 15,700 15,700 4,590
（対前年度比） － 100.0%

（注）１　�⾦額は関係ベース。
　　�２　計数整理の結果、異動を⽣じることがある。
　　�３　計数は、四捨五⼊のため、端数において合計とは⼀致しないものがある。

公共事業費一覧 （単位：億円）

区　　　　分 令和５年度
予算額

令和６年度
概算決定額

令和５年度
追加額

農 業 農 村 整 備 3,323 3,326 1,777
（対前年度比） 100.1%

林 野 公 共 1,875 1,877 745
（対前年度比） 100.1%

治 山 623 624 268
（対前年度比） 100.1%

森 林 整 備 1,252 1,254 477
（対前年度比） 100.1%

水 産 基 盤 整 備 729 730 300
（対前年度比） 100.1%

海 岸 81 81 26
（対前年度比） 100.0%

農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金 774 770 -
（対前年度比） 99.5%

一 般 公 共 事 業 費 計 6,782 6,784 2,848
（対前年度比） 100.0%

災 害 復 旧 等 201 202 744
（対前年度比） 100.6%

公 共 事 業 費 計 6,983 6,986 3,592
（対前年度比） 100.0%

（注）��１　⾦額は、関係ベース。� �
２　計数処理の結果、異動を⽣じることがある。� �
３　計数は、四捨五⼊のため、端数において合計と⼀致しないものがある。� �
４　農業農村整備事業関係予算は、6,240億円。その内訳は以下のとおり。

　　　　 ・�農業農村整備事業　3,326億円
　　　　 ・�農山漁村地域整備交付⾦のうち農業農村整備分　588億円
　　　　 ・�非公共の農業農村整備関連事業　548億円
　�　　　　（農地耕作条件改善事業、畑作等促進整備事業、農業水路等長寿命化・防災減災事業、農山漁村振興交付⾦）
　　　　 ・�５年度補正額（農業農村整備事業）　1,777億円
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町 村 週 報（第三種郵便物認可） 2024年（令和 6年） 1月22日　38第3266号

政　策

令和６年度農林水産関係予算の重点事項

６年度当初予算　　２兆2,686億円（２兆2,683億円）
５年度第２次補正予算　8,182億円

（※）各事項の下段（　 ）内は、令和５年度当初予算額

Ⅰ　食料の安定供給の確保
～どんな社会環境でも日本の食卓を支えられるようにするための関係者の取組を全力で応援～
１ 食料の安定供給の確保に向けた構造転換
◎　海外依存度の高い品目の生産拡大の推進

【６年度当初】 【５年度補正】
・水田活用の直接支払交付金等 3,015億円（ 3,050億円）

（水田活用の直接支払交付金） 2,905億円の内数（ 2,918億円）
（畑地化促進助成） 2,905億円の内数（　 22億円） （畑地化促進事業）750億円

（コメ新市場開拓等促進事業） 110億円 （　110億円） （畑作物産地形成促進事業）180億円
・水田農業の高収益化の推進＜一部公共＞ （畑地化促進助成） 2,905億円の内数（22億円の内数） （農業農村整備事業）1,777億円の内数

（持続的生産強化対策事業） 150億円の内数（160億円の内数）
（強い農業づくり総合支援交付金） 121億円の内数（121億円の内数）
（農業農村整備事業） 3,326億円の内数（3,323億円の内数）

・小麦・大豆の国産化の推進 （国産小麦・大豆供給力強化総合対策）１億円（　 １億円） （国産小麦・大豆供給力強化総合対策）50億円
（持続的生産強化対策事業） 150億円の内数（160億円の内数） （産地生産基盤パワーアップ事業のうち

国産シェア拡大対策（麦・大豆枠））
80億円

（強い農業づくり総合支援交付金）121億円の内数（121億円の内数）
（畑作等促進整備事業） 22億円（　 20億円）

（農地耕作条件改善事業） 198億円の内数（200億円の内数）
・米粉の利用拡大の推進 （米粉の利用拡大支援対策事業）20億円

（革新的新品種開発プロジェクト）５億円の内数

・加工 ・ 業務用野菜の国産シェア奪還 ８億円（　 ８億円） 25億円
・国産飼料の生産・利用拡大 （飼料増産・安定供給対策） 18億円の内数（21億円の内数） （飼料自給率向上緊急対策）

（所要額）130億円
・草地関連基盤整備＜公共＞ 3,326億円の内数（3,323億円の内数） 760億円の内数

◎　農業の生産基盤の強化
【６年度当初】 【５年度補正】

・持続的生産強化対策事業 150億円 （　160億円）
　ア　加工・業務用野菜の国産シェア奪還（再掲） ８億円（　 ８億円） 25億円
　イ　果樹の生産増大への転換 51億円（　 51億円）
　ウ　花き支援対策 ７億円（　 ７億円）
　エ　茶・薬用作物等支援対策 11億円（　 14億円）
・強い農業づくり総合支援交付金 121億円 （　121億円）
・産地生産基盤パワーアップ事業 310億円
・高温障害等急激な気候変動への対応 （持続的生産強化対策事業） 150億円の内数（160億円の内数） （高温対策栽培体系への転換支援）３億円

（産地生産基盤パワーアップ事業）310億円の内数

・米穀周年供給・需要拡大支援事業 50億円（　 50億円）
・持続的畑作生産体制確立緊急支援事業 32億円
・甘味資源作物生産支援対策 107億円 （　109億円） 26億円
・加工施設再編等緊急対策事業 12億円
・技術の迅速な普及・定着 （協同農業普及事業交付金） 24億円（　 24億円）
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政　策

◎　畜産・酪農の生産基盤の強化
【６年度当初】 【５年度補正】

・畜産クラスターによる生産基盤の維持・強化 （畜産クラスター事業）
（所要額）291億円

（優良繁殖雌牛更新加速化事業）
（所要額）54億円

・和牛肉需要拡大緊急対策 50億円
・国産チーズの競争力強化 61億円
・乳用牛長命連産性等向上緊急支援事業 50億円
・脱脂粉乳の在庫低減・需要拡大 40億円
・畜産生産体制の強化 （畜産生産力・生産体制強化対策事業のうち家畜改良の推進等）

５億円（　 ４億円）
・ICTを活用した畜産経営体の生産性の向上 ２億円（　 ７億円） （畜産クラスター事業）

（所要額）291億円
・畜産・酪農における環境負荷低減等の取組の推進 （環境負荷軽減型持続的生産支援事業） 60億円（　 63億円）

（農山漁村地域整備交付金） 770億円の内数（774億円の内数）
（持続可能性配慮型畜産推進事業） １億円（　 １億円）

・家畜・食肉等の流通体制の強化 （食肉流通構造高度化・輸出拡大総合対策事業） 24億円（　 23億円） （食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業）71億円
・養蜂支援対策 ２億円（　 ２億円）
・鳥インフルエンザに備えた鶏卵等の生産・流通体制の強靱化 （消費・安全対策交付金） 17億円の内数（20億円の内数） （家畜伝染病・家畜衛生対策）100億円の内数

（緊急時鶏卵安定供給対策事業）22億円

◎　安定的な輸入の確保
【６年度当初】 【５年度補正】

・食料・生産資材の安定的なサプライチェーンの確保 １億円
・野菜種子の安定供給体制の強化 0.3億円（　 　-　　　　） ２億円

２ 生産資材の確保・安定供給
◎　肥料の国産化・安定供給

【６年度当初】 【５年度補正】
１億円（　 ２億円） 68億円

◎　国産飼料の生産・利用拡大、飼料の安定供給
【６年度当初】 【５年度補正】

・国産飼料の生産・利用拡大（再掲） （飼料増産・安定供給対策） 18億円の内数（21億円の内数） （飼料自給率向上緊急対策）
（所要額）130億円

・草地関連基盤整備＜公共＞（再掲） 3,326億円の内数（3,323億円の内数） 760億円の内数

・飼料の安定供給 （飼料増産・安定供給対策のうち飼料穀物備蓄・流通合理化事業）
18億円の内数（21億円の内数）

（飼料自給率向上緊急対策）
（所要額）130億円の内数

◎　その他の生産資材の国内代替転換等
【６年度当初】 【５年度補正】

・生産資材の使用低減対策 （みどりの食料システム戦略推進総合対策） ７億円（　 ７億円） 32億円
（みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち新品種の開発）

２億円（　 ２億円）
（環境保全型農業直接支払交付金） 26億円（　 27億円）

（強い農業づくり総合支援交付金） 121億円の内数（121億円の内数）
・省エネ技術の導入加速化対策 （産地生産基盤パワーアップ事業等）

（所要額）40億円
・果樹産地における花粉確保対策 ５億円
・燃油・資材の森林由来資源への転換等対策 （林業・木材産業循環成長対策のうち木質バイオマス・特用林産物関係）

３億円（　 ４億円）
20億円

・養殖業における飼料原材料の転換等対策 （養殖業成長産業化推進事業） ３億円（　 ３億円） （養殖業体質強化緊急総合対策事業）９億円
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３ 農産物・食品の輸出の促進
◎　輸出産地の形成・供給体制の強化

【６年度当初】 【５年度補正】
・輸出産地・事業者の育成・展開 32億円（　 30億円）

（グローバル産地生産流通基盤強化緊急対策）
74億円の内数

（リスクマネー緊急対策事業）10億円
（輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設の整備）221億円

・輸出環境整備推進事業 13億円（　 15億円） （輸出環境整備緊急対策事業）10億円
・ 牛肉等輸出のための高度な衛生管理施設整備等

による輸出産地の形成
89億円

・効率的な輸出物流の構築 ４億円
◎　戦略的な輸出の体制の整備・強化

【６年度当初】 【５年度補正】
・海外での輸出支援体制の確立 ２億円（　 ２億円） 12億円
・食産業の海外展開に係る戦略的サプライチェーンの強化 ２億円（　 ２億円） １億円
・マーケットインによる海外での販売力の強化 24億円（　 24億円） 59億円

◎　知的財産の保護・活用の強化
【６年度当初】 【５年度補正】

・知的財産の実効的な保護・活用と海外流出の防止 ４億円（　 ５億円） （輸出環境整備緊急対策事業）10億円の内数

・地理的表示保護・活用総合推進事業 １億円（　 １億円）

４ 適正な価格形成
【６年度当初】 【５年度補正】

１億円（　 １億円） ５億円

５ 円滑な食品アクセスの確保
◎　物流2024年問題への対応

【６年度当初】 【５年度補正】
（持続可能な食品等流通対策事業） ２億円（　 　-　　　　） 27億円
（強い農業づくり総合支援交付金） 121億円の内数（121億円の内数）

（持続的生産強化対策事業） 150億円の内数（160億円の内数）

◎　買い物困難者、経済的に困窮している者への対策
【６年度当初】 【５年度補正】

（食品アクセス確保対策推進事業等） ３億円の内数（　 ２億円） （食品アクセス緊急対策事業等）５億円
（物流革新に向けた生鮮食料品等
サプライチェーン緊急強化総合対策）27億円の内数

６ 国民理解の醸成
【６年度当初】 【５年度補正】

（消費者理解醸成・行動変容推進事業等）２億円の内数（　 １億円） （消費者理解醸成・行動変容促進事業）
１億円

（農山漁村振興交付金） 84億円の内数（91億円の内数）
（みどりの食料システム戦略推進総合対策） ７億円の内数（７億円の内数）

（消費・安全対策交付金等） 18億円の内数（22億円の内数）

７ 食品産業（食品製造業、外食産業、食品関連流通業）の持続的な発展
◎　食品産業における国産原材料の活用を促進する産地との連携強化

【６年度当初】 【５年度補正】
１億円（　 １億円） 45億円
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◎　食品産業における持続可能性に配慮した取組の促進
【６年度当初】 【５年度補正】

・食品産業における持続可能性に配慮した取組の促進 （持続可能な食品産業への転換促進事業等） １億円（　 １億円）
（強い農業づくり総合支援交付金） 121億円の内数（121億円の内数） （物流革新に向けた生鮮食料品等

サプライチェーン緊急強化総合対策）27億円の内数

（持続可能な食品等流通対策事業） ２億円（　 　-　　　　）
・フードテックなどの新技術の活用 １億円（　 １億円） （食品産業の国際競争力強化緊急対策事業等）３億円
・食品ロス削減・プラスチック資源循環対策 ２億円（　 ２億円） （食品ロス削減緊急対策事業）３億円

Ⅱ　農業の持続的な発展
～若者や意欲ある農業者が夢を持って農業に取り組めるような環境を整備～
１ 多様な農業人材の育成・確保
◎　地域計画の策定とその実現に向けた取組の推進

【６年度当初】 【５年度補正】
・地域計画策定推進緊急対策事業 14億円（　 ８億円）
・農地の受け皿となる者の確保に向けた取組の推進 （機構集積協力金交付事業） ６億円の内数（　 　-　　　　）
・農地利用効率化等支援交付金 11億円（　 15億円） （担い手確保・経営強化支援事業）23億円の内数

・集落営農活性化プロジェクト促進事業 ３億円（　 ３億円）

◎　受け皿となる経営体による生産基盤の継承に向けた取組の推進
【６年度当初】 【５年度補正】

・農地中間管理機構を活用した農地の集約化の推進 46億円（　 49億円） 30億円
・農業委員会による農地利用の最適化の推進 126億円 （　131億円） １億円

（地域計画策定推進緊急対策事業） 14億円の内数（８億円の内数）
・スマート技術等の導入に資する基盤整備の推進 （農業農村整備事業） 3,326億円の内数（3,323億円の内数） （農業農村整備事業）1,777億円の内数

（農地耕作条件改善事業） 198億円の内数（200億円の内数）
（農山漁村振興交付金） 84億円の内数（91億円の内数）

◎　多様な農業人材の育成・確保
【６年度当初】 【５年度補正】

・農業支援サービス事業体の育成・確保 11億円（　 11億円） 10億円
・農業労働力等の確保 ３億円（　 ４億円） （働きやすい環境づくり緊急対策）７億円の内数

・新規就農者の育成 121億円 （　106億円） （新規就農者確保緊急円滑化対策）35億円
・リ・スキリング機会の提供、経営力向上・人材育成等の強化 （新規就農者育成総合対策） 121億円の内数（106億円の内数）

（農業経営・就農支援体制整備推進事業） ５億円（　 ５億円）
・女性の活躍推進 １億円（　 １億円） （働きやすい環境づくり緊急対策）７億円の内数

・多様な農業人材の意欲的な取組の推進 （持続的生産強化対策事業） 150億円の内数（160億円の内数） （農業支援サービス事業緊急拡大支援対策）10億円
（農業支援サービス事業体の育成・確保） 11億円（　 11億円） （新規就農者確保緊急円滑化対策）35億円の内数

（多面的機能支払交付金） 486億円の内数（487億円の内数） （担い手確保・経営強化支援事業）23億円の内数

（中山間地域等直接支払交付金）261億円の内数（261億円の内数） 等
（新規就農者育成総合対策） 121億円の内数（106億円の内数）

（農業経営・就農支援体制整備推進事業） ５億円（　 ５億円）
（集落営農活性化プロジェクト促進事業） ３億円（　 ３億円）

等

２ 経営安定対策の充実
【６年度当初】 【５年度補正】

・畑作物の直接支払交付金 （所要額）1,992億円 （ 1,984億円）
・収入減少影響緩和対策交付金 （所要額）419億円 （　528億円）
・収入保険制度の実施 348億円 （　306億円）

うち特約補塡金造成費及び保険料国庫負担金 （特約補塡金造成費）37億円
319億円 （　278億円）

うち事務費負担金及び収入保険加入支援事業
29億円（　 28億円）

・農業共済事業の実施 （所要額）814億円 （　801億円）
うち事務費負担金

335億円 （　328億円）
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・野菜価格安定対策事業 （所要額）156億円 （　156億円）
・施設園芸等燃料価格高騰対策 45億円
・畜産・酪農経営安定対策 （所要額）2,296億円 （ 2,265億円）

３ 農業生産基盤の整備・保全
【６年度当初】 【５年度補正】

・農業農村整備事業＜公共＞ 3,326億円 （ 3,323億円） 1,777億円
（（省力化に対応した基盤の整備・保全） 80億円（　 70億円））

・農地耕作条件改善事業 198億円 （　200億円）
・農業水路等長寿命化・防災減災事業 282億円 （　282億円）
・畑作等促進整備事業 22億円（　 20億円）
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞ 770億円 （　774億円）

４ 生産性の向上に資するスマート農業の実用化等
【６年度当初】 【５年度補正】

・スマート農業技術の開発、スタートアップへの総合的支援 44億円（　 40億円） 45億円
・農業支援サービス事業体の育成・確保（再掲） 11億円（　 11億円） 10億円
・知的財産の実効的な保護・活用と海外流出の防止（再掲） ４億円（　 ５億円） （輸出環境整備緊急対策事業）10億円の内数

５ 家畜伝染病、病害虫等への対応強化
【６年度当初】 【５年度補正】

・家畜衛生等総合対策 88億円（　 89億円） 100億円
・消費・安全対策交付金 17億円（　 20億円） 12億円
・総合防除の推進 （消費・安全対策交付金等） 18億円の内数（21億円の内数） （みどりの食料システム戦略緊急対策事業）

27億円の内数

（みどりの食料システム戦略推進総合対策） ７億円の内数（７億円の内数）

Ⅲ　農村の振興（農村の活性化）
～元気で豊かな農村を次世代へ継承～
１ 「しごと」「くらし」「活力」「土地利用」に着目した農村の振興

【６年度当初】 【５年度補正】
・農山漁村振興交付金 84億円（　 91億円） ５億円
　ア　「農山漁村発イノベーション」の推進
　イ　農村型地域運営組織（農村RMO）の形成の推進
　ウ　棚田地域振興や地域づくり人材の育成
　エ　最適土地利用総合対策
　オ　農業・農村の情報通信環境の整備
　カ　都市農業の多様な機能の発揮
・農業農村整備事業＜公共＞（再掲） 3,326億円 （ 3,323億円） 1,777億円
・中山間地農業ルネッサンス事業＜一部公共＞ 411億円 （　407億円）
・中山間地域等対策 ６億円

このほか関係中山間地域優先枠
158億円

２ 鳥獣被害防止対策等
【６年度当初】 【５年度補正】

・鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 100億円（　 97億円） 50億円
・特殊自然災害対策施設緊急整備事業 ３億円（　 ３億円）
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Ⅳ　みどりの食料システム戦略による環境負荷低減に向けた取組強化
～ SDGｓの世界的浸透を踏まえた農業者等のチャレンジを全力で応援～
１ 環境負荷低減と高い生産性を両立する新品種・技術の開発

【６年度当初】 【５年度補正】
・みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業 30億円（　 32億円） （スマート農業等先端技術の開発・

社会実装促進対策） 38億円の内数

（食料安全保障強化に向けた革新的新品種
開発プロジェクト） ５億円

・ムーンショット型農林水産研究開発事業 １億円（　 ２億円） 20億円
・「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出 29億円（　 35億円） （スマート農業等先端技術の開発・

社会実装促進対策）
うちアグリ・スタートアップ創出強化対策
 ４億円

２ 農林水産業・食品産業における環境負荷低減の取組の推進
【６年度当初】 【５年度補正】

・みどりの食料システム構築に向けた地域の事業活動支援 （みどりの食料システム戦略推進総合対策） ７億円の内数（７億円の内数） （みどりの食料システム戦略緊急対策事業）
27億円の内数

　ア　みどりの食料システム戦略推進交付金
　イ　グリーンな栽培体系の普及、有機農業の推進 （農地耕作条件改善事業） 198億円の内数（200億円の内数）
・環境保全型農業直接支払交付金 26億円（　 27億円）
・ 強い農業づくり総合支援交付金、農地利用効率

化等支援交付金
131億円の内数（136億円の内数）

・畜産・酪農における環境負荷低減の取組の推進 （環境負荷軽減型持続的生産支援事業） 60億円（　 63億円） （飼料自給率向上緊急対策）
（所要額）130億円

（飼料増産・安定供給対策） 18億円の内数（21億円の内数）
・食品産業における持続可能性に配慮した取組の促進（再掲） （持続可能な食品産業への転換促進事業等） １億円（　 １億円）

（強い農業づくり総合支援交付金） 121億円の内数（121億円の内数） （物流革新に向けた生鮮食料品等
サプライチェーン緊急強化総合対策）

27億円の内数

（持続可能な食品等流通対策事業） ２億円（　 　-　　　　）
・食品ロス削減・プラスチック資源循環対策（再掲） ２億円（　 ２億円） （食品ロス削減緊急対策事業）３億円
・森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 144億円 （　161億円） （林業・木材産業国際競争力強化総合対策）

458億円
・水産業における持続可能性の確保 14億円（　 16億円） （水産業競争力強化緊急事業）205億円

３ 関係者の行動変容の促進、理解醸成
【６年度当初】 【５年度補正】

（みどりの食料システム戦略推進総合対策） ７億円の内数（７億円の内数） （消費者理解醸成・行動変容促進事業）１億円
（消費者理解醸成・行動変容推進事業） １億円（　 １億円）

（消費・安全対策交付金） 17億円の内数（20億円の内数）

Ⅴ　多面的機能の発揮
～食料供給・農業生産活動の前提となる基盤をしっかりと下支え～

【６年度当初】 【５年度補正】
・多面的機能支払交付金 486億円 （　487億円）
・中山間地域等直接支払交付金 261億円 （　261億円）
・環境保全型農業直接支払交付金（再掲） 26億円（　 27億円）
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町 村 週 報（第三種郵便物認可） 2024年（令和 6年） 1月22日　44第3266号

政　策

Ⅵ　カーボンニュートラルの実現等に向けた森林・林業・木材産業によるグリーン成長

【６年度当初】 【５年度補正】
・森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策（再掲） 144億円 （　161億円） （林業・木材産業国際競争力強化総合対策）

458億円
（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策）

60億円
　ア　林業・木材産業循環成長対策 64億円（　 71億円） 126億円
　イ　林業デジタル・イノベーション総合対策 ４億円（　 ６億円） ２億円
　ウ　建築用木材供給・利用強化対策 10億円（　 12億円） 18億円
　エ　木材需要の創出・輸出力強化対策 ３億円（　 ４億円） ４億円
　オ　森林・林業担い手育成総合対策 47億円（　 47億円） ３億円
　カ　「新しい林業」に向けた林業経営育成対策 ２億円（　 ２億円）
　キ　林業・木材産業金融対策 ４億円（　 ６億円）
　ク　森林・山村地域振興対策 10億円（　 11億円）
・花粉症解決に向けた緊急総合対策＜一部公共＞ 144億円 （　161億円） 60億円

（林業・木材産業国際競争力強化総合対策）
458億円の内数

・森林整備事業＜公共＞ 1,254億円 （ 1,252億円） 477億円
・治山事業＜公共＞ 624億円 （　623億円） 268億円
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 770億円 （　774億円）

Ⅶ　水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化
◎　海洋環境の変化も踏まえた水産資源管理の着実な実施

【６年度当初】 【５年度補正】
・漁業経営安定対策の着実な実施
　ア　漁業収入安定対策事業 202億円 （　202億円） 225億円
　イ　漁業経営セーフティーネット構築事業 18億円（　 18億円） 366億円
・資源調査・評価の充実と新たな資源管理の着実な推進 57億円（　 66億円） 49億円
・漁業取締・密漁監視体制の強化等 155億円 （　152億円） 43億円

◎　増大するリスクも踏まえた水産業の成長産業化の実現
【６年度当初】 【５年度補正】

・水産業のスマート化の推進 ２億円（　 　-　　　　） １億円
・沿岸漁業の競争力強化 30億円（　 30億円） （水産業競争力強化緊急事業）

うち漁船導入緊急支援事業 60億円
うち機器等導入緊急対策事業 15億円

・沖合・遠洋漁業の競争力強化 11億円（　 13億円） （水産業競争力強化緊急事業）
うち漁業構造改革総合対策事業 70億円

・養殖業の成長産業化 （養殖業成長産業化推進事業） ３億円（　 ３億円）
（漁業構造改革総合対策事業） 11億円の内数（13億円の内数） （水産業競争力強化緊急事業）

うち漁業構造改革総合対策事業 70億円の内数

・内水面及びさけ・ます等栽培資源総合対策 14億円（　 14億円）
・漁業・漁村を支える人材の育成・確保 ５億円（　 ５億円） ３億円
・漁協系統組織の経営の健全化・基盤強化 ３億円（　 ２億円） （水産業競争力強化緊急事業）

うち広域浜プラン緊急対策事業
（所要額）12億円

・ 水産物の持続的・安定的な供給に向けた持続可
能な加工・流通システムの推進

６億円（　 　-　　　　）

・捕鯨対策 （所要額） 51億円（　 51億円）
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）45　2024年（令和 6年） 1月22日 第3266号

政　策

◎　地域を支える漁村の活性化の推進、安全・安心の確保
【６年度当初】 【５年度補正】

・浜の活力再生・成長促進交付金 20億円（　 24億円） （水産業競争力強化緊急事業）
うち緊急施設整備事業 45億円

・水産多面的機能の発揮等 38億円（　 42億円）
（北海道赤潮対策緊急支援事業）15億円

（海洋環境の変化に対応した
養殖生産構造改革事業） １億円

◎　水産基盤の整備、漁港機能の再編・集約化と強靱化の推進
【６年度当初】 【５年度補正】

・水産基盤整備事業＜公共＞ 730億円 （　729億円） 300億円
・漁港の機能増進・「海業（うみぎょう）」の振興 （漁港機能増進事業） ５億円（　 ６億円） （水産業競争力強化緊急事業）

うち漁港機能増進事業 10億円
（浜の活力再生・成長促進交付金） 20億円の内数（24億円の内数） （水産業競争力強化緊急事業）

うち緊急施設整備事業 45億円の内数

・農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 770億円の内数（774億円の内数）

Ⅷ　防災・減災、国土強靱化と災害復旧等の推進
◎　防災・減災、国土強靱化の推進

【６年度当初】 【５年度補正】
・農業水利施設、ため池等の対策＜公共＞ 857億円
・治山施設の設置等による対策＜公共＞ 268億円
・森林整備による対策＜公共＞ 172億円
・漁業地域の対策＜公共＞ 260億円
・海岸堤防等の対策＜公共＞ 26億円
・卸売市場施設の対策 ２億円
・園芸産地における対策 ３億円

◎　令和 ５ 年 ５ 月から ７ 月までの豪雨等による災害被害の復旧・復興
【６年度当初】 【５年度補正】

・災害復旧等事業＜公共＞ 202億円 （　201億円） 744億円
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解解 説説 令和６年度 関係省庁予算

文 部 科 学 省文 部 科 学 省
文教関係予算・施策の概要文教関係予算・施策の概要

町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

【
文
部
科
学
省
関
係
予
算
の
概
要
】

令
和
６
年
度
の
文
部
科
学
省
予
算
案

は
、
総
額
５
兆
３
、
３
８
４
億
円
で
、
前

年
度
比
４
４
３
億
円
の
増
額
と
な
っ
た
。

主
な
内
容
と
し
て
、
小
学
校
高
学
年
の

教
科
担
任
制
の
強
化
や
35
人
学
級
の
計
画

的
な
整
備
、
教
師
の
働
き
方
改
革
推
進
の

た
め
の
支
援
ス
タ
ッ
フ
等
の
充
実
、
Ｇ
Ｉ

Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
の
着
実
な
推
進
と
学

校
Ｄ
Ｘ
の
加
速
化
、
誰
一
人
取
り
残
さ
れ

な
い
学
び
の
保
障
に
向
け
た
不
登
校
、
い

じ
め
対
策
等
の
推
進
を
掲
げ
て
い
る
。

具
体
的
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

○
質
の
高
い
公
教
育
の
再
生

「
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
」
に
は
１

兆
５
、
６
２
７
億
円
を
計
上
。
教
科
指
導

の
専
門
性
を
持
っ
た
教
師
に
よ
る
小
学
校

高
学
年
の
教
科
担
任
制
の
推
進
や
、
小
学

校
に
お
け
る
35
人
学
級
の
推
進
と
し
て
令

和
６
年
度
は
第
５
学
年
の
学
級
編
成
の
標

準
を
35
人
に
引
き
下
げ
る
な
ど
、
義
務
教

育
９
年
間
を
見
通
し
た
指
導
体
制
に
よ
る

質
の
高
い
教
育
の
実
現
を
図
る
。

教
職
員
定
数
に
つ
い
て
は
、
学
校
に
お

け
る
働
き
方
改
革
、
複
雑
化
・
困
難
化
す

る
教
育
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
教
職
員

定
数
５
、
６
６
０
人
の
改
善
と
定
年
引
上

げ
に
伴
う
特
例
定
員
４
、
３
３
１
人
の
活

用
に
よ
り
、
様
々
な
教
育
課
題
の
対
応
や

教
師
を
取
り
巻
く
環
境
整
備
の
加
速
化
を

目
指
す
。

「
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
の
着
実
な

推
進
と
学
校
Ｄ
Ｘ
の
加
速
化
」
で
は
、
Ｇ

Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
に
お
け
る
１
人
１

台
端
末
の
着
実
な
更
新
の
た
め
、
令
和
７

年
度
ま
で
の
更
新
分
に
必
要
な
経
費
と
し

て
２
、６
６
１
億
円
の
補
正
予
算
を
計
上
。

５
年
程
度
を
か
け
て
端
末
を
計
画
的
に
更

新
す
る
と
と
も
に
、
端
末
の
故
障
時
の
た

め
の
予
備
機
の
整
備
を
進
め
る
。

併
せ
て
、
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
で

顕
在
化
し
た
自
治
体
間
格
差
の
解
消
を
目

的
と
し
た
「
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
運
営
支

援
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
」
と
し
て
５
億
円

を
計
上
。

「
部
活
動
の
地
域
連
携
や
地
域
ク
ラ
ブ

活
動
移
行
」
に
は
32
億
円
を
計
上
。
部
活

動
の
地
域
連
携
や
地
域
ク
ラ
ブ
活
動
移
行

は
令
和
５
年
度
か
ら
令
和
７
年
度
ま
で
を

改
革
推
進
期
間
と
し
て
お
り
、
う
ち
12
億

円
は
部
活
動
の
地
域
移
行
等
に
向
け
た
実

証
事
業
に
計
上
さ
れ
る
。
こ
の
ほ
か
部
活

動
指
導
員
の
配
置
支
援
、
地
域
に
お
け
る

新
た
な
ス
ポ
ー
ツ
環
境
の
構
築
支
援
に
充

て
ら
れ
る
。

○
新
し
い
時
代
の
学
び
の
実
現
に
向
け
た

学
校
施
設
の
整
備

「
公
立
学
校
施
設
の
整
備
」
に
は
６
８

３
億
円
を
計
上
。
子
供
た
ち
の
多
様
な

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
教
育
環
境
の
向
上
と
老

朽
化
対
策
の
一
体
的
整
備
、
避
難
所
と
し

て
の
防
災
機
能
強
化
、
学
校
施
設
の
Ｚ
Ｅ

Ｂ
化
等
脱
炭
素
化
推
進
を
目
指
す
。
具
体

的
な
支
援
策
と
し
て
、
物
価
変
動
の
反
映

や
標
準
仕
様
の
見
直
し
等
に
よ
る
対
前
年

度
比
10
・
３
％
増
の
単
価
改
定
を
行
う
。

ま
た
、
学
び
の
多
様
化
学
校
や
夜
間
中
学

を
設
置
す
る
自
治
体
に
対
す
る
支
援
の
拡

充
と
し
て
、
廃
校
や
余
裕
教
室
等
の
既
存

施
設
の
改
修
に
よ
る
活
用
を
支
援
す
る
メ

ニ
ュ
ー
（
補
助
率
２
分
の
１
、
令
和
９
年

度
ま
で
）
の
創
設
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

○
誰
も
が
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
機
会
の

保
障

「
誰
一
人
取
り
残
さ
れ
な
い
学
び
の
保

障
に
向
け
た
不
登
校
・
い
じ
め
対
策
等
の

推
進
」
は
88
億
円
を
計
上
。
児
童
生
徒
の

不
登
校
、
自
殺
者
数
が
過
去
最
多
を
記
録

し
た
こ
と
を
受
け
、
学
び
の
多
様
化
学
校

等
の
不
登
校
児
童
生
徒
の
学
び
の
場
・
居

場
所
の
設
置
促
進
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ

ラ
ー
や
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー

の
配
置
拡
充
を
行
う
。
ま
た
、
子
供
の
心

身
の
変
化
の
早
期
発
見
を
推
進
す
る
た

め
、
１
人
１
台
端
末
を
活
用
し
た
「
心
の

健
康
観
察
」
の
全
国
の
学
校
で
の
導
入
促

進
を
新
た
に
盛
り
込
ん
だ
。

「
特
別
支
援
教
育
の
充
実
」
に
は
48
億

円
を
計
上
。
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児

童
生
徒
等
へ
の
支
援
と
し
て
、
医
療
的

ケ
ア
看
護
職
員
の
配
置
を
８
１
０
人
拡

充
。
ま
た
、
学
校
に
お
け
る
医
療
的
ケ

ア
実
施
体
制
の
拡
充
が
新
た
に
盛
り
込
ま

れ
た
。

「
日
本
語
教
育
・
外
国
人
児
童
生
徒
等

へ
の
教
育
等
の
充
実
」
に
は
29
億
円
を
計

上
。
外
国
人
が
教
育
・
就
労
・
生
活
の
場

で
円
滑
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図

り
、
日
本
人
と
と
も
に
学
び
、
生
活
で
き

る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、日
本
語
教
育
・

外
国
人
児
童
生
徒
等
の
教
育
等
の
充
実
を

図
る
。

「
学
校
を
核
と
し
た
地
域
力
強
化
プ
ラ

ン
」
に
は
76
億
円
を
計
上
。
学
校
だ
け
で

な
く
地
域
全
体
で
子
供
た
ち
の
成
長
を
支

え
る
こ
と
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
自
治
体
が
そ
れ
ぞ
れ
の
課
題
に
応
じ

た
効
果
的
な
取
組
を
実
施
で
き
る
よ
う
、

地
域
と
学
校
の
連
携
・
協
働
体
制
構
築

事
業
を
は
じ
め
と
す
る
複
数
の
事
業
を

組
み
合
わ
せ
た
総
合
的
な
支
援
を
実
施

す
る
。

2024年（令和 6年） 1月22日　46第3266号
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（単位：億円）令和６年度文部科学省関係予算のポイント
区　　　　分 令和５年度予算額 令和６年度予算額 比較増△減額

一　般　会　計 52,941 53,384 443（0.8%）

エネルギー対策特別会計 1,086 1,085 △ 1（△ 0.1%）

※１　令和 5 年度補正予算として別途 1 兆 2,912 億円を計上

１．質の高い公教育の再生 （単位：億円）

項　　　目
令和５年度

予算額
令和６年度

予算額
備　　　考

⑴ 教師等の働き方改革の更なる加速化、処遇改善、指導・
運営体制の充実、育成支援の一体的な推進

①義務教育費国庫負担金
② 学校における働き方改革の推進のための支援スタッフ等

の充実
③教師人材の確保強化【新規】

⑵GIGAスクール構想の着実な推進と学校DXの加速化
① 運営支援センター機能強化、自治体への伴走支援の強化等
②生成AIの活用を含む次世代の校務デジタル化の推進
③小中学校等における英語等のデジタル教科書の導入
④ 教育DXを支える基盤的ツールの整備・活用、教育データ

の分析の推進

⑶幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上
・ 「幼保小の架け橋プログラム」の実施、質を支える体制整

備の支援等

⑷高等学校改革の推進

⑸部活動の地域連携や地域クラブ活動移行

⑹現代的健康課題に対応するための健康教育の推進

⑺道徳教育の充実

15,216
91

14
1

18
7

23

8

28

7

42

15,627
122

5

10
3

17
10

23

8

32

6

43

令和５年度補正：５

令和５年度補正：60
令和５年度補正：２

令和５年度補正：６
１人１台端末の着実な更新
令和５年度補正：2,661

令和５年度補正：39

高等学校段階におけるデジタル等成長分野を支え
る人材育成（DXハイスクール）
令和５年度補正：100

地域クラブ活動への移行に向けた実証、部活動指
導員の配置支援等
令和５年度補正：15

令和５年度補正：２

2．新しい時代の学びの実現に向けた学校施設の整備 （単位：億円）

項　　　目
令和５年度

予算額
令和６年度

予算額
備　　　考

⑴ 教育環境の向上と老朽化対策の一体的整備、キャンパス
の共創拠点化、脱炭素化など学校施設等の整備の推進

1,140 1,139 公立学校施設整備等
令和５年度補正：2,270
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3．高等教育機関の多様なミッションの実現 （単位：億円）

項　　　目
令和５年度

予算額
令和６年度

予算額
備　　　考

⑴ 基盤的経費の充実、改革インセンティブとなるメリハリ
ある重点配分の徹底、高専の高度化・国際化の推進

⑵ 日本人学生の留学派遣、外国人留学生の受け入れ・定着、
教育の国際化の推進

⑶ 高度専門人材の育成等の推進

15,458

695

39

15,464

703

58

国立大学法人運営費交付金等
令和５年度補正：276 

令和５年度補正：162

令和５年度補正：140

4．誰もが学ぶことができる機会の保障 （単位：億円）

項　　　目
令和５年度

予算額
令和６年度

予算額
備　　　考

⑴ 誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校、いじ
め対策等の推進

① 学びの多様化学校の設置促進、学校内外の教育支援セン
ターの整備、心の健康観察の推進、スクールカウンセラ
ーやスクールソーシャルワーカー等相談体制の充実

②夜間中学の設置促進等

⑵ 生涯を通じた障害者の学びの推進、特異な才能のある児
童生徒への支援

①特別支援教育の充実
②大学等や学校卒業後における障害者の生涯学習の推進
③ 特定分野に特異な才能のある児童生徒への支援の推進

⑶ 日本語教育・外国人児童生徒等への教育等の充実

⑷海外で学ぶ日本人児童生徒の教育機会の充実

⑸  地域と学校等の連携・協働による地域の教育力の向上や
体験活動の充実、学校安全体制の整備の推進

① コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な
取組の推進、青少年教育施設の機能強化等による体験活
動や読書活動の推進、家庭教育支援等

②学校安全体制の整備

⑹ リ・スキリングを含めたリカレント教育等社会人の学び
直しの機会の拡充

⑺ 各教育段階の負担軽減による学びのセーフティネットの
構築

85

0.8

41
2
1

27

179

78

7

91

10,598

88

0.9

48
2
1

29

180

78

6

88

10,656

令和５年度補正：51

医療的ケアが必要な児童生徒等への支援等

外国人等に対する日本語教育の推進
令和５年度補正：１

令和５年度補正：３

令和５年度補正：３

地域と学校の連携・協働体制構築事業、自然体験
活動推進事業等

令和５年度補正：７
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解解 説説 令和６年度 関係省庁予算

経 済 産 業 省経 済 産 業 省
中小企業・小規模事業者及び中小企業・小規模事業者及び

資源・エネルギー関係予算・施策の概要資源・エネルギー関係予算・施策の概要

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

経
済
産
業
省
の
令
和
6
年
度
予
算
は
、

一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た
総
額

で
、
1
兆
9
、
0
7
2
億
円
（
前
年
度
1

兆
6
、
8
9
6
億
円
）
と
な
っ
た
。
一
般

会
計
で
は
、
3
、
5
8
0
億
円
（
同
3
、

4
9
5
億
円
※
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
特
別
会

計
繰
入
を
除
く
）
を
計
上
、
内
訳
は
、
中

小
企
業
対
策
費
が
1
、
0
8
2
億
円
（
同

1
、
0
9
0
億
円
）、
科
学
技
術
振
興
費

が
1
、
1
9
4
億
円
。
特
別
会
計
は
、

G
X
推
進
対
策
費
を
除
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
特

別
会
計
が
7
、
5
4
2
億
円
（
同
7
、

0
5
2
億
円
）、
特
許
特
別
会
計
が
1
、

5
2
1
億
円
と
な
っ
た
。

昨
年
11
月
末
に
決
定
し
た
令
和
5
年
度

補
正
予
算（
以
下
、5
年
度
補
正
）と
合
わ

せ
た
総
額
は
、
6
兆
4
、
1
8
1
億
円
を

計
上
し
た
。
5
年
度
補
正
で
は
、
物
価
高

へ
の
対
応
に
8
、
0
2
5
億
円
、
中
小
企

業
の
人
手
不
足
へ
の
対
応
や
賃
上
げ
支
援

な
ど
に
4
、1
9
1
億
円
を
盛
り
込
ん
だ
。

一
般
会
計
の
う
ち
、
中
小
企
業
対
策
費

に
つ
い
て
は
、
価
格
転
嫁
対
策
、
事
業
再

生
・
事
業
承
継
支
援
な
ど
現
下
の
中
小
企

業
等
を
取
り
巻
く
経
営
課
題
に
対
応
す
る

た
め
に
必
要
な
予
算
を
6
年
度
予
算
で
計

上
す
る
と
と
も
に
、
5
年
度
補
正
で
は
、

中
小
企
業
等
省
力
化
投
資
補
助
事
業
に

1
、
0
0
0
億
円
、
中
小
企
業
生
産
性
革

命
推
進
事
業
に
2
、
0
0
0
億
円
を
措
置

し
た
。

ま
た
、
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
で
は
、

燃
料
油
価
格
の
激
変
緩
和
及
び
電
気
・
ガ

ス
料
金
の
値
引
き
支
援
を
今
年
春
ま
で
継

続
し
、
家
庭
・
企
業
等
の
負
担
軽
減
を
図

る
た
め
、
燃
料
油
価
格
激
変
緩
和
対
策
事

業
に
1
、
5
3
2
億
円
、
電
気
・
ガ
ス
価

格
激
変
緩
和
対
策
事
業
に
6
、
4
1
6
億

円
を
5
年
度
補
正
で
計
上
。

脱
炭
素
化
と
経
済
成
長
の
両
立
を
図
る

「
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ

ン
（
G
X
）」
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供

給
の
確
保
に
、
1
兆
1
、
9
8
9
億
円
を

充
て
る
。
地
域
と
の
共
生
を
前
提
に
、
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
最
大
限
の
導
入
促

進
や
こ
れ
ら
を
支
え
る
系
統
整
備
の
加
速

や
系
統
用
蓄
電
池
・
水
電
解
装
置
の
導
入

等
を
進
め
る
。

【
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
関
係
】

中
小
企
業
対
策
費
に
つ
い
て
は
、
貸
出

動
向
等
を
踏
ま
え
て
信
用
保
証
制
度
関
連

予
算
を
減
額
す
る
一
方
、価
格
転
嫁
対
策
、

事
業
再
生
・
事
業
継
承
支
援
な
ど
、
現
下

の
中
小
企
業
等
を
取
り
巻
く
経
営
課
題
に

対
応
す
る
た
め
に
必
要
な
予
算
が
計
上
さ

れ
た
。

中
小
企
業
取
引
対
策
事
業
は
、
当
初
予

算
で
28
億
円
、
5
年
度
補
正
で
8
億
円
計

上
し
、
適
切
な
価
格
転
嫁
の
た
め
、
下
請

G
メ
ン
を
3
0
0
名
か
ら
3
3
0
名
に
増

強
し
て
取
引
実
態
を
把
握
し
指
導
を
徹
底

す
る
ほ
か
、「
下
請
か
け
こ
み
寺
」
に
お

け
る
相
談
対
応
等
を
実
施
す
る
。

中
小
企
業
活
性
化
・
事
業
継
承
総
合
支

援
事
業
で
は
、「
中
小
企
業
活
性
化
協
議

会
」
に
お
け
る
再
生
計
画
の
策
定
支
援
、

「
事
業
継
承
・
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー
」

に
お
け
る
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
等
を
実
施
す

る
た
め
、
当
初
予
算
で
1
4
6
億
円
、
5

年
度
補
正
で
52
億
円
を
計
上
。

ま
た
、
事
業
者
が
大
学
・
公
設
試
験
研

究
機
関
等
と
連
携
し
て
行
う
研
究
開
発
の

取
組
を
支
援
す
る
、
成
長
型
中
小
企
業
等

研
究
開
発
支
援
事
業
（
G
o-

T
e
c
h

事
業
）
で
は
、
当
初
予
算
で
1
2
9
億
円

計
上
し
た
。

独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機

構
運
営
費
交
付
金
は
、
新
た
に
輸
出
に
挑

戦
す
る
事
業
者
の
た
め
の
「
新
規
輸
出
1

万
者
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
に
お
け
る
伴
走

支
援
を
は
じ
め
と
す
る
経
営
支
援
、
事
業

活
動
に
必
要
な
助
言
・
研
修
等
を
実
施
す

る
た
め
、
当
初
予
算
で
2
2
0
億
円
を
計

上
し
た
。

さ
ら
に
、
資
金
繰
り
支
援
と
し
て
、
日

本
政
策
金
融
公
庫
に
よ
る
低
利
融
資
・
資

本
性
劣
後
ロ
ー
ン
、
信
用
保
証
協
会
に
よ

る
保
証
等
を
通
じ
て
事
業
者
の
資
金
繰
り

を
支
援
す
る
た
め
、
財
務
省
計
上
分
と
合

わ
せ
て
当
初
予
算
で
7
9
6
億
円
、
5
年

度
補
正
で
7
5
1
億
円
計
上
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
5
年
度
補
正
に
お
け
る
主
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な
中
小
企
業
対
策
と
し
て
、
中
小
企
業
等

が
人
手
不
足
の
中
で
も
利
益
を
確
保
し
賃

上
げ
を
実
現
で
き
る
よ
う
、
省
力
化
投
資

に
関
し
て
、
カ
タ
ロ
グ
か
ら
選
ぶ
よ
う
な

汎
用
製
品
の
導
入
へ
の
簡
易
で
即
効
性
が

あ
る
支
援
措
置
を
実
施
す
る
た
め
、「
中

小
企
業
省
力
化
投
資
補
助
事
業
」
を
1
、

0
0
0
億
円
、
革
新
的
な
製
品
・
サ
ー
ビ

ス
の
開
発
、
業
務
効
率
化
・
イ
ン
ボ
イ
ス

制
度
対
応
等
の
た
め
の
I
T
ツ
ー
ル
の

導
入
、
M
&
A
時
の
専
門
家
活
用
、
小

規
模
事
業
者
の
販
路
開
拓
等
の
支
援
を

実
施
す
る
た
め
、「
中
小
企
業
生
産
性
革

命
推
進
事
業
」
を
2
、
0
0
0
億
円
計
上

し
た
。

【
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
】

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
予
算
で
は
、

脱
炭
素
化
と
経
済
成
長
の
両
立
を
図
る

「
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ

ン
（
G
X
）」
の
実
現
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

安
定
供
給
の
確
保
に
5
年
度
補
正
で
4
、

1
5
9
億
円
、
6
年
度
当
初
予
算
で
1
兆

1
、
9
8
9
億
円
を
計
上
し
た
。

G
X
実
現
で
は
、
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
目
標
に
向
け
、
5
4
8

億
円
を
G
X
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
支

援
事
業
と
し
て
盛
り
込
み
、
水
電
解
装
置

や
浮
体
式
洋
上
風
力
発
電
設
備
等
、
G
X

実
現
に
不
可
欠
な
国
内
製
造
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
を
世
界
に
先
駆
け
て
構
築
す
る

こ
と
を
目
指
す
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
の
確
保
で

は
、
地
域
と
の
共
生
を
前
提
に
、
ペ
ロ
ブ

ス
カ
イ
ト
太
陽
電
池
や
浮
体
式
洋
上
風
力

を
は
じ
め
、
太
陽
光
・
風
力
・
地
熱
・
バ

イ
オ
マ
ス
・
水
力
の
最
大
限
の
導
入
促
進
、

こ
れ
ら
を
支
え
る
系
統
整
備
の
加
速
や
系

統
用
蓄
電
池
・
水
電
解
装
置
の
導
入
・
高

効
率
化
等
を
促
進
す
る
。
洋
上
風
力
発
電

等
の
導
入
拡
大
に
向
け
た
研
究
開
発
事
業

に
45
億
円（
昨
年
度
45
億
円
、以
下
同
じ
）、

採
算
性
分
析
の
た
め
の
基
礎
調
査
事
業
に

65
億
円
（
36
億
円
）
を
、
太
陽
光
発
電
の

導
入
拡
大
等
に
向
け
た
技
術
開
事
業
に
32

億
円
（
31
億
円
）
を
、
地
熱
発
電
の
資
源

量
調
査
・
理
解
促
進
事
業
に
1
2
0
億
円

（
1
0
2
億
円
）
を
充
て
る
。
ま
た
、
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
拡
大
に
向
け
た

系
統
用
蓄
電
池
等
の
電
力
貯
蔵
シ
ス
テ
ム

導
入
支
援
事
業
に
85
億
円
を
新
規
で
計
上

し
た
。

こ
の
ほ
か
、
安
全
性
を
最
優
先
に
、
原

子
力
発
電
所
の
再
稼
働
や
運
転
期
間
延

長
に
よ
る
既
設
炉
の
最
大
限
活
用
、
新

た
な
安
全
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
組
み
込
ん
だ

次
世
代
革
新
炉
の
開
発
・
建
設
、
廃
炉

や
最
終
処
分
等
の
実
現
に
取
り
組
む
た

め
、
次
世
代
型
原
発
の
高
温
ガ
ス
炉
の
開

発
支
援
に
2
7
4
億
円
（
48
億
円
）、
高

速
炉
に
2
8
9
億
円
（
76
億
円
）
等
を
充

て
る
。

令和６年度経済産業省関係予算の概要
〈一般会計〉� （単位：億円）

令 和 ５ 年 度
当初予算（A）

令 和 ６ 年 度
当初予算案（B）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

一般会計 8,809 8,６9５ △ 114 △ 1.3%
科学技術振興費 1,122 1,194 72 ６.4%
中小企業対策費 1,090 1,082 △ 7 △ 0.7%
その他 1,283 1,304 21  1.６%

上記合計 3,49５ 3,５80 8５ 2.4%
エネルギー対策特会への繰入 ５,314 ５,11５ △ 199 △ 3.7％
エネルギー需給勘定 3,8６8 3,493 △ 37５ △ 9.7％
電源開発促進勘定 1,44６ 1,６22 17６ 12.2%

〈東日本大震災復興特別会計〉�
令 和 ５ 年 度
当初予算（A）

令 和 ６ 年 度
当初予算（B）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

復興特会（経産省関連） 427 342 △ 8５ △ 20.0%

〈エネルギー対策特別会計〉
令 和 ５ 年 度
当初予算（A）

令 和 ６ 年 度
当初予算（B）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

燃料安定供給対策 2,５39 3,100 ５６1 22.1%
エネルギー需給構造高度化対策 2,8６1 2,６73 △ 188 △ ６.６％
電源立地対策 1,492 1,５74 82 ５.５%
電源利用対策 112 149 37 32.7%
原子力損害賠償支援対策 47 4６ △ 2 △ 3.9%
GX 4,89６ ６,429 1,５33 31.3%
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解解 説説 令和６年度 関係省庁予算

環 境 省環 境 省
エネルギー・廃棄物・リサイクル対策等関係予算の概要エネルギー・廃棄物・リサイクル対策等関係予算の概要

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

【
環
境
省
予
算
の
概
要
】

環
境
省
の
令
和
６
年
度
予
算
は
、
一
般

会
計
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
、
東
日
本
大
震

災
復
興
の
両
特
別
会
計
の
総
額
で
5
、
８

４
７
億
円
（
前
年
度
6
、
６
０
０
億
円
）

が
計
上
さ
れ
た
。
内
訳
に
つ
い
て
は
、
一

般
会
計
1
、
４
８
０
億
円
（
前
年
度
1
、

４
９
０
億
円
）、
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
特
別

会
計
1
、
８
９
９
億
円
（
前
年
度
1
、
９

１
３
億
円
）、
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別

会
計
2
、
４
６
８
億
円
（
前
年
度
3
、
１

９
７
億
円
）
で
い
ず
れ
も
前
年
度
よ
り
減

額
と
な
っ
た
。

気
候
変
動
問
題
や
常
態
化
す
る
異
常
気

象
、
頻
発
・
激
甚
化
す
る
災
害
等
の
最
重

要
課
題
に
対
し
、
社
会
の
仕
組
み
や
ラ
イ

フ
ス
タ
イ
ル
の
変
革
と
い
っ
た
総
合
的
ア

プ
ロ
ー
チ
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
自
然
再

興
（
ネ
イ
チ
ャ
ー
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
）・
炭
素

中
立
（
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
）・
循
環
経
済
（
サ
ー

キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
）
の
達
成
を
は
じ

め
、
将
来
に
わ
た
っ
て
質
の
高
い
生
活
を

も
た
ら
す
経
済
・
社
会
に
向
け
た
成
長
を

加
速
化
さ
せ
る
。

【
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
関
係
予
算
】

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

及
び
２
０
３
０
年
温
室
効
果
ガ
ス
46
％
削

減
の
実
現
に
向
け
、
地
域
脱
炭
素
推
進
交

付
金
に
つ
い
て
は
、
５
６
０
億
円
（
う
ち

令
和
５
年
度
補
正
予
算
で
１
３
５
億
円
・

前
年
度
４
０
０
億
円
）
を
措
置
。
２
０
３

０
年
度
ま
で
に
少
な
く
と
も
１
０
０
か
所

の
脱
炭
素
先
行
地
域
を
選
定
す
る
と
と
も

に
、
重
点
対
策
と
し
て
、
再
エ
ネ
発
電
設

備
を
一
定
以
上
導
入
す
る
地
方
公
共
団
体

に
対
し
て
支
援
を
行
い
、
全
国
で
脱
炭
素

地
域
社
会
の
早
期
実
現
を
目
指
す
。

ま
た
脱
炭
素
の
推
進
に
よ
り
、
豊
か
な

暮
ら
し
を
創
る
新
た
な
国
民
運
動
「
デ
コ

活
」
を
打
ち
出
し
、「『
デ
コ
活
』
を
は
じ

め
と
す
る
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
変
革
促

進
」
と
し
て
、
46
億
円
（
う
ち
令
和
５
年

度
補
正
予
算
で
５
億
円
・
前
年
度
２
億
円
）

を
計
上
。
脱
炭
素
化
に
寄
与
す
る
製
品
・

サ
ー
ビ
ス
の
社
会
実
装
に
向
け
た
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
や
普
及
啓
発
の
推
進
等
を
行

う
。
そ
の
ほ
か
、デ
コ
活
の
一
環
と
し
て
、

断
熱
窓
へ
の
改
修
促
進
等
に
よ
る
住
宅
の

省
エ
ネ
・
省
Ｃ
Ｏ
２
加
速
化
支
援
事
業
に

令
和
５
年
度
補
正
予
算
で
1
、
３
５
０
億

円
、
建
築
物
等
の
Ｚ
Ｅ
Ｂ
化
・
省
Ｃ
Ｏ
２

化
普
及
加
速
事
業
に
１
０
９
億
円
（
う
ち

令
和
５
年
度
補
正
予
算
で
62
億
円
・
新
規
）

を
そ
れ
ぞ
れ
計
上
し
、
住
宅
や
建
築
物
に

お
け
る
省
エ
ネ
対
策
を
推
進
す
る
。

【
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
等
関
係

予
算
】

〇
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
（
廃
棄

物
処
理
施
設
分
）
に
つ
い
て
は
、
２
７
４

億
円
（
前
年
度
２
７
２
億
円
）
を
計
上
。

市
町
村
が
廃
棄
物
の
３
Ｒ（
リ
デ
ュ
ー
ス
、

リ
ユ
ー
ス
、
リ
サ
イ
ク
ル
）
を
総
合
的
に

推
進
す
る
た
め
、
市
町
村
に
よ
る
自
主
性

と
創
意
工
夫
を
活
か
し
た
広
域
的
か
つ

総
合
的
な
廃
棄
物
処
理
・
リ
サ
イ
ク
ル
施

設
の
整
備
等
を
支
援
す
る
。
な
お
、
同
交

付
金
に
つ
い
て
は
、
令
和
５
年
度
補
正
予

算
に
お
い
て
も
５
２
１
億
円
を
計
上
し
て

い
る
。

ま
た
、
全
国
で
未
だ
約
８
８
０
万
人
い

る
生
活
排
水
未
処
理
人
口
の
早
期
解
消
に

向
け
、
合
併
処
理
浄
化
槽
の
整
備
を
加
速

化
す
る
た
め
、
同
交
付
金
（
浄
化
槽
分
）

で
86
億
円
（
前
年
度
同
額
）、
令
和
５
年

度
補
正
予
算
で
５
億
円
を
措
置
し
た
。

〇
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
・
再
生

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
・
再
生
に

つ
い
て
は
、
福
島
県
内
の
除
去
土
壌
等
の

30
年
以
内
の
県
外
最
終
処
分
と
い
う
約
束

を
果
た
す
べ
く
、
中
間
貯
蔵
施
設
の
整
備

等
に
1
、
０
０
８
億
円
（
前
年
度
1
、
７

８
６
億
円
）
を
計
上
。
令
和
６
年
度
に
お

い
て
は
、
令
和
５
年
度
に
引
き
続
き
、
安

全
を
第
一
に
地
域
の
理
解
を
得
な
が
ら
中

間
貯
蔵
施
設
事
業
を
着
実
に
実
施
す
る
こ

と
と
し
た
。
ま
た
、
帰
還
困
難
区
域
の
復

興
・
再
生
を
推
進
す
る
た
め
、
特
定
復
興

再
生
拠
点
整
備
事
業
に
３
７
０
億
円
（
前

年
度
４
３
６
億
円
）
を
計
上
し
た
ほ
か
、

特
定
帰
還
居
住
区
域
整
備
事
業
と
し
て
４

５
０
億
円
を
新
規
で
措
置
。
令
和
５
年
６

月
に
改
正
し
た
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置

法
に
基
づ
き
、
区
域
内
に
お
け
る
除
染
や

家
屋
解
体
等
を
行
う
。
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令和６年度 環境省予算の概要

１．歳出予算

令和 ５年度
当初予算額

令和 ５年度
補正予算額

令和 ６年度

当初予算 対前年度比

一 般 政 策 経 費 等 1,490 1,011 1,480 99％

一般会計

令和 ５年度
当初予算額

令和 ５年度
補正予算額

令和 ６年度

当初予算 対前年度比

エネルギー対策特別会計 1,913 2,５５2 1,899 99％

う ち Ｇ Ｘ 推 進 対 策 費 1６６ 1,870 204 123％

エネルギー対策特別会計

令和 ５年度
当初予算額

令和 ５年度
補正予算額

令和 ６年度

当初予算 対前年度比

一般会計＋エネルギー対策特別会計 3,403 3,５６3 3,379 99％

小　　計

令和 ５年度
当初予算額

令和 ５年度
補正予算額

令和 ６年度

当初予算 対前年度比

東日本大震災復興特別会計 3,197 ― 2,4６8 77％

東日本大震災復興特別会計

令和 ５年度
当初予算額

令和 ５年度
補正予算額

令和 ６年度

当初予算 対前年度比

合　　　　　　計 ６,６00 3,５６3 ５,847 89％

合　　計

※観光庁計上の国際観光旅客税を充当する環境省分の施策は、令和５年度25.4億円→令和６年度51.0億円。
※デジタル庁計上の政府情報システム予算は、令和５年度43.2億円→令和６年度43.1億円。
※一般政策経費等は、新庁舎移転経費等の特殊要因として令和５年度37.7億円→令和６年度16.3億円を含む。
※四捨五入等の理由により、計数が合致しない場合がある。

令和 ５年度
当初予算額

令和 ５年度
補正予算額

令和 ６年度

当初予算 対前年度比

財 政 投 融 資
（産業投資及び政府保証の合計額） ６00 ― ６00 100％

２．財政投融資

（単位：億円）

2024年（令和 6年） 1月22日　52第3266号
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解解 説説 令和６年度 関係省庁予算

各 協 議 会各 協 議 会
関係省庁予算・施策の概要関係省庁予算・施策の概要

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

【
観
光
地
協
関
係
】

観
光
庁
の
令
和
６
年
度
予
算
の
総
額

は
、５
０
３
億
円
（
対
前
年
度
比
64
％
増
）

と
な
っ
た
。
こ
の
う
ち
４
０
３
億
は
国
際

観
光
旅
客
税
財
源
を
充
当
す
る
。

持
続
可
能
な
観
光
地
域
づ
く
り
に
は
52

億
円
（
同
8
％
増
）
が
計
上
さ
れ
、
地
方

公
共
団
体
等
が
地
域
の
観
光
関
係
者
と
連

携
し
、
地
域
の
持
続
可
能
性
の
向
上
に
資

す
る
モ
デ
ル
実
証
の
実
施
や
地
域
に
お
け

る
持
続
可
能
な
観
光
計
画
の
策
定
を
支
援

す
る
と
と
も
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
を
活
用
し
た

観
光
地
の
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
受
入
環
境
整
備

の
高
度
化
等
を
支
援
す
る
と
し
て
い
る
。

地
方
を
中
心
と
し
た
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
誘
客

の
戦
略
的
取
組
に
は
４
３
９
億
円
（
同

78
％
増
）
が
計
上
さ
れ
、
新
た
な
イ
ン
バ

ウ
ン
ド
層
の
誘
致
の
た
め
の
コ
ン
テ
ン
ツ

等
の
造
成
へ
の
支
援
や
国
立
公
園
の
イ
ン

バ
ウ
ン
ド
に
向
け
た
環
境
整
備
等
を
実
施

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
国
内
交
流
拡
大

に
は
６
・
５
億
円
（
同
5
％
減
）
が
計
上

さ
れ
、
こ
れ
ま
で
横
ば
い
傾
向
で
あ
っ
た

国
内
旅
行
市
場
に
つ
い
て
、「
第
２
の
ふ

る
さ
と
づ
く
り
」「
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
の

普
及
・
定
着
」「
新
た
な
レ
ガ
シ
ー
形
成
」

に
よ
り
、
旅
の
潜
在
需
要
を
顕
在
化
さ
せ

地
域
の
関
係
人
口
拡
大
に
も
つ
な
が
る
形

で
交
流
需
要
の
拡
大
を
図
る
こ
と
と
し
て

い
る
。

な
お
、
令
和
５
年
度
補
正
予
算
に
お
い

て
は
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
地
方
へ
の
誘
客

や
観
光
地
の
再
生
・
高
付
加
価
値
化
等
に

よ
り
消
費
額
拡
大
を
一
層
強
力
に
推
進
す

る
と
と
も
に
、
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
オ
ー

バ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
未
然
防
止
・
抑
制
や

人
材
不
足
対
応
等
の
受
入
環
境
整
備
を
早

急
に
実
施
す
る
と
し
て
、
含
め
６
８
９
億

円
を
計
上
し
て
い
る
。

【
半
島
協
関
係
】

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
、
半
島
地

域
振
興
対
策
事
業
経
費
と
し
て
、
7
、
２

０
０
万
円
（
前
年
度
同
額
）
が
措
置
さ
れ

た
。
こ
の
う
ち
、
半
島
地
域
の
自
立
的
発

展
に
向
け
た
交
流
促
進
、
産
業
振
興
、
定

住
促
進
を
図
る
た
め
、
様
々
な
主
体
の
取

組
を
道
府
県
、
市
町
村
等
が
パ
ッ
ケ
ー
ジ

化
し
て
一
体
的
・
広
域
的
に
推
進
す
る
ソ

フ
ト
施
策
の
支
援
を
行
う
半
島
振
興
広
域

連
携
促
進
事
業
が
6
、
０
０
０
万
円
（
前

年
度
同
額
）
で
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
令
和
５
年
度
補
正
予
算
に
お
い

て
、
半
島
の
食
の
ブ
ラ
ン
ド
化
推
進
の
た

め
の
官
民
連
携
体
制
構
築
実
証
事
業
が
１

億
2
、
０
０
０
万
円
（
前
年
度
同
額
）
で

措
置
さ
れ
た
。
本
事
業
は
令
和
３
年
度
に

始
ま
り
、
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
、
Ｅ

Ｃ
サ
イ
ト
、
百
貨
店
等
を
通
じ
、
半
島
の

地
域
資
源
を
活
用
し
た
誘
客
活
動
や
半

島
産
品
の
流
通
・
販
売
機
会
の
拡
大
を

行
い
、
半
島
地
域
の
自
立
的
発
展
を
促
進

す
る
。

【
ダ
ム
・
発
電
協
関
係
】

電
源
立
地
の
円
滑
化
や
発
電
所
所
在
地

域
の
公
共
施
設
整
備
等
を
目
的
と
し
た
電

源
立
地
地
域
対
策
交
付
金
７
６
０
億
円

（
７
４
５
億
円
）
の
う
ち
、
水
力
発
電
施

設
周
辺
地
域
交
付
金
相
当
部
分
（
水
力
交

付
金
）
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
と
同
額
の

53
・
５
億
円
が
確
保
さ
れ
た
（
水
力
交
付

金
は
、
令
和
３
年
度
か
ら
交
付
期
間
が
10

年
間
延
長
さ
れ
、
最
長
50
年
間
交
付
）。

水
力
発
電
関
連
で
は
、「
水
力
発
電
の

導
入
加
速
化
事
業
」
と
し
て
、
16
億
円
を

措
置
。
民
間
事
業
者
や
地
方
公
共
団
体
が

新
た
な
水
力
発
電
事
業
の
実
施
に
あ
た
り

行
う
調
査
や
、
立
地
地
域
と
の
共
生
を
図

る
た
め
に
実
施
す
る
事
業
を
支
援
す
る
ほ

か
、
既
存
発
電
施
設
の
改
造
工
事
や
余
力

調
査
を
支
援
し
、
発
電
出
力
及
び
電
力
量

の
増
加
を
図
る
。
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岩
手
・
西
和
賀
町
ス
ノ
ー
バ
ス
タ
ー
ズ
、

本
年
度
の
活
動
ス
タ
ー
ト

雪
国
の
暮
ら
し
、
し
っ
か
り
守
る

－

。
岩
手
県

西
和
賀
町
ス
ノ
ー
バ
ス
タ
ー
ズ（
田
村
義
光
会
長
）

は
17
日
、
本
年
度
の
活
動
を
開
始
し
た
。
県
内
屈

指
の
豪
雪
地
帯
で
高
齢
化
と
人
口
減
少
が
進
む

中
、
地
元
を
中
心
と
し
た
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
２
６
５

人
が
75
世
帯
の
除
雪
を
担
う
。
初
日
は
本
格
的
な

積
雪
と
な
り
、
対
象
の
高
齢
者
世
帯
に
あ
い
さ
つ

回
り
し
て
、
雪
払
い
に
黙
々
と
励
ん
だ
。

「
こ
ん
に
ち
は
、
ス
ノ
ー
バ
ス
タ
ー
ズ
で
す
」。

吹
雪
の
中
、
同
町
上
野
々
で
は
西
和
賀
高
生
と
住

民
の
５
人
が
対
象
と
な
る
４
世
帯
を
訪
問
。
ス

ノ
ー
ダ
ン
プ
を
手
に
、
雪
囲
い
さ
れ
た
玄
関
口
の

雪
を
払
っ
た
。

正
午
時
点
で
同
町
の
湯
田
は
積
雪
15
セ
ン
チ
を

観
測
。
除
雪
車
も
幹
線
道
路
を
行
き
交
っ
た
。
小
学

生
の
頃
か
ら
活
動
す
る
西
和
賀
高
１
年
の
高
橋
蒼
羽

（
あ
お
ば
）
さ
ん
は
「
西
和
賀
は
一
度
に
降
る
雪
の

量
が
と
て
も
多
い
。
初
日
か
ら
こ
ん
な
に
積
も
る
と

思
わ
な
か
っ
た
け
れ
ど
、
高
齢
者
が
多
い
地
域
な
の

で
や
り
が
い
を
感
じ
て
い
る
」
と
語
っ
た
。

ス
ノ
ー
バ
ス
タ
ー
ズ
は
合
併
前
の
旧
湯
田
町
、

旧
沢
内
村
時
代
の
１
９
９
３
年
度
に
活
動
を
開

始
。
本
年
度
は
中
高
生
や
住
民
に
加
え
、
西
和
賀

消
防
署
や
福
祉
施
設
も
加
わ
っ
た
23
班
体
制
。
民

生
児
童
委
員
が
一
人
暮
ら
し
の
高
齢
者
ら
対
象
世

帯
を
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
し
、
来
年
１
～
３
月
の
第
２

日
曜
日
を
統
一
活
動
日
と
し
た
。

17
日
は
同
町
沢
内
太
田
の
沢
内
農
業
者
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
で
出
動
式
が
行
わ
れ
、
西
和
賀
高

２
年
の
高
下
（
こ
う
げ
）
剣
志
（
け
ん
し
）
さ
ん
が

「
地
域
の
皆
さ
ん
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
よ
う
に
活

動
す
る
」
と
決
意
表
明
し
、
内
記
和
彦
町
長
は
「
除

雪
車
で
は
行
き
届
か
な
い
生
活
に
身
近
な
部
分
を

担
っ
て
も
ら
い
、
大
変
助
か
っ
て
い
る
」
と
激
励
し

た
。�

（
岩
手
日
報
・
２
０
２
３
年
12
月
18
日
）

バ
ス
運
行
路
　
A
I
が
判
断
　
9
日
ス
タ
ー

ト
　
予
約
制
、
バ
ス
停
増
設
　
茨
城
・
五
霞

茨
城
県
五
霞
町
は
町
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
「
ご

か
り
ん
号
」
に
利
用
者
の
予
約
に
応
じ
て
運
行
す

る
デ
マ
ン
ド
交
通
を
導
入
、
9
日
に
ス
タ
ー
ト
さ

せ
る
。
人
工
知
能
（
A
I
）
を
活
用
し
て
予
約
状

況
を
把
握
し
、
最
適
ル
ー
ト
を
運
転
士
に
伝
達
。

バ
ス
停
も
従
来
の
倍
以
上
に
増
や
し
、
公
共
交
通

の
空
白
地
域
の
解
消
を
目
指
す
。

ご
か
り
ん
号
は
２
０
１
６
年
10
月
に
運
行
開
始

し
た
。
埼
玉
県
越
谷
市
の
朝
日
自
動
車
に
業
務
委

託
し
、
東
武
日
光
線
の
南
栗
橋
駅
（
埼
玉
県
久
喜

市
）
と
町
役
場
な
ど
を
結
ぶ
朝
晩
ル
ー
ト
（
1
日

17
便
）
と
、
同
駅
や
ス
ー
パ
ー
な
ど
を
循
環
す
る

日
中
ル
ー
ト
（
同
8
便
）
が
あ
る
。
町
に
よ
る
と
、

1
日
の
平
均
利
用
者
数
は
約
50
人
と
い
う
。

デ
マ
ン
ド
交
通
を
導
入
す
る
の
は
利
用
者
が
少

な
い
日
中
ル
ー
ト
（
お
お
む
ね
午
前
8
時
～
午
後

4
時
）。
前
日
ま
で
に
予
約
す
る
と
A
I
が
分
析

し
、
時
間
帯
や
方
面
に
応
じ
て
最
適
な
迂
回
（
う

か
い
）ル
ー
ト
が
選
択
さ
れ
、運
転
席
の
ナ
ビ
ゲ
ー

シ
ョ
ン
に
表
示
さ
れ
る
。
バ
ス
停
も
こ
れ
ま
で
の

27
カ
所
か
ら
83
カ
所
に
拡
大
し
、
従
来
の
ル
ー
ト

に
な
か
っ
た
利
根
川
や
中
川
沿
い
の
道
路
に
も
設

置
さ
れ
た
。

シ
ス
テ
ム
は
、
ヴ
ィ
ア
・
モ
ビ
リ
テ
ィ
・
ジ
ャ

パ
ン
（
東
京
都
）
が
開
発
し
、
県
内
で
は
高
萩
市

に
続
い
て
2
カ
所
目
の
導
入
と
な
る
。
２
０
２
３

年
度
の
事
業
費
は
約
６
０
０
万
円
。

日
中
ル
ー
ト
の
大
人
運
賃
は
従
来
の
２
０
０
円

か
ら
４
０
０
円
に
値
上
げ
す
る
。65
歳
以
上
は「
い

ば
ら
き
シ
ニ
ア
カ
ー
ド
」
を
提
示
す
る
と
半
額
。

小
中
高
生
・
障
害
者
も
半
額
。

利
用
す
る
に
は
、
専
用
ア
プ
リ
か
電
話
で
前
日

ま
で
に
予
約
す
る
必
要
が
あ
る
。
フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ

ル
（
０
１
２
０
）
０
8
２
３
7
8
は
午
前
8
時
～

午
後
7
時
。
ア
プ
リ
は
「
ご
か
り
ん
号
」
で
検
索

し
て
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
す
る
。

5
日
に
試
乗
会
が
あ
り
、知
久
清
志
町
長
は「
デ

マ
ン
ド
交
通
の
導
入
で
、
町
が
持
続
可
能
で
快
適

な
環
境
に
向
か
う
一
歩
に
つ
な
げ
た
い
」
と
話
し

た
。
利
根
川
沿
い
に
住
む
篠
崎
悦
子
さ
ん
（
79
）

は
「
バ
ス
停
設
置
は
地
域
の
念
願
。
病
院
や
買
い

物
に
行
け
る
よ
う
に
な
り
う
れ
し
い
」と
語
っ
た
。

�

（
茨
城
新
聞
・
２
０
２
４
年
１
月
8
日
）

南
箕
輪
村
「
こ
ど
も
課
」
設
置
へ
　
予
防
接

種
や
母
子
保
健
の
業
務
な
ど
移
管
　
子
育
て

関
連
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
対
応
　
長
野
県

長
野
県
上
伊
那
郡
南
箕
輪
村
は
11
日
の
村
議
会

全
員
協
議
会
で
、
２
０
２
４
年
４
月
の
機
構
改
革
で

子
育
て
支
援
課
を
「
こ
ど
も
課
」
に
変
更
し
て
子
ど

も
に
関
す
る
業
務
を
一
本
化
す
る
方
針
を
明
ら
か

に
し
た
。
子
ど
も
に
対
応
す
る
窓
口
と
業
務
を
村
民

に
分
か
り
や
す
く
示
す
狙
い
。
保
育
の
人
員
を
確
保

す
る
た
め
に
、
同
月
か
ら
非
正
規
の
保
育
士
（
会
計

年
度
任
用
職
員
）
の
報
酬
額
も
引
き
上
げ
る
。

健
康
福
祉
課
が
所
管
す
る
子
ど
も
の
予
防
接

種
、
母
子
保
健
の
業
務
を
こ
ど
も
課
に
移
す
。
子

ど
も
に
関
す
る
相
談
に
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
応
じ

る
。
健
康
福
祉
課
が
担
う
介
護
支
援
な
ど
子
育
て

以
外
の
業
務
は
新
設
の
福
祉
課
と
健
康
医
療
課
に

移
管
。
こ
れ
ら
９
課
26
係
を
11
課
29
係
に
再
編
す

る
関
連
条
例
改
正
案
を
村
議
会
12
月
定
例
会
最
終

日
の
15
日
に
提
出
す
る
。

非
正
規
の
保
育
士
の
報
酬
単
価
改
定
は
、
同
一

労
働
同
一
賃
金
の
原
則
に
基
づ
き
待
遇
を
改
善
す

る
と
と
も
に
、
慢
性
的
な
保
育
士
不
足
の
解
消
を
狙

う
。
現
在
は
経
験
が
7
年
以
上
に
な
る
と
報
酬
額
は

上
が
ら
な
い
が
、
10
年
以
上
は
５
年
ご
と
に
引
き
上

げ
る
。
ク
ラ
ス
担
任
の
場
合
は
最
大
で
現
行
の
３

１
％
増
の
日
額
１
万
２
９
０
０
円
、
担
任
で
な
い
場

合
は
２
０
％
増
の
１
万
8
０
０
円
と
な
る
。

全
協
で
村
は
、
本
年
度
中
に
18
歳
以
下
の
子
ど

も
１
人
に
現
金
１
万
５
千
円
を
給
付
す
る
方
針
も

説
明
。「
南
箕
輪
村
こ
ど
も
応
援
給
付
金
」
と
名

付
け
、国
の
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
を
活
用
す
る
。

対
象
の
基
準
日
は
検
討
中
だ
が
、
本
年
度
末
ま
で

に
生
ま
れ
る
子
ど
も
も
含
め
る
。

�
（
信
濃
毎
日
新
聞
・
２
０
２
３
年
12
月
12
日
）

３
町
の
魅
力
を
イ
ン
ス
タ
で
　
白
浜
･
広
川
･

有
田
川
町
が
共
同
ア
カ
ウ
ン
ト
で
発
信
、
和

歌
山

和
歌
山
県
の
白
浜
町
、
有
田
川
町
、
広
川
町
は
、

写
真
共
有
ア
プ
リ
「
イ
ン
ス
タ
グ
ラ
ム
」
の
共
同

ア
カ
ウ
ン
ト
を
開
設
し
た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
魅
力
を

定
期
的
に
発
信
す
る
こ
と
で
、
活
性
化
に
つ
な
げ

た
い
と
い
う
。

ア
カ
ウ
ン
ト
は
「@

kururi_w
akayam

a

（
く

る
り
わ
か
や
ま
）」。
和
歌
山
を
く
る
っ
と
回
り
、
そ

れ
ぞ
れ
の
魅
力
を
知
っ
て
も
ら
お
う
と
い
う
思
い

を
込
め
た
。
月
ご
と
に
テ
ー
マ
を
決
め
、
町
ご
と
で

基
本
的
に
週
１
回
、
投
稿
す
る
。
月
曜
は
広
川
町
、

水
曜
は
有
田
川
町
、
金
曜
が
白
浜
町
と
決
め
た
。

３
町
に
は
そ
れ
ぞ
れ
独
自
の
ア
カ
ウ
ン
ト
が
あ

り
、以
前
か
ら
投
稿
を
続
け
て
い
る
。多
く
の
フ
ォ

ロ
ワ
ー
も
い
る
。

３
町
が
つ
な
が
っ
た
の
は
今
夏
以
降
。
広
川
町

が
自
身
の
ア
カ
ウ
ン
ト
で
、
白
浜
町
の
花
火
イ
ベ

ン
ト
を
告
知
し
「
コ
ラ
ボ
待
っ
て
い
ま
す
」
と
書

い
て
い
た
の
を
、白
浜
町
側
が
知
っ
た
こ
と
が
き
っ

か
け
。
以
前
に
広
報
業
務
を
担
当
し
て
い
た
白
浜

町
総
務
課
の
大
平
幸
宏
さ
ん
（
38
）
が
広
川
町
に

連
絡
を
取
っ
た
後
、
以
前
か
ら
写
真
が
上
手
と
感

じ
て
い
た
有
田
川
町
に
も
声
を
か
け
て
実
現
し
た
。

「
稲
む
ら
の
火
の
館
」
で
知
ら
れ
る
広
川
町
の
地

域
振
興
課
の
萩
友
佑
さ
ん
（
36
）
は
「
白
浜
や
有

田
川
の
良
い
と
こ
ろ
を
参
考
に
し
て
も
ら
い
つ
つ
、

広
川
に
も
足
を
運
ん
で
も
ら
う
き
っ
か
け
に
し
た

い
」
と
話
す
。
あ
ら
ぎ
島
や
生
石
高
原
が
有
名
な

有
田
川
町
の
商
工
観
光
課
の
栗
栖
悠
起
さ
ん
（
35
）

は
「
日
常
の
風
景
を
発
信
し
な
が
ら
、
広
域
で
周

遊
を
促
し
て
い
け
る
と
い
い
」
と
話
し
た
。

白
浜
町
で
投
稿
を
担
当
す
る
総
務
課
の
滝
本
斉

さ
ん
（
40
）
は
「
町
独
自
の
ア
カ
ウ
ン
ト
で
投
稿

す
る
内
容
と
差
別
化
を
図
っ
て
い
き
た
い
」
と
話

す
。
ま
だ
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
よ
う
な
場
所

を
中
心
に
紹
介
し
て
い
き
た
い
と
い
う
。

３
町
は
、
来
年
３
月
末
ま
で
に
フ
ォ
ロ
ワ
ー
を

千
人
に
す
る
こ
と
を
目
標
に
し
て
い
る
。
連
携
の

輪
を
他
市
町
村
へ
広
げ
る
こ
と
も
視
野
に
入
れ
て

い
る
。�

（
紀
伊
民
報
・
２
０
２
３
年
12
月
21
日
）

https://47gyosei.jp/

本
コ
ー
ナ
ー
の
記
事
は
施
策
立
案
に

も
役
立
つ
　
「
４７
行
政
ジ
ャ
ー
ナ
ル
」の

許
諾
を
受
け
て
掲
載
し
て
い
ま
す
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民間金融機関からの資金調達や資金運用について勉強や相談がしたい！
何か良い方法はないかな？

の出前講座や実務支援を活用してみては？
講師の謝金や旅費は掛からないから費用負担なく気軽に利用できるよ♪

講義テーマ（一部）

過去に相談をいただいた事例の一部

JFM　人材育成・実務支援 検索

お申し込み方法や、支援実施までの流れはこちら
●機構ホームページをご覧ください。
　https://www.jfm.go.jp/support/development/index.html

資金運用

資金運用のリスクと管理	 ［1.5～2時間程度］
　・資金運用のリスクと留意点　・金融商品のリスクと管理　・債券運用の方法

財政関連

財政分析と地方債管理	 ［1.5時間程度］　

財政収支見通しと人件費の長期推計	 ［1時間程度］　

公営企業改革と公営企業決算の見方	 ［1.5～2時間程度］

地方公会計導入と公会計決算の見方	 ［1～2時間程度］

出 前 講 座出 前 講 座 ー講義内容を選べるオーダーメイド型講座ー

資金調達

地方債の金利の見方		 ［1時間程度］

実践スプレッド分析	 ［1～1.5時間程度］

銀行等引受債の借入交渉	［各テーマ 30～60分程度］
　・借入期間と固定金利方式　・金利見直し方式
　・基準金利の考え方　・据置期間　・債権譲渡　等　　他

実 務 支 援実 務 支 援（個別相談）（個別相談）ー課題解決に向けた専門的なアドバイスを実施ー

お問い合わせはこちら ※�活用を検討される場合、
電話またはメールで
　お気軽にご相談ください。

Q)	数年前から債券運用を始めました。満期保有するつもりはなく途中売却による売却
益を見込み、超長期債を中心に保有しているのですが、最近は市場金利が上昇しており、
売却益が見込めない厳しい状況です。何かいい方法はありませんか。

自治体
ファイナンス・
アドバイザー

Ａ）	20 年以上を中心とした超長期債券は金利上昇によりほとんどの銘柄が含み損の状態です。その対処法としては、満期
保有して元本の償還を待つか、金利が再び下がる（価格が再び上がる）のを待って売却するか、が主な対策だと思われます。
　また、引き続き債券を購入する予定でしたら、なるべく期間の短い債券を選択することをお勧めします。利回りは低い
ですが、もし金利が上昇しても超長期債よりは価格下落額が小さくなります。ただし、金利上昇時に途中売却が難しいの
は償還期間が短くても超長期債と同じですのでご留意ください。
　債券購入の際には提示された利率だけで判断せず、償還期間と金利の動きをよく見定めて、買うタイミングも大切と覚
えておいてください。

地方支援部ファイナンス支援課
☎：03-3539-2677 　 ：finance@jfm.go.jp

※詳細は機構ホームページをご覧ください。

経済・金融
指定金融機関と公金振込・収納手数料	 ［1.5～2時間程度］ 経済の基礎知識　	 ［1～2時間程度］ 他

第3266号55　2024年（令和 6年） 1月22日

情　報

▶	金融機関出身の自治体ファイナンス・アドバイザーをはじめとする講師が団体の要望に応じたテーマ・方法で講義
を実施します。

▶講師派遣またはWeb会議システム等によるオンライン形式での対応が可能です。

▶	金融の専門知識や実務経験豊富な自治体ファイナンス・アドバイザーが団体の課題や疑問の解決に向けて専門的
なアドバイスを行います。
▶講師派遣、電話・メール、Web会議システム等によるオンライン形式での対応が可能です。

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）
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2024年（令和 6年） 1月22日　56第3266号

情　報
（第三種郵便物認可） 町 村 週 報

近年、自然災害が増加し、全国各地で甚大な被害が発生しています。中でも、豪雨災害の発生要因
となっている線状降水帯は、今後も多く発生することが予想されています。
毎年多くの避難指示等が発令されますが、発令の約 9 割以上が災害救助法の適用にいたっていませ
ん。未適用となり、住民の避難のために発生した費用は、すべて自治体の財源で賄わなければなり
ません。その財政負担を軽減するのが「災害対策費用保険制度」です。
想定外の自然災害が増加する昨今の状況を踏まえ、住民の生命・身体の保護を図るため、ぜひ災害
対策費用保険制度をご活用ください。

ただし、災害救助法の適用を受けた災害は対象
外となります。

※�令和 6年度より、災害救助法第2条第2項の
みの適用を受けた災害は補償対象となります。

避難所の設置費用や飲料水等
の供給費用等が対象！

実際に活用している町村長からは「加入していてよかった」との声が届いています！
梅雨前線に伴う大雨により、避難準備・高
齢者等避難開始を発令。消防団員の出動手
当や庁舎内・避難所に配置した職員の超過
勤務手当などにかかった費用の半額が保険
から支払われ、財政上、助かった。保険の
請求手続きが、それほど煩雑ではないとこ
ろも良かった。

事故概要
台風 10 号の接近に伴い、大雨や暴風による人的被害
発生の可能性があるため「避難勧告」を発令した。避
難所を 9 箇所開設し、583 名が避難。

保険金支払
食料・飲料代、毛布のクリーニング代として約 106
万円、職員の超過勤務手当約 366 万円の合計約
472 万円の保険金が支払われた。

引受幹事保険会社
損害保険ジャパン株式会社　団体・公務開発部第三課
〒160-8338 東京都新宿区西新宿 1-26-1　
TEL 03-3349-5408 （受付時間：平日の午前 9 時から午後 5 時まで）

取扱代理店
株式会社千里
〒100-0014 東京都永田町 1-11-32　全国町村会館西館内
TEL 03-5512-4750 （受付時間：平日の午前 9 時半から午後 5 時まで）

保険のおかげで早めに判断で
きたことにより、地域住民へ
の避難指示の呼びかけがス
ムーズに行えた。
また、消防団の出動手当（※）

も保険対象となることから、迷わず要請できた。
※加入している町村が支出した出動手当が対象

災害対策費用保険制度をご活用ください

このご案内は、概要を説明したものです。詳しい内容については、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。

SJ23-12244（2023.12.26）

災害対策に
役立っています！

●令和 5 年度加入実績
加入団体数 368 団体
加入団体保険料（オプション除く） 329,766,464 円
加入団体保険料平均 896,104 円

●令和 4 年度支払実績
支払件数 224 件
支払保険金 177,120,543 円
支払保険金平均 790,716 円

   詳細は　　　　　　 で検索！ ※加入の申し込み、お問い合わせは、
　お近くの都道府県町村会までご連絡ください。zck 費用保険

●台風による避難勧告等の具体事例

p56 3266 情報_災害対策費用保険制度.indd   56p56 3266 情報_災害対策費用保険制度.indd   56 2024/01/11   17:34:302024/01/11   17:34:30


